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概 要 

最終更新日 2021 年 10 月 13 日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 地熱発電技術研究開発 プロジェクト番号 P13009 

担当推進部／ 

ＰＭおよび担当者 

【新エネルギー部】 

ＰＭ ：主任研究員／加藤 久遠 （2017 年  4 月～現在） 

担当者：主査／長谷川 真美（2021 年  4 月～現在） 

     主査／和田 圭介 （2019 年 10 月～現在） 

     主査／石川 一樹 （2021 年  4 月～現在） 

     主査／本田 洋仁 （2021 年  7 月～現在） 

０.事業の概要 

（１）地熱資源の有効活用のための「環境保全対策や環境アセスメント円滑化に資する技術開

発」、「地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発」等により、我が国の地熱発電の導入

拡大を促進する。（委託及び共同研究（NEDO 負担率 2/3）） 

（２）事業期間：2013 年度～2021 年度（9 年間） 

Ⅰ.事業の位置 

付け・必要性

について 

(1)政策上の位置づけ 

2011年の東日本大震災以降、再生可能エネルギーの導入拡大が望まれる中、我が国は世界

第３位の地熱資源ポテンシャルを有すると推定されており、地熱発電に大きな期待が掛かっ

ている。 

2012年には、再生可能エネルギーの固定価格買取制度が施行され、地熱では15MW未満では

40円/kWh、15MW以上では26円/kWhという買取り価格が設定され、地熱開発事業者にとって、

一定の採算性が確保されるに至った。 

2018年7月に「第５次エネルギー基本計画」が閣議決定され、同計画において地熱発電は、

発電コストも低く、安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネルギー源

と位置付けられている。エネルギーミックスにおいては、地熱発電の2030年度における導入

見込量として最大で約155万kW（2017年度実績 51万kW）、発電電力量113億kWh（2017年度実績 

24億kWh）の導入拡大が掲げられている。 

また、2015年10月には、環境省自然環境局から出された「国立・国定公園における地熱開発

の取り扱い」の通知により、これまで開発が認められていない国立・国定公園第2種及び第3

種特別地域での開発が条件付きで承認され、今後、地熱資源ポテンシャルが高い同エリアで

の地熱開発が、積極的に推進されていくことが予想される。 

 

(2)NEDOが関与する意義 

NEDOは、1980年設立当初より地熱事業に携わっており、地熱資源の調査として「地熱開発

促進調査」を実施した。これは全国の地熱資源が賦存されると推定される地域を対象とし

て、約70地域で実施された（1980～2010年）。こうした当時のNEDO事業の成果が多くの事業者

に利用され、新規地熱発電所の立地に大いに貢献している。 

また、上記の地熱資源調査の他、技術開発事業においても、「地熱探査技術等検証調査」や

「熱水利用発電プラント等開発」が実施された（1980～2003年）。これより、地熱探査技術、

地熱井掘削技術、貯留層評価・貯留層管理技術、EGS技術、地上設備・発電システム技術等の

研究開発により、地熱開発の導入・促進に貢献した。 

2012年の独法見直しにより、NEDO業務の多くがJOGMECへ移管されて以降、NEDOは、技術開

発事業のうち、地熱発電利用技術、環境保全対策技術、次世代地熱発電技術（超臨界地熱発

電技術）等を担当している。 

こうした中、2015年より「地熱発電の推進に関する研究会」（資源エネルギー庁）が開催さ

れ、エネルギー基本計画の2030年目標達成のための３つの柱（①新規開発地点の開拓、②事

業環境の整備、③地域理解の促進）が提示された。このうち、「②事業環境の整備」の中に技

術開発事業が含まれており、NEDOが果たすべき役割は大きく、その成果が期待されている。 

2013年度以降、地熱分野の研究開発は、JOGMECと役割分担して進められているところ、

NEDOは研究開発機関としてノウハウを有し、JOGMEC（現行事業の支援を主とした業務）にな

い専門性（特に、革新的技術開発など）がある。お互い連携して進めることが現状の課題解

決には不可欠となる。 
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(3)実施の効果 

2030年頃に、最大で約155万kWの発電容量、及び110億kWhの発電量の達成が見込まれる。こ

れによるCO2排出削減量は、約620万トン-CO2/年である。 

また、これまでのバイナリー発電システム開発やIoT-AI技術等を適用した運転管理の高度

利用化技術の成果等により、多くの温泉地等で中小規模地熱発電や熱利用が普及し、地域経

済の活性化も見込まれる。これは、大規模地熱開発へも、地域との合意形成等に役立つ資料

を提供し、その導入・拡大に資する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

事業の目標 

ポテンシャルの高い地域への地熱発電の導入拡大を目的とし、下記の目標を設定する。 

(1) 自然公園内での地熱開発が円滑に進むように、必要とされる技術を確立するとともに、

定量的な知見に乏しい分野（硫化水素や着氷による植生への影響等）について、科学的

知見を提示する。 

(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のため

の技術、付加価値増大を実現する技術等）として、未利用地熱エネルギーを活用可能に

する技術、並びに発電所の運転管理高度化に係る技術を確立する。具体的には、これま

で未利用であった酸性熱水が噴出する地熱井を利用可能にする技術の確立、IoT や AI 等

のイノベーション技術を活用による発電所の利用率を 10％向上させることを目指す。 

事業の 

計画内容 

主な実施事項 
2013 

fy 

2014 

fy 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 
 

環境配慮型高機

能地熱発電シス

テムの機器開発 
          

低温域の地熱資

源有効活用のた

めの小型バイナ

リー発電システ

ムの開発 

     

     

発電所の環境保

全対策技術等開

発 

 

   
 

     

地熱発電の導入

拡大に資する革

新的技術開発 

          

地熱エネルギー

の高度利用化に

係る技術開発 
       

 

  

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載） 

(単位：百万円) 

会計・勘定 
2013 

fy 

2014 

fy 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 
総額 

一般会計 - - - - - - - - - 0 

特別会計(需給) 182 619 1,349 1,415 1,138 670 778 713 30 6,893 

開発成果促進財源 - - - - - - - - - 0 

総予算額 182 619 1,349 1,415 1,138 670 778 713 30 6,893 

内 
訳 

(委託) 75 455 1,164 1,379 1,133 596 693 649 27 6,172 

(共同研究) 
負担率 2/3 

107 164 184 35 5 - - - - 495 

（助成） - - - - - 74 85 64 3 226 

開発体制 経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

硫化水素拡散予測技術 

 

   景観デザイン・温泉計測等  環境アセスメント手法開発 

 

   発電所の運転管理高度化 

超臨界地熱発電技術 

未利用地熱活用 

発電システムの高効率化 

 

バイナリー発電システム 

スケール対策、腐食対策 

低沸点流体 

運転管理高度化技術 
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プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
― 

委託先(＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数及び参加企業

名も記載) 

 

（１） 発電所の環境保全対策技術等開発 

［研究目標］ 

環境アセスメントにおける各種調査最適化、期間短縮に資する技術の確立 

 (1.1) 優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

   ・東北緑化環境保全株式会社 

 

 (1.2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究

開発 

   ・東北緑化環境保全株式会社 

   ・一般財団法人電力中央研究所 

   ・学校法人東京農業大学 東京情報大学 

   ・株式会社ガステック 

 

 

（２） 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

［研究目標］ 

 発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上の

ための技術、付加価値増大を実現する技術）等の確立 

 

（２）-１ 酸性熱水対策技術 

 (2.1)未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 

・株式会社ティクスＩＫＳ 

 

(2.2)未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源に 

おける未利用酸性熱水活用技術の開発） 

・地熱技術開発株式会社 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・エヌケーケーシームレス鋼管株式会社 

・国立大学法人京都大学 

 

 (2.3)酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着 

技術の研究開発 

・富士電機株式会社 

・国立研究開発法人海洋研究開発機構 

・国立大学法人東海国立大学機構 

 

 (2.4)酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

・西日本技術開発株式会社 

・国立大学法人九州大学 

・国立大学法人富山大学 

 

（２）-２ IoT-AI 適用技術 

(2.5)地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

・地熱技術開発株式会社 

・西日本技術開発株式会社 

・三菱パワー株式会社 

・学校法人早稲田大学 

 

 (2.6)地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの

開発 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・横河電機株式会社 

・地熱エンジニアリング株式会社 

・西日本技術開発株式会社 

 

 (2.7)IoT-AI 適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

・一般財団法人エンジニアリング協会 

・一般財団法人電力中央研究所 

・国立大学法人東京海洋大学 

・伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 
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(2.8)地熱発電所の利用率向上に関する研究 

・東芝エネルギーシステムズ株式会社 

情勢変化への 

対応 

2018年7月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても地熱発電は、発電コストも低く、

安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネルギー源として位置づけられてお

り、重要なテーマであるとの認識のもと、本事業の事業期間をさらに3カ年延長の決定を行い、

2018年度以降追加公募を実施した。なお、コロナ禍により計画通りの作業中止を余儀なくされ、

最終的には、2021年度上旬まで延長した。 

2016年4月に策定された「エネルギー・環境イノベーション戦略」において、温室効果ガス排

出量を削減するポテンシャルが大きい、有望な革新的技術として地下の超高温・超高圧の状態

（超臨界状態）にある水を利用する地熱発電（以下、超臨界地熱発電）が挙げられた。こうした

政府の政策を受け、2017年度には、「超臨界地熱発電の実現可能性調査」が実施した。この案件

は、次世代に向けた取り組みのため、2018年度以降は、地熱発電技術研究開発から独立させ、

「超臨界地熱発電技術研究開発」というテーマで継続することとなった。 

2019年度より地熱発電導入促進の課題の一つである温泉事業者との共存共栄について、METI・

JOGMECでは、地域共生策の支援プログラムが策定された。これを受け、NEDOで開発された温泉に

ついての遠隔連続モニタリング装置について、METI・JOGMECからより早期の実用化の要請があ

り、同成果の報告を行うとともに、委託事業者の実証試験を支援した。 

内閣府で2021年4～6月に2050年のカーボンニュートラルを目指す「再エネ規制総点検タスク

フォース」及び「グリーン成長戦略」において、地熱開発加速プランなどが提示された。これを

受け、NEDO事業の成果である環境アセスメント手法技術や国立公園優良事例形成に向けた環境保

全対策技術について、METIや環境省へプレゼンし、政策支援(NEDO成果の活用）を図った。 

中間評価結果 

への対応 
2018 年度基本計画修正 

  
評価に関する 

事項 

事

前

評

価 

2012 年度実施 担当部 新エネルギー部 

2012 年度実施 NEDO POST3 

中

間

評

価 

2015 年度実施 担当部 新エネルギー部 

2018 年度実施 担当部 新エネルギー部 

事

後

評

価 

2021 年度実施 担当部 新エネルギー部 

Ⅲ.研究開発成果

について 

【地熱発電技術研究開発】 

 

１．最終目標(2021年度)  

ポテンシャルの高い地域への地熱発電の導入拡大を目的とし、環境保全対策や環境アセス

メント円滑化に資する取り組みを行うとともに、発電所の還元井延命化技術や未利用地熱エ

ネルギーを活用可能にする技術を行う。なお、公募により研究開発実施者を選定後、目標の

具体化等を行うこととする。 

（１）発電所の環境保全対策技術等開発 

環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術開発を実施すると

ともに、定量的な知見に乏しい分野について、科学的知見を提示する。さらに、自然公園

内での地熱開発が円滑に進むように、必要とされる技術を確立する。 

 

（２）地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のための技術、付

加価値増大を実現する技術）等を確立する。 

 

２．全体の成果(2021 年度) 

（１）発電所の環境保全対策技術等開発 

➢ 従来版エコラン・マニュアルの課題を洗出して刷新した改訂版エコラン・マニュアル

として整備した。汎用性３Ｄアプリを開発し、改訂版エコランセットに仕上げた。 

➢ 高性能センサの新規開発により効率的に作業可能な測定機器開発の方向性を提示でき

た。硫化水素や着氷影響に対する環境配慮手順等を「ガイドライン（案）」として取り
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まとめた。 

 

（２）地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

➢ 生産井の不安定化と系統除外問題をモデル化し、トラブル発生率抑制 100％、利用率

向上 15％を得ることができた。 

➢ 耐酸性を有する樹脂材料をタービン材に高強度に密着させるレーザ接合技術を確立

し、酸性熱水を模擬した腐食環境下にて、16 年相当の寿命を満足することを確認し

た。 

➢ 地熱発電と温泉の共生のためのＡＩ－ＩｏＴシステムの具体的な仕様を決定した。想

定される温泉泉質の変動要因を 100%判別可能なシステムを実現した。 

➢ 地熱向け予兆診断システムを開発し、A 発電所の過去のトラブル事例に適用した結

果、9 件中 4 件は予兆可能であることが分かり、20%以上のトラブル発生率を抑制でき

ることを確認した。 

 

 

３．個別テーマの成果 

（１）発電所の環境保全対策技術等開発 

 (1.1)優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

従来版エコラン・マニュアルの課題を洗い出し大幅刷新した改訂版エコラン・マニュアルとし

て整備した。新たな GIS 解析方法による地熱開発適地選定の手法を作り出し、事業者から評価さ

れた具体例を「ケーススタディ」として改訂版エコラン・マニュアルに掲載した。 

支援アプリの性能上の課題を解決した汎用性３Ｄアプリを開発し、改訂版エコランセットに仕上

げた。この改訂版エコランセットを環境省、および経産省にプレゼンし、好評を得た。 

 

 (1,2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発 

高性能センサの新規開発では、より効率的に作業可能な測定機器の開発の方向性を提示でき

た。既存の小型連続測定器の精度向上では、最小検出感度 0.01ppm まで高められる見込みを得た

とともに、実用化に向けた道筋を示せた。冷却塔排気の上昇高さは地上 200～300m 程度であるこ

とを確認できた。UAV を用いた植生指数による調査方法の手順、および着氷影響に対する環境配

慮手順などを、「ガイドライン（案）」として取りまとめた。 

 

 

（２）地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

（２）-１ 酸性熱水対策技術 

(2.1)未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 

常盛金用ヘッダー、および内面盛金用ヘッダー大小の導入を完了した。バルブ適用に最適と思

われる盛金条件を決定した。テストピースに盛金を行い、硬度試験・曲げ試験・マクロ観察・化

学成分分析を外部機関で実施した。通常盛金用ヘッダー及び内面盛金用ヘッダー(大・小)とも

に、目標値を達成した。内面を耐食盛金した鍛造部品の溶接が十分な品質であることを確認する

ため、製品と同じ構造を持つテストピースを製作し、溶接接合部の評価を実施し、目標値を達成

した。内部を盛金した鍛造部品を溶接接合して試作バルブを完成させた。本開発で製作したバル

ブを実際の酸性環境井戸で評価するため方針を決定した。 

 

(2.2)未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源における未利用酸性熱水

活用技術の開発） 

金属材腐食速度予測技術、論文データベース、経済性評価モジュールを統合したプラントリス

ク評価システムを完了した。5 種類の金属材料に対し、複数の高温環境下において、腐食試験を

予定通り実施し、露点腐食に係る腐食データを取得した。腐食試験データを基に、回帰分析によ

り腐食速度予測式を確立した。葛根田にて暴露試験を実施した試験片の解析結果、実験室での性

能評価試験結果を踏まえ、インヒビターの適用環境、ランニングコスト評価を完了した。オリ

フィス配管の局所的な減肉、ならびにエルボー部前後に局所的な減肉が発生することを再現し、

更に、絶対時間をシミュレーションに組み込めるよう、腐食・スケール付着双方の実験データ取

り込みの技術を確立した。葛根田での実証試験条件を対象とし、開発した重金属シミュレーショ

ンを用いたモデル化を実施し、重金属腐食条件について明確にした。 

 

(2.3)酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着 技術の研究開発 

耐酸性を有する樹脂材料をタービン材に高強度に密着させるレーザ接合技術を確立した。本接

合は酸性熱水を模擬した腐食環境下にて、16 年相当の寿命を満足することを確認した。タービ

ンの一般的な運用 (4 年毎の定期点検で対応可能な SCC 対策の要素技術を確立した。炭素系の

コーティング膜の構造を制御することで、スケールの主成分であるシリカの付着を低減可能な
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コーティング材料および成膜技術を確立した。本コーティング材では、タービン材料と比較し

て、シリカの付着量を 1/8 以下とすることができた。タービンの一般的な運用 (4 年毎の定期

点検で対応可能なスケール対策の要素技術を確立した。タービン翼を模擬した計算モデルおよび

回転試験法を確立し、タービン翼端から飛散する水滴量を推定する技術を確立した。腐食性凝縮

水による腐食を防止でき、かつ、タービン効率が向上できる要素技術を確立した。 

 

(2.4)酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

腐食試験を行った結果、八丁原で腐食とスケール生成を共に抑制する条件として pH=4～5 を選

定した。中和後のスケール生成を抑制するには、鉄イオンの反応抑制や pH のコントロールが有

効であると評価した。溶射やシリカスケール、ナノバブルによるコーティング効果を確認する耐

食試験の結果より、酸性熱水および NaOH 溶液への耐食効果が共に高い材質は、SUS304、

Alloy825であることが判明した。中和処理を行うことにより酸性井の稼働率を過去 2年の平均で

87％から 96％に上げられる見込みで、モデルフィールドの酸性熱水対策としては、NaOH に一部

EDTA･4Na を添加した中和処理が有効であると評価した。 

 

（２）-２ IoT-AI適用技術 

(2.5)地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

生産井の不安定化と系統除外問題をモデル化し、トラブル発生率抑制 100％、利用率向上 15％

を得ることができた。既設の地熱発電所の O&M の状況に関して要因を検討し蒸気生産量低下の発

生のメカニズムを分析し、坑井間の関係性の評価から対応案を提示した。定検サイクル最適化検

討のための発電設備モデルおよびシミュレーション手法を確立し、坑内二相流動シミュレータの

開発を行い、実際の坑井で発生する系統除外現象の解明を行った。深層畳み込みニューラルネッ

トワーク・圧力波形予測・FFT 等による坑口圧力異常検知手法を開発して運転員に替わり、圧力

急減という異常の予兆を検知する見込みを得た。 

 

(2.6)地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発 

地熱発電と温泉の共生のためのＡＩ－ＩｏＴシステムの具体的な仕様を決定した。想定される

温泉泉質の変動要因を 100%判別可能なシステムを実現した。地熱発電が温泉へ影響を及ぼした

場合に、それを検出可能な能力を有する装置を実現した。別府市所有温泉配管・施設を対象とし

たＡＩ－ＩｏＴシステムの構成、機能、性能等を策定した。温泉資源利活用モデル、データベー

ス等を構築し、クラウド上へ組込可能にした。給湯システムの管理を半自動で行えるＡＩ－Ｉｏ

Ｔシステムを開発し、温泉資源の適正な供給に資するデータを提供可能にするとともに、温泉管

理者の作業時間を現状に比して 20%以上低減できるＡＩ－ＩｏＴシステムを開発した。温度差発

電による年間 20kWh 以上の発電を実現した。 

 

(2,7)IoT-AI 適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

2 か所の小規模地熱発電所の地熱流体輸送配管に IoT 機器を設置し、生産井の健全性評価を実

施し、生産井の状態に起因した発電異常がないことを明らかにし、配管内におけるスケール成長

の将来予測が可能であることを実証した。運営計画について簡便にシミュレーションする事業性

評価支援ツールを開発し、発規模地熱発電所 2 地点に対し高い実用性、有用性があることを実証

した。実証試験を実施した 2 発電所のデータに対して、開発した異常予兆検知ソフトを適用した

結果、予兆検知可能なトラブル事象の件数は、実際に発生したトラブル事象の総件数の 20%以上

と試算した｡また、蒸発器の異常診断を受けて修繕を早期に実施することで、暦日利用率の 10%

以上の向上が見込まれることを明らかにした。 

 

(2.8)地熱発電所の利用率向上に関する研究 

地熱向け予兆診断システムを A 発電所の過去のトラブル事例に適用した結果、9 件中 4 件は予

兆可能であることが分かり、20%以上のトラブル発生率を抑制できることを確認した。スケール

付着抑制効果の高い薬剤を選定し、A 発電所にて実蒸気を使った実証試験を行った。薬液噴霧に

よるスケール付着抑制効果を分析した結果、20%以上のスケール抑制効果を確認した。 

 

 

 

 2018～2021 年度（事後評価） 

投稿論文 
査読付き：5 件 

その他 ：2 件 

特  許 

出願済 ：5 件(うち国際出願 1 件) 

登録  ：1 件 

※特記事項は特になし 
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その他の外部発表 

(プレス発表等) 

研究発表・講演   ：59 件 

新聞・雑誌等への掲載： 9 件 

展示会への出展等  ： 8 件 

Ⅳ.実用化・事業

化の見通しに

ついて 

冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発では、ガイドライン

(案)の認知度を高める必要性がある。高性能センサの新規開発については、実用化に向けて研

究開発の継続する必要である。そのため、補助金等を活用して、実証研究を検討する。また、

積極的に学術誌・イベント等の外部発表を実施して、認知向上を図る。 

未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発では、試作バルブを完成したが、

当初目標としていた製作費に対して大幅にコストがかかる結果となった。今後の事業化へ向け

て、更なるコスト削減を図るため、施工時間や加工時間の短縮、および盛金厚さの見直し等の

課題に取組んでいく。 

地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発では、開発したＡ

Ｉ－ＩｏＴシステムのブラッシュアップを行うとともに、本システムのアウトプットをベース

にした発電事業者と源泉所有者の合意形成法、温泉への影響判断のための枠組み、補償体制等

を検討する。さらなる機能向上を図るとともに他分野への展開や海外マーケットの開拓を行

う。 

IoT-AI適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発では、開発成果に基づいて、

多数の発電事業者、メーカーの計測データや処理・解析知見を知識データベース化することに

より、国内の小規模地熱全体の効率・利用率の改善を目指す。 

 

Ⅴ.基本計画に関

する事項 

 

作

成

時

期 

2013 年 4 月 作成 

変

更

履

歴 

2015 年 9 月 研究開発項目③に「高度利用化に向けた技術」を追加し改定 

2017 年 2 月 研究開発項目に「超臨界地熱発電の熱抽出に関する実現可能性調査等」を追

加し改定 

2018 年 2 月 研究開発の実施期間の延長及び研究開発項目の拡充等のため改訂 

2018 年 4 月 ＰＭ変更のため改定 

2019 年 2 月 研究開発目的の修正および研究開発の進捗把握・運営管理に「技術 

       開発ロードマップの策定」を追加し改定 

2020 年 12 月 研究開発期間を１年間延長のため改定 
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用語集 

 

用  語 説   明 

エンタルピ エネルギーの次元を持ち、物質の発熱・吸熱挙動にかかわる状態量。 

エンタルピ=(内部エネルギー)+(圧力)×(体積) 

で定義される。 

応力腐食割れ 応力と腐食の共同作用によって生ずる割れ。ある材料が引張り応力を受け

ていて、その材料に特融の腐食環境にあるときに発生する。 

過熱蒸気 ある圧力のもとでその圧力での飽和温度以上の温度を持つ水蒸気。 

還元井 汽水分離器で分離された熱水を地下に戻すための井戸 

汽水分離器(フラッ

シャー) 

熱水とともに出てきた蒸気を分離して取り出す装置 

凝縮器 蒸気を冷却して液体にする装置 

コロイダルシリカ コロイド状態（物質が分散媒の中で細かい状態で分散した状態）で存在す

るシリカで 1～100nmの大きさで分散している。熱水中の溶解性シリカは、

熱水が地上に噴出した後、温度効果、pH 変化により一部がコロイダルシリ

カに変化する。さらに重合が進むとシリカスケールが生成する場合があ

る。 

作動媒体 他から熱エネルギーの供給を受け、仕事に変える物質。バイナリー発電で

用いられる低沸点媒体はこれの一種。 

蒸発器 液体を加熱して蒸気を発生させる装置 

シリカ 二酸化ケイ素(SiO2)の通称。地熱井より噴出する熱水中にしばしば溶存し

ている。熱水の温度、圧力等の変化により溶解度が変化する際にスケール

として析出し、輸送阻害、熱伝導率低下等の障害を発生する。 

浸食(エロージョン) 砂粒等の固体粒子、流水中の空気泡の崩壊時の衝撃圧力等により金属など

の表面が機械的に微粒に破壊されていく状態。 

スクロール型 一対のうず巻き形をした固定スクロールと可動スクロールとで構成されて

いるもの。 

スケール 地熱流体から配管等への析出物で、シリカ、炭酸カルシウム、硫化鉱物な

どがある。流体温度や圧力が急速に変化したり、流体混合があったり、溶

存ガスの離脱により、溶存成分が過飽和になりスケールが発生する。ス

ケールの付着は熱交換器における熱交換効率の低下や、配管閉塞等の問題

を引き起こすため、定期的な除去作業、析出抑制剤の利用などの対策が必

要となる。 

生産井 地熱貯留層から蒸気や熱水を取り出すための井戸 

超臨界地熱発電 超臨界地熱資源から生産される地熱流体を利用した発電システム。貯留層

温度が 400～500℃と高温であり、耐熱性のある資機材が求められるととも

に、耐腐食性の地熱材料の開発が必要となる。なお、我が国では超臨界地

熱資源が確認されていないので、その分布状況把握も重要な課題となる。 

低沸点媒体 バイナリー発電で用いられる大気圧下で沸点が 100℃以下の媒体 

熱交換器 熱を異なる 2つの熱媒に移動させるための設備。 

バイナリー方式 一般的に80～150℃の中高温熱水や蒸気を熱源として低沸点の媒体を加熱 

し、蒸発させてタービンを回して発電する方式 

ヒートバランス ある系統について、熱の発生、吸収、放出、転換等の収支(熱収支)のバラ

ンスを取ること。 

不凝縮ガス 地熱性から噴出する蒸気中に、水蒸気以外に含まれる二酸化炭素、硫化水

素等のガスである。 

復水器 タービン排気を冷却して水に戻す装置。地熱発電所では凝縮水をボイラへ

給水する必要が無いので直接接触式の復水器が採用されている。 

腐食(コロージョン) 金属などが使用環境との化学反応によって失われていく状態。 
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フラッシュ方式(蒸

気発電方式) 

地熱貯留層にある約200～350℃の蒸気と熱水を取り出し、気水分離器で分

離した後、その蒸気でタービンを回して発電する方式である 

硫化水素 H2S。火山ガスや温泉、地熱水に含まれる。腐卵臭を持つ有毒の気体。 

冷却塔 冷却水を冷却するための装置。豊富な冷却水を得ることが難しい発電所に

採用される。 

CFD 数値流体力学(英: Computational Fluid Dynamics)。流体の運動に関する

方程式をコンピュータで数値解析し流れを観察する。 

EGS Enhanced/Engineered Geothermal System の略。人工的に貯留層に手を加

え、生産量増大を図る技術であり、具体的には、①高温岩体 ②透水性増

大 ③涵養の３つに大別される。 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

I.1 NEDOの関与の必要性・制度への適合性 

I.1.1 NEDOが関与することの意義 

①政策的重要性 

2011 年の東日本大震災以降、再生可能エネルギーの導入拡大が望まれる中、我が国は、世界第３

位の地熱資源ポテンシャルを有すると推定されており、地熱発電に大きな期待が掛かっている。 

2012 年には、再生可能エネルギーの固定価格買取制度が施行され、地熱では、15MW 未満では 40

円/kWh、15MW以上では 26円/kWhという買取り価格が設定され、地熱開発事業者にとって、一定の

採算性が確保されるに至った。 

2018年7月に「第５次エネルギー基本計画」が閣議決定され、同計画において地熱発電は、発電
コストも低く安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネルギー源と位置付けら
れ、2030年度における導入見込量として最大で約155万kW（2017年度実績51万 kW）、発電電力量113
億kWh（2017年度実績24億kWh）の導入拡大が掲げられている。 
2012年に環境省自然環境局から出された「国立・国定公園における地熱開発の取り扱い」の通知

により、これまで開発が認められていなかった国立・国定公園の第２種・第３種特別地域における
開発が条件付きで承認され、2015年10月には、第１種特別地域へ傾斜掘りでの進入が条件付きで許
可されるに至った。これは、地熱資源ポテンシャルがより多く賦存する国立・国定公園特別地域内
での開発が可能となり、今後、地熱開発がより一層促進される環境が整った。 
今後、新規地熱発電所の立地促進にあたっては、これまで行ってきた地熱発電所の事業性向上に

資する技術開発に加えて、自然公園内での開発のための具体的なルール化や環境保全対策技術の向
上、環境アセスメントの迅速化等を目的とした技術の確立も急務となっている。 

さらに、COP21（パリ協定）により、2030 年以降も地球温暖化ガス排出量の要求レベルが益々引

き上がることを受け、2050 年を目標とした同排出量を大幅に削減しうる次世代の革新的技術が求

められている。これを受け、2016 年に内閣府による「エネルギー・環境イノベーション戦略」が

設置され、分野別革新技術の中で次世代地熱発電技術が特定され、その中で、超臨界地熱発電技

術が注目されることとなった。 

 

②NEDOの地熱事業の経緯 

 NEDOは、1980年設立当初より、地熱事業に携わっており、地熱資源の調査として、「地熱開発促

進調査」を実施した。これは、全国の地熱資源が賦存されると推定される地域を対象として、約

70地域で実施された（1980～2010年）。この調査で商業発電を開始した箇所は、八丈島地熱発電所

（東京電力）のみと成果は十分とは言えなかったが、現在、上記の政府による支援策により、多

くの新規開発案件が立ち上がっており、こうした案件の多くは、この地熱開発促進調査の成果を

利用しており、ようやく NEDO 事業の成果が多くの事業者に利用され、その効果が出始めたといえ

る。 

 また、上記の地熱資源調査の他、技術開発事業においても、「地熱探査技術等検証調査」や「熱

水利用発電プラント等開発」が実施された（1980～2003 年）。これより、地熱探査技術、地熱井掘

削技術、貯留層評価・貯留層管理技術、EGS 技術、地上設備・発電システム技術等の研究開発によ

り、地熱開発の導入・促進に貢献した。 

③JOGMECとの業務分掌と NEDOの取組み 

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（2012年、閣議決定）を受け、NEDOがこれま

で実施してきた地熱開発関連事業のうち、地熱資源調査や地熱資源探査技術開発の業務は、石油

天然ガス金属鉱物資源機構（JOGMEC）へ移管されることとなった。これ以降、政府による地熱関

連の事業の主体は、JOGMEC で実施されるようになった。 

NEDO は、技術開発の中で、地熱発電の利用に関する技術開発（環境保全対策技術を含む）を担

当することとなり、2013 年から NEDO 新エネルギー部で「地熱発電技術研究開発」のプロジェクト

がスタートした。また、次世代地熱発電技術である「超臨界地熱発電技術研究開発」も 2018 年か

ら開始された。 

2013年度以降、地熱分野の研究開発は、JOGMECと役割分担して進められているところ、NEDOは研
究開発機関としてノウハウを有し、JOGMEC（現行事業の支援を主とした業務）にない専門性（特
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に、革新的技術開発など）がある。お互い連携して進めることが現状の課題解決には不可欠とな
る。 

 

 

I.1.2 実施の効果 

2030 年頃に、最大で約 155 万 kW の発電容量、及び 110 億 kWh の発電量の達成が見込まれる。こ

れによる CO2排出削減量は、約 620万トン-CO2/年である。また、これまでのバイナリー発電システ

ム開発や IoT-AI 技術等を適用した運転管理の高度利用化技術の成果等により、多くの温泉地等で

中小規模地熱発電や熱利用が普及し、地域経済の活性化も見込まれる。これは、大規模地熱開発へ

も、地域との合意形成等に役立つ資料を提供し、その導入・拡大に資する。 

また、我が国は、地熱開発の経験が50年以上あり、世界でも地熱技術が高い国と評価されている。

今後は、NEDO プロジェクトで開発した技術を、海外へ向けて提供（地熱用タービン発電機の納入、

JICA 事業を通しての地熱開発の支援、海外での開発投資等）していくことが国際アピールとして重

要となる。 

 

I.2 事業の背景・目的・位置付け 

I.2.1 事業の背景 

①我が国の状況 

2012年の再生可能性エネルギーに対する固定価格買取制度以降、地熱発電所の商業発電開始は

順調に伸びており、2019年度末までに合計56件（要確認修正）の増加が確認されている。この傾

向は今後も継続することが予想される。しかしながら、発電開始される案件は、いずれも中小規

模の案件であり、10MW以上の大規模案件は、開発リードタイムが10年以上と長期となり、すぐに

は成果が出ないという課題がある。 

こうした中、大規模案件としては、山葵沢地域（秋田県）では、2019年に商業運転が開始され

た。また、安比地域（岩手県）は、2018年に環境影響評価手続きが終了し、2019年に建設工事を

着手している。これらは、いずれもNEDO地熱開発促進調査により、地熱資源の賦存が確認された

地域であり、今後、こうした地域で地熱発電所が立地されることが期待される。 

また、既存の地熱発電所で、未利用熱水を利用したバイナリー発電機の設置が、滝上発電所

（大分県、2017年）や山川発電所（鹿児島県、2018年）でそれぞれ実施されており、未利用熱の

有効活用が図られている。 

一方、「地熱発電の推進に関する研究会 平成28年度報告書（経済産業省）」によると、2016年

度末時点において、初期調査から開発段階にある地熱開発案件すべてを含めても出力規模が約35

万kWであり、2030年度の導入目標を達成するためには、更なる案件（約60万kW）が必要と報告さ

れている。 

また、前述のとおり、自然公園内での開発が推進されるために、環境に配慮した取り組みが必

要不可欠とされるところ、開発のための具体的なルール化や環境保全対策技術の向上等、解決さ

れるべき重要な課題は少なくない。 

さらに、温泉地の中には、既存の温泉井を利用して、小規模な地熱発電を行う事例も少しずつ

増えており、発電と合わせた熱利用により、地場産業（特に、農業等）の発展に貢献している成

功事例もある。こうした取り組みは、地域経済の発展とともに、地熱開発事業者と温泉事業者と

の合意形成が困難なケースの解決策にも繋がり、温泉地で地熱開発を促進していくために、上記

の成功例の実績を数多く積み上げていくことは重要と考えられる。 

加えて、既存の地熱発電所の発電量低下も大きな課題となっており、それらの発電能力の回

復・維持・向上に資する技術開発にも取組むことが必要である。 

②世界の動向 

再生可能エネルギーの拡大が推進されている中、地熱発電については、火山国である地熱資源

を保有する米国、フィリピン、インドネシア、メキシコ、ニュージーランド、イタリア等で、国

家レベルで導入拡大に向けた取組が実施され、発電設備容量や発電量は年々上昇を続けている。

この中でも、インドネシアの開発ラッシュは突出しており、日本企業の総合商社（三菱商事、住

友商事、丸紅、伊藤忠）や電力会社（九州電力、東北電力）も資本参加を行っており、積極的な
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海外活動を展開している。 

また、世界の地熱用タービン発電機シェアでは、日本のメジャーな重電メーカー3社（三菱パ

ワー、東芝及び富士電機）で約3分の2を占めており、国際競争力があり、今後も、シェアの維持

が期待される。 

アイスランドでは、電力構成比の中で地熱の占める割合は、25％と非常に高く、発電のみなら

ず熱利用も盛んに行われており、発電及び熱利用含むエネルギー比率では、地熱の占める割合は

60％となり、世界一、地熱資源を有効活用している国といえる。近年、深部高温領域をターゲッ

トとする掘削のプロジェクトIDDP（Iceland Deep drilling Project）が実施され、成果が挙

がっており、今後の動向についても注目されている。 

地熱に関する国際機関であるIGA（International Geothermal Association、設立1988年）で

は、5年に一度国際会議WGC（World Geothermal Congress）が開催されている（日本では、2000

年に、別府および盛岡で開催）。そこでの報告によると、2014年末時点での世界の地熱発電設備

容量は、26か国で12,635MWe、年間発電量は約74TWhであり、年々ほぼ線形に増加している。この

5年間の増加量は、ケニア、米国、トルコ、及びニュージーランドが多い。一方、直接利用の設

備容量は、70,329MWt、年間エネルギー利用量は、約163TWhであり、指数関数的な増加を示す

（この中には、地中熱利用も含まれる）。 

また、我が国は、JICAによりODA活動が実施され、アフリカ（ケニア、エチオピア、ジブチ

等）、東南アジア（インドネシア等）、及び中南米（コスタリカ、ペルー、ボリビア、エクアドル

等）のそれぞれの諸国に対して、人材育成、探査技術の技術開発、円借款等の資金提供、試掘支

援等の活動を実施している。 

 

I.2.2 事業の目的、位置づけ 

地熱開発促進の課題としては、大きく２つあり、一つは、技術的課題（資源の分布、質、量

等）、もう一つは、その他の課題（採算性、ステークホルダー、環境、インフラ等）である。技

術課題としては、地熱資源のリスクであり、資源開発の本質的な課題である。また、操業中に蒸

気生産量が低下し、発電出力が落ちることである。そのほか、井戸や地上設備に関し、材料の腐

食やスケール問題がある。 

一方、その他の課題としては、まず採算性であるが、これは、再生可能エネルギー全般に言え

ることで、いかに発電コストを下げられるかという課題である。また、地熱特有の課題として

は、温泉事業者との合意形成や、自然公園特別地域のような環境保全対策の要求レベルが高い地

域で、いかに円滑に開発を行うかも重要な課題となる。なお、最近では、系統連系がひっ迫し、

新規発電事業に対する送電枠が制限されている状況であり、こちらの課題も少なくない。 

そうした課題に対応するため、経済産業省、JOGMECそしてNEDOで役割分担して、それぞれ事業

を推進している。 

経済産業省は、固定価格買取制度の買取価格の設定、地熱開発に対する理解促進事業、系統連

系に対する課題対応等を担当している。 

JOGMECは、前述のとおり、地熱開発事業の主体的な役割を担っており、地熱資源調査に係る助

成金事業、リスクマネー低減に資する出資事業・債務保証事業、地熱資源調査事業、地熱探査技

術開発事業、その他（地熱技術の情報提供・指導や国際連携等）である。 

NEDOは、技術開発事業のうち、地熱発電利用技術、環境保全対策技術、次世代地熱発電技術

（超臨界地熱発電技術）等を担当している。 

こうした中、2015 年より、「地熱発電の推進に関する研究会」（資源エネルギー庁）が開催され、

エネルギー基本計画の 2030 年目標達成に向け、３つの柱（①新規開発地点の開拓、②事業環境

の整備、③地域理解の促進）が提示された。このうち、「②事業環境の整備」の中に技術開発事

業が含まれており、NEDOが果たすべき役割は大きく、その成果が期待されている。 

本事業では、自然公園内特別地域での地熱開発を含め、地熱発電の導入拡大を促進することを

目的とし、2030年のエネルギーミックス実現に向け、我が国の地熱発電容量155万kWの達成に資

する。これによるCO2排出削減量は、約620万トン-CO2/年である。 

併せて、既存の発電所や温泉地等で未利用になっている地熱資源を、発電及び熱利用に有効に

使用することにより、分散型エネルギーを確保し、地域の防災対応や経済発展の貢献に資する。 
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II. 研究開発マネジメントについて 

II.1 事業の目標 

ポテンシャルの高い地域への地熱発電の導入拡大を目的とし、既存の発電設備よりも、小型

化・高効率化の地熱発電システムの機器開発及び低温域の地熱資源を活用したバイナリー発電シ

ステムを開発すると共に、環境保全対策や環境アセスメント円滑化に資する取り組みを行う。 

研究開発項目毎の目標と目標値の設定根拠を表Ⅱ-1に示す。 

 

(1)発電所の環境保全対策技術等開発 

発電所の環境保全対策技術として、ガス漏洩防止技術や拡散シミュレーション技術を確立す

る。また、環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術の開発を実施

するとともに、定量的な知見に乏しい分野（硫化水素や着氷による植生への影響等）について、

科学的知見を提示する。 

 

(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

地熱エネルギーの高度利用化に係る技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のための技

術、付加価値増大を実現する技術等）として、発電所の還元井延命化技術や未利用地熱エネル

ギーを活用可能にする技術、発電所の運転管理高度化に係る技術を確立する。具体的には、還元

井の寿命を2倍以上にする技術の確立、これまで未利用であった酸性熱水が噴出する地熱井を利

用可能にする技術の確立、IoTやAI等のイノベーション技術を活用による発電所の利用率を10％

向上させることを目指す。 

 

表Ⅱ.1-1 研究開発目標と根拠 

研究開発項目 研究開発目標 根拠 

(1)発電所の環境保全

対策技術等開発 

ａ．自然公園内での地熱開発が円滑に進
むように、必要とされる技術を確立
する。 

ｂ．硫化水素や着氷による植生への影響
等について、科学的知見を提示す
る。 

環境保全対策として、地熱事業

では、環境アセスメントや国立

公園内開発が重要な許認可手続

きとなるが、これまで科学的な

知見が乏しく、保全する管理者

（環境省や自然保護団体など）

の要求が高く、開発遅延の原因

となっていた。 

(2) 地熱エネルギー

の高度利用化に係る

技術開発 

ａ．これまで未利用であった pH3の熱水

が噴出する地熱井を利用可能にする

技術を確立する。 

ｂ．IoTや AI等を活用し、発電所のトラ

ブル発生率を 20％低減し、利用率

10％向上を目指す。 

IOTや AIを活用し、発電能力

や利用率向上や未利用酸性熱水

の利活用に繋がる技術開発を実

現することより、発電所の還元

井延命化や発電所の運転管理を

高度化できる。 
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II.2 事業の計画内容 

II.2.1 研究開発の内容 

本事業では、多くのの事業が「（2）地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発」に分類され

ており、目標はテーマごとに設定されているが、その内容については、前述の「Ⅱ.1 事業の目

標」に示した。 

 

(1)発電所の環境保全対策技術等開発 

［研究目標］環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術の開発を実施

する。 

(1.1) 優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

 

［研究目標］硫化水素や着氷による植生への影響等について、科学的知見を提示する。 

   (1.2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発 

 

(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

［研究目標］発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のための技

術、付加価値増大を実現する技術）等の確立 
(2.1) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 

 (2.2) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源における未利用酸性熱

水活用技術の開発） 

(2.3) 酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術の研究開発 

 (2.4) 酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

(2.5) 地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

 (2.6) 地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発 

 (2.7) IoT-AI適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

 (2.8) 地熱発電所の利用率向上に関する研究 
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II.2.2 研究開発の実施体制 

本研究開発は、NEDO が単独ないし複数の企業、大学等の研究機関(原則、本邦の企業等で日本

国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等(大学、研究機関を含む)の特別な研

究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部

分を、国外企業等との連携により実施することができる。) から公募によって研究開発実施者

を選定し、委託または共同研究により実施する。 

なお、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官の複数事業者

が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する研究開発については、原則としてNEDO負担率

1/1の委託で実施することとする。 

 

各研究開発項目における実施テーマ名と実施機関および具体的な研究項目については、「V.個

別テーマ」にて、テーマ毎に実施体制図として纏める。 

 

(1)発電所の環境保全対策技術等開発 

［研究目標］環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術の開発を実施

する。 

(1.1) 優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

      ・東北緑化環境保全株式会社 

［研究目標］硫化水素や着氷による植生への影響等について、科学的知見を提示する。 

   (1.2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

      ・東北緑化環境保全株式会社 

      ・一般財団法人電力中央研究所 

      ・学校法人東京農業大学 東京情報大学 

      ・株式会社ガステック 

 

(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

［研究目標］発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のための技

術、付加価値増大を実現する技術）等の確立 

 

 (2.1)未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 

［助成事業(NEDO負担率：2/3)］ 

・株式会社ティクスＩＫＳ 

 

(2.2)未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源における未利用酸性熱  

水活用技術の開発） 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・地熱技術開発株式会社 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・エヌケーケーシームレス鋼管株式会社 

・国立大学法人京都大学 

 

 (2.3)酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術の研究開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・富士電機株式会社 

・国立研究開発法人海洋研究開発機構 

・国立大学法人東海国立大学機構 
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 (2.4)酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・西日本技術開発株式会社 

・国立大学法人九州大学 

・国立大学法人富山大学 

 

(2.5)地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・地熱技術開発株式会社 

・西日本技術開発株式会社 

・三菱パワー株式会社 

・学校法人早稲田大学 

 

 (2.6)地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・横河電機株式会社 

・地熱エンジニアリング株式会社 

・西日本技術開発株式会社 

 

 (2.7)IoT-AI適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

［委託研究(NEDO負担率：1/1)］ 

・一般財団法人エンジニアリング協会 

・一般財団法人電力中央研究所 

・国立大学法人東京海洋大学 

・伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

 

(2.8)地熱発電所の利用率向上に関する研究 

［助成事業(NEDO負担率：2/3)］ 

・東芝エネルギーシステムズ株式会社 
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II.2.3 研究開発の運営管理 

地熱発電所開発への期待が高まる社会情勢を鑑み、追加公募を複数回実施する等、時勢を捉え

た新しい手法や取り組みを新規に採択（特に環境保全対策技術）。また、当該事業の進め方・あ

り方について、外部有識者による検討委員会をＮＥＤＯにて設置し、これまでの開発項目のみな

らず、新たな開発項目に関しての議論も実施した（特に後継事業のテーマ探索など）。 

 

2018年度の中間評価結果を以下のとおり反映した。 

① 2019年度に地熱技術を俯瞰した地熱技術戦略を策定し、2021年度以降の新規事業のテーマ

探索・シナリオ策定を実施した。特に、NEDOは、これまで地上のみ課題が主体であった

が、利用率向上には、地下の課題解決が重要であり、こちらも関与出来ることとなった。

NEDOの成果をJOGMECでフォローすることを提案し、適宜協議を行っている。 

② 2021年度より、地熱を含む再エネの実用化実証試験プログラムがスタートした。これらは

より実用化に近い段階のテーマを対象とする（実用化支援）もので、こちらで研究開発後

の事業化までの期間の一部をフォローアップ出来ることとなった。 

③ 硫化水素予測については、稼働中の発電所において、実測値と予測モデル結果との検証を

実施し、実際の現象を再現することが可能となった。今後さらに精度向上を図る予定であ

る。エコランでは、現行の地熱調査や開発地域をモデルフィールドとして、優良事例形成

への有効性の検証を実施した。現在、環境省へ説明し、同手法のガイドラインへの引用を

協議中である。地域共生プログラムについても調査中であり、準備でき次第、開始する予

定である。 

④ 地熱開発による温泉影響については、現状技術では数値モデルでの立証は課題が多く、地

熱開発の影響についての実証試験を行うのみに限定した。今後、得られたデータを地熱開

発事業者、温泉関係者、第三者機関などで地道な議論していくことが肝要となる。なお、

地熱開発以外の変動要因解析は計画どおり完了した。 

 

 2018年度に「運転等高度化技術」に対してステージゲート審査を実施し、以下の対応を行っ 

た。 

① ヒアリングにより得られた現場の課題を整理し、課題解決可能なテーマを選定してその解

決に向け取り組んだ。井戸から地上設備を通して発電システムを網羅する統合的なシステ

ムを構築するが、ここのシステムが連携して、利用率を引き上げられるような課題解決手

法を提示した。 

② 実証試験場所の追加やデータ収集の加速化を実施した。データ収集が出来ないところで

は、IoTデータ転送システムを導入した。バイナリー発電は、所内率が入った発電出力と

なり、火原協の式をそのまま使用出来ないので、補正した式を導入して、評価することと

した。 

 

なお、個別テーマ毎の運営管理については、「V.個別テーマについて」に記述する。 

 

 

(知的財産権等の取り扱い) 

開発成果に対する取り扱いとして、委託事業の成果に関わる知的財産権等については原則とし

て、すべて実施機関に帰属させることとする(「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条の規定等)。  

実施機関においては、我が国の産業競争力の強化に資するべく、開発した技術や成果の特徴を

踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  

知的財産マネジメントとして、例えば、技術成果の公開や権利化を通して、地熱発電技術を普

及させるためのマネジメントや、開発技術や研究成果をオープンソースとして公開し技術の普及

や浸透を目指すマネジメントなど、各実施機関のマネジメント戦略に基づく取り扱いを行う。 
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II.2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

地熱学会学術講演会オーガナイズドセッション（2020年度）にて成果の進捗について報告し、

第三者と多くの意見交換（特に今後必要となる技術開発テーマなど）を行うとともに、成果普及

のためのアピールを実施した。 

日本地熱協会と技術交流会を開催し、成果が得られている超臨界地熱資源量評価や革新的探査

技術などの各テーマの紹介を行うとともに、2021年度以降の新規テーマについて意見交換を行

い、地熱事業に関わる会社関係者から要望等（例えば、JOGMECとの連携強化や、地域共生の方策

など）を受けた。 

JOGMECと2018年度以降、定期的に連絡会を実施し、お互いの事業について情報交換を行い、

NEDO事業の成果の継承などを議論した。特に温泉モニタリング機器については、JOGMEC事業で活

用したいとのことで、関係メーカーと協議を開始した。 

成果普及を促進するため、研究開発成果を解説書（マニュアルなど）により公表するととも

に、ニュースリリースを実施した。 

 

II.3 情勢変化への対応 

2018年7月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても地熱発電は、発電コストも低く、

安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネルギー源として位置づけられてお

り、重要なテーマであるとの認識のもと、本事業の事業期間をさらに3カ年延長の決定を行い、

2018年度以降追加公募を実施した。なお、コロナ禍により計画通りの作業中止を余儀なくされ、

最終的には、2021年度上旬まで延長した。 

2016年4月に策定された「エネルギー・環境イノベーション戦略」において、温室効果ガス排

出量を削減するポテンシャルが大きい、有望な革新的技術として地下の超高温・超高圧の状態

（超臨界状態）にある水を利用する地熱発電（以下、超臨界地熱発電）が挙げられた。こうした

政府の政策を受け、2017年度には、「超臨界地熱発電の実現可能性調査」が実施した。この案件

は、次世代に向けた取り組みのため、2018年度以降は、地熱発電技術研究開発から独立させ、

「超臨界地熱発電技術研究開発」というテーマで継続することとなった。 

2019年度より地熱発電導入促進の課題の一つである温泉事業者との共存共栄について、METI・

JOGMECでは、地域共生策の支援プログラムが策定された。これを受け、NEDOで開発された温泉に

ついての遠隔連続モニタリング装置について、METI・JOGMECからより早期の実用化の要請があり、

同成果の報告を行うとともに、委託事業者の実証試験を支援した（ニュースリリースなど）。 

内閣府で2021年4～6月に2050年のカーボンニュートラルを目指す「再エネ規制総点検タスク

フォース」及び「グリーン成長戦略」において、地熱開発加速プランなどが提示された。これを

受け、NEDO事業の成果である環境アセスメント手法技術や国立公園優良事例形成に向けた環境保

全対策技術について、METIや環境省へプレゼンし、政策支援(NEDO成果の活用）を図った。 

 

 

II.4 評価に関する事項 

技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産

業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評価を2021年度に実施する。 
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III. 研究開発成果について 

Ⅲ.1 研究開発項目毎の成果 

 

(1)発電所の環境保全対策技術等開発 

研究開発項目（1）発電所の環境保全対策技術等開発の最終目標に対する成果と達成度を表

Ⅲ.1-1に示す。 

表Ⅲ.1-1 最終目標の達成度 

最終目標 成果 達成度 目標達成のために解

決されるべき課題 

①環境アセスメン
トにおける各種調
査を最適化し、期
間短縮に資する技
術の開発を実施す
るとともに、定量
的な知見に乏しい
分野（硫化水素や
着氷による植生へ
の影響等）につい
て、科学的知見を
提示する。 
②自然公園内での
地熱開発が円滑に
進むように、必要
とされる技術を確
立する。 

①新たなモニタリング調査手法として、

UAV を用いた植生指数によるモニタリング

調査方法の手順、および着氷影響に対する

環境配慮手順などを「ガイドライン（素

案）」として取り纏めた。また、測定器や

硫化水素モニタリングの現状および課題等

を明らかにした。また、測定の際に干渉す

る火山性ガスの成分を明らかにした。 

②改訂版エコラン・マニュアルに、掘削機

械に関する環境配慮事例、新たに 2 パタン

追加したパタン参考集、新たな GIS 解析方

法による地熱開発適地選定の手法、および

ケーススタディを追加掲載した。併せて環

境省、経産省等に対して、改訂版エコラン

セットをプレゼンし、好感触を得、検討会

資料に同マニュアルが掲載された。 

◎ 

 

 

 

 

◎ 

 

 

 

 

 

― 

◎大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達 
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(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

研究開発項目（2）地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発の最終目標に対する成果と達

成度を表Ⅲ.1-2に示す。 

 

表Ⅲ.1-2 最終目標の達成度 

最終目標 成果 達成度 目標達成のために解

決されるべき課題 

これまで未利用で
あった酸性熱水が
噴出する地熱井の
うち、pH3までの
地熱井を利用可能
にする技術を確立
する。 

・レーザー溶接機を導入し、内面を耐食

盛金した鍛造部品の溶接が十分な品質で

あることを確認するため、製品と同じ構

造を持つテストピースを製作、溶接接合

部の評価を実施し、目標値を満たす結果

となった。また、内部を盛金した鍛造部

品を溶接接合し、試作バルブを完成させ

た。 

・地熱発電プラントリスク評価システム

を構成する機能として，腐食速度予測技

術，論文データベース，経済性評価モ

ジュール，ならびに，腐食速度データの

グラフ表示機能をもつ、統合型システム

を開発した。 

・炭素系のコーティング膜の構造を制御

することで、スケールの主成分であるシ

リカの付着を低減可能なコーティング材

料および成膜技術を確立した。本コー

ティング材では、タービン材料と比較し

て、シリカの付着量を 1/8 以下とするこ

とができた。 

・モデルフィールドの酸性熱水対策とし

ては NaOHに一部 EDTA･4Na を添加した中

和処理が有効である。そのための設備の

概念設計を行った結果、10 年以内に設備

費の回収が見込める。 

 

 

〇 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

― 

 

 

IoTや AI等のイノ

ベーション技術を

活用し、発電所の

トラブル発生率を

20％低減し、利用

率を 10％向上させ

る。 

・地熱向け予兆診断システムを A 発電所

の過去のトラブル事例に適用した結果、9

件中 4 件は予兆可能であることが分か

り、20%以上のトラブル発生率を抑制でき

ることを確認した。 

・対象地熱発電所をベースとした模擬モ

デルにおいて、S 発電所で実際に生じて

いる生産井の不安定化と系統除外問題を

モデル化してトラブル発生率抑制

100％、利用率向上 15％を得ることがで

きた。 

・回帰学習型 AI および統計数理学の原

理に基づく温泉データ解析手法を検討

し、それらを比較的容易に利用可能にす

るソフトウェアパッケージを開発した。

大分県別府市所有温泉配管を対象に、給

湯システムの管理を、クラウドを介して

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

― 
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半自動で行えるＡＩ－ＩｏＴ システムを

開発し、温泉管理者の作業時間を現状に

比して 20%程度低減できるＡＩ－ＩｏＴ 

システムのプロトタイプを実現した。 

・エネルギーマネジメントプラット

フォーム（EMP）プロトタイプを構築し

た。データに整理・登録・検証を通じ

て、小規模地熱発電所における EMP の課

題点やあるべき姿に関して整理した。AI

を適用した地熱発電に関わる計測データ

等の予測解析を実施し、発電量、スケー

ル厚さ、異常予兆等の予測において適用

可能な事例を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

◎大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達 

 

 

Ⅲ.2 知的財産等の取得、成果の普及 

 

成果の普及については、NEDOは、技術情報流出に配慮しつつ、実用化・事業化を推進するた

め、情報発信を行うように指導している。事業全体の特許、論文、外部発表等の件数を表Ⅲ.2-1

に示す。 

NEDO自身も、学会・シンポジウムでの講演、専門誌への寄稿等を行っている。 

表Ⅲ.2-1 事業全体の特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その他 学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

2018FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 1 件 1 件 

2019FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 23 件 8 件 7 件 

2020FY 3 件 0 件 1 件 4 件 2 件 27 件 0 件 0 件 

2021FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 5 件 0 件 0 件 

合計 4 件 0 件 1 件 5 件 2 件 59 件 9 件 8 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    2021 年 8 月 24 日現在。 

NEDO 成果報告会発表および、NEDO 自身の件数は含まない。 
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Ⅲ.3 個別テーマ毎の成果(まとめ) 

(1) 発電所の環境保全対策技術等開発 

 

表Ⅲ.3-1個別テーマの目標と成果(最終目標に対する成果) 

※達成度[◎：目標を大幅に上回って達成、〇：達成、△：一部達成、×：未達] 

(1.1) 優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

①既存事業地の自

然環境情報，環

境配慮事例の整

理 

環境配慮事例集の作成 

 

・改訂版エコラン・マニュアルに，掘削機械に関する環境

配慮事例を掲載した。 

・従来版ﾊﾟﾀｰﾝ参考集（100パタンの環境配慮事例が掲載済

み）に，新たに 2 パタン追加し，改訂版パタン参考集とし

て整備した。 

 

◎ 
― 

②エコランセットの

試験運用、環境配

慮事例の検討 

 

ケーススタディ集の作成 

 

・新たな GIS 解析方法による地熱開発適地選定の手法を作

り出し，改訂版エコラン・マニュアルに掲載した。委員の

評価も得た。 

・試験運用で，事業者から評価された具体例を「ケースス

タディ」として改訂版エコラン・マニュアルに掲載した。 

 

◎ 
― 

③既存事業地の成

果と試験運用結

果の比較検証 

エコランセット解説（仮 

称）の作成 

・従来版エコラン・マニュアルの課題を洗い出し，地熱関

係地熱開発段階別の目次構成とし，地表・坑井調査段階の

望ましい自然環境調査の例示、3Dアプリとの連動性向上等

を達成した。 

・支援アプリの性能限界の課題を解決するため、無償版の

ゲーム制作用アプリケーション（Unreal Engine4）をベー

スとして汎用性３Ｄアプリを開発した。 

 

◎ 

― 

④優良事例形成に

係る先進技術の

有効性評価 

エコランセットの理解を

深めるため、報告書の公

表、学会等での成果発表 

改訂版エコランセットを完成し、委員会，３事業者より好

評を得た。また、JOGMEC，環境省，経産省に対して，改訂

版エコランセットをプレゼンし，好感触を得た。 

 

◎ 
学会等の公式発表 

 

(1.2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 硫化水素拡散予

測の最適化 

・硫化水素の人への影響

評価で、事業者負担を軽

減できる調査・予測・評

価の手法を提案する。 

・高性能センサ開発で、

下限値 0.004ppmの性能を

達成する目途を得る。 

・下限値 0.01～0.04ppm

の性能を有する試作機を

作製する。 

・気象観測高度 500m未満

程度でも、予測・評価に

支障が生じない場合があ

ることを明らかにする。 

・開発を進める硫化水素

測定器を用いて、効率的

/効果的な硫化水素測定

のあり方を検討する。 

 

・野外における拡散実態の実測値と比較することにより、

適切な使い分けなどの考え方を「ガイドライン」として取

りまとめた。 

・高性能センサの新規開発では、より効率的に作業が可能

な測定機器の開発の方向性を提示できた。 

・既存の小型連続測定器の精度向上では、最小検出感度

0.01ppm まで高められる見込みを得るとともに、実用化に

向けた道筋を示せた。 

・考慮すべき冷却塔排気の上昇高さは地上 200～300m 程度

であることを確認できた。 

・開発中の測定機器の実用化を見越し、測定手法の基本的

な考え方を「あり方（素案）」として取りまとめた。 

 

◎ ― 

② 硫化水素による

植生への影響の

評価手法 

・硫化水素による植物影

響の有無や程度を把握

し、知見を取りまとめ

る。 

・運転開始後のモニタリ

ング調査において、効率

的に把握する新たなモニ

・マルチスペクトルカメラ搭載 UAV を用いた樹冠レベルの

観測により、硫化水素による植生への影響について、植生

指数を用いて把握できる可能性を示す結果を得ることがで

きた。 

・新たなモニタリング調査手法として、UAV を用いた植生

指数による調査方法の手順などを「ガイドライン（素

案）」として取りまとめた。 

◎ ― 



Ⅲ-5 

タリング調査手法を提案

する。 

 

③ 蒸気による樹木

の着氷影響の予

測・評価手法 

・冷却塔から排出される

蒸気による樹木への着氷

影響についての予測・評

価の手法を提案する。 

 

・野外実験により着氷現象を確認し、その結果を基に、実

務上十分な精度を有する着氷影響の予測手法を開発した。 

・着氷影響に対する環境配慮手順などを、「ガイドライン

（案）」として取りまとめた。 

 

◎ ― 

 

(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 
 

表Ⅲ.3-2 個別テーマの目標と成果(最終目標に対する成果) 

※達成度[◎：目標を大幅に上回って達成、〇：達成、△：一部達成、×：未達] 

(2.1) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① レーザー溶接機

の導入及び溶接

盛金条件の確立 

・通常盛金及び内面盛金

の評価を可能にする。 

 

・通常盛金用ヘッダー導入完了。 

・内面盛金用ヘッダー大小の導入を完了。 

 ○ ― 

② 盛金の評価 ・通常盛金ヘッダーで盛

金したテストピース、お

よび内径用ヘッダーで、

盛金評価を実施し、次の

項目において基準を合格

する（引張試験、曲げ試

験、硬度測定、外観観

察、化学成分分析）。 

・バルブ適用に最適と思われる盛金条件を見いだし、評

価。テストピースに盛金を行い、硬度試験・曲げ試験・マ

クロ観察・化学成分分析を外部機関で実施した。通常盛金

用ヘッダー及び内面盛金用ヘッダー(大・小)ともに、目標

値を満たす結果となった。 

 

○ ― 

③ 実地試験用バル

ブ製作 

・試作バルブを設計/製

作し、次の項目において

基準を合格する（引張試

験、曲げ試験、硬度測

定、外観観察）。 

・内面を耐食盛金した鍛造部品の溶接が十分な品質である

ことを確認するため、製品と同じ構造を持つテストピース

を製作、溶接接合部の評価を実施し、目標値を満たす結果

となった。また、内部を盛金した鍛造部品を溶接接合して

試作バルブを完成させた。 

 

○ ― 

④ 実地試験場所調

査・選定 

・実地試験場所を 1 件選

定する。 

・本開発で製作したバルブ（開発項目３）を実際の酸性環

境井戸で評価するために、関連企業と検討し、実地試験場

所を、１件選定した。 

 
○ ― 
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(2.2) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源における未利用酸性熱水活用技術の開発） 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 最適材料選定に

係る技術開発 

・高温（300～370℃）、

ｐＨ＜3.0 環境での腐

食材料試験、腐食予測

式を組み込んだ材料選

定チャートを開発 

【高温・低 pH 環境下における既存材料選定の研究】 

・地化学シミュレーションにより高温での pH 近似式を確

立した上で，腐食試験データを基に，回帰分析により

腐食速度予測式を確立した。また，材料選定チャート

の改良を行った。 

○ ― 

② 薬注法・シミュ

レーションによ

る腐食対策技術

開発 

・高温（300～370℃）、

ｐＨ＜3.0 に対応した

対策手法の反映および

腐食防止効果を高める

予測技術の開発する 

【既存金属材料に係る腐食データベースの整備】 

・論文のデータベース化検索プログラム製作を完了し，

リスク評価システムへ反映した。 

・金属材料腐食重量変化，化学組成変化より Cr 当量を用

いた腐食速度予測式の改良を実施。 

 

【高温・低 pH 環境における金属材料腐食試験】 

・５種類の金属材料に対し，150℃，250℃、300℃、

350℃腐食試験を実施。  

・過熱蒸気井（米国ガイザーズ）での腐食試験により，

露点腐食に係る腐食データを取得した。 

 

【実坑井試験によるインヒビターの腐食防止効果の検

証】 

・葛根田地域還元熱水を使用し，選定したインヒビター

に係る性能評価試験を実施した。 

・インヒビター濃度の変化に伴う，腐食速度に係るデー

タ，クーポン状況に係るデータを取得した。 

 

【腐食シミュレーションによる予測技術の開発】 

・オリフィス配管の局所的な減肉，ならびにエルボー部

前後に局所的な減肉が発生することを再現した。ま

た、絶対時間をシミュレーションに組み込めるよう、

腐食・スケール付着双方の実験データ取り込みの技術

を確立した。 

・葛根田での実証試験条件を対象とし，開発した重金属

シミュレーションを用いたモデル化を実施。Sb，As の

生成機構を解析し，重金属腐食条件について明らかに

した。 

○ ― 

③ 酸性熱水に対応

した地熱発電プ

ラントリスク評

価システムの開

発 

・高温（300～370℃）、

ｐＨ＜3.0 に対応した

プラントリスク評価シ

ステムを開発し、Web

公開する。 

・地熱発電プラントリスク評価システムを構成する機能

として，腐食速度予測技術，論文データベース，経済

性評価モジュール，ならびに，腐食速度データのグラ

フ表示機能を開発した。 

・各モジュールは，新たに Visual Basic C#によるソフト

ウェア化を行い，システムの統合化を完了した。 

・開発した地熱発電プラントリスク評価システムを用

い，過去の事例による腐食速度・経済性評価等の検証

を行った。 

○ ― 
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(2.3) 酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術の研究開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 材料に対して腐

食環境遮断を行

う「レーザを用

いた金属/フッ

素 樹 脂 直 接 接

合」 

フッ素樹脂接合技術によ

り 

・酸性熱水環境にて腐食

寿命を 1000 時間以上 

・界面剥離をなくす 

・施工コスト５万円／本

以下 

・耐酸性を有する樹脂材料をタービン材に高強度に密着さ

せるレーザ接合技術を確立した。 

・本接合は酸性熱水を模擬した腐食環境下にて、16年相当

の寿命を満足することを確認した。タービンの一般的な運

用(4 年毎の定期点検で対応可能な SCC 対策の要素技術を

確立できた。 

 

○ ― 

② スケール非付着

化のための「炭

素系薄膜による

低付着表面改質

技術」 

・炭素膜によるシリカ付

着抑制により 

・スケール付着量を従来

比で 1/8以下 

・施行コスト 10 万円／

本以下 

・炭素系のコーティング膜の構造を制御することで、ス

ケールの主成分であるシリカの付着を低減可能なコーティ

ング材料および成膜技術を確立した。 

・本コーティング材では、タービン材料と比較して、シリ

カの付着量を 1/8以下とすることができた。タービンの一

般的な運用(4 年毎の定期点検)で対応可能なスケール対策

の要素技術を確立できた。 

 

○ ― 

③ 腐食の要因とな

る蒸気中の水滴

の高効率捕集の

ための「粒子法

による水滴挙動

計算」 

ドレン排出構造の最適

化： 

腐食性凝縮水捕集量≧

10% 

 

 

・タービン翼を模擬した計算モデルおよび回転試験法を確

立し、タービン翼端から飛散する水滴量を推定する技術を

確立した。腐食性凝縮水による腐食を防止でき、かつ、

タービン効率が向上できる要素技術を確立できた。 

 

○ ― 

 

(2.4) 酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 酸性熱水の化学

処理技術開発  

・薬剤注入管、地上配管

の腐食を抑制すると共

に、薬剤添加後にスケー

ルが生成しない条件を提

案する。 

 

・腐食抑制剤や中和に関する試験を行った結果、八丁原で

腐食とスケール生成を共に抑制する条件として pH=4～5 を

選定。 

・中和後のスケール生成を抑制するには、鉄イオンの反応

抑制や pH のコントロールが有効。 

・熱水の化学組成によっても異なるが、鉄イオンの反応抑

制には EDTA・4Na 等、中和処理後に中性熱水と混合する場

合には緩衝作用のある EDTA・4Na、酢酸 Na、シュウ酸 Na、

中和地点近傍の局所的な pH 上昇によるスケールを抑制す

るにはシュウ酸 Naや酢酸 Naの添加が有効。 

○ ― 

② 材料コーティン

グによる防食技

術開発 

・薬注管の内外におい

て、腐食が抑制できる条

件（配管材質、調整後の

熱水 pH 等）を提案す

る。 

 

・溶射（Ni4 種合金、Ti、50Ni50Cr）やシリカスケール，

ナノバブルによるコーティング効果を確認する耐食試験の

結果より、酸性熱水および NaOH 溶液への耐食効果が共に

高い材質は、SUS304、Alloy825 に次いで溶射材（Ni4 種合

金）であった。 

・Ni4 種合金溶射は、酸性熱水中でもシリカのコーティン

グ効果が得られ、耐食効果が持続することが期待できる。 

○ ― 

③ 酸性熱水利用シ

ステム設計 

・年間のシステム稼働率

が 80％以上で、かつ、経

済性のある（導入費用や

ランニング費用の総コス

トより発電電力量アップ

による売上げが上廻る）

システム設計を提案す

る。 

・中和処理を行うことにより酸性井の稼働率を過去 2 年の

平均（定修を除く）87％から 96％に上げられる見込み。 

・モデルフィールドの酸性熱水対策としては NaOH に一部

EDTA･4Naを添加した中和処理が有効である。そのための設

備の概念設計を行った結果、10年以内に設備費の回収が見

込める。 

 

○ ― 
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(2.5) 地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

④ 全体システム設

計 

・トラブル発生率 20％ 

抑制 

・利用率 10％向上 

・対象地熱発電所をベースとした模擬モデルにおいて、S

発電所で実際に生じている生産井の不安定化と系統除外問

題をモデル化してトラブル発生率抑制 100％、利用率向上

15％を得ることができた。 

○ ― 

⑤ 蒸気･熱水輸送

設備（坑井、蒸

気・熱水輸送設

備等）の O&M の

最適化 

・利用率低下を招いてい 

る現象のメカニズムにつ 

いて解明する。 

 

・S発電所のデータについて、地上設備の運転データを

使った坑井間の関係性を評価し対応案を検討した。地熱発

電所の O&M における蒸気生産量低下のメカニズム分析から

有効な具合の把握方法を体系化して、S 発電所のデータで

坑井間の関係性の評価から対応案を提示した。 

○ ― 

⑥ 地 熱 発 電 設 備

（タービン・発

電機、復水器、

冷 却 塔 等 ） の

O&Mの最適化 

・タービンノズル閉塞な

どの問題に対して発電設

備側の定検頻度の合理化

を図る。 

・既設の地熱発電所の O&M に関して要因を検討しトラブ

ル発生のメカニズム分析から不具合の把握方法を体系化

した。対象地熱発電所のデータに基づき、定検サイクル

最適化検討のための発電設備モデルおよびシミュレー

ション手法を確立して最適値を得られることを確認し

た。 

○ ― 

⑦ 蒸気生産ネット

ワ ー ク シ ミ ュ

レータの開発 

・坑口条件を変化させた 

場合のタービン入口での 

蒸気条件を計算する。 

・生産井の系統除外現象

に対する坑内での流動メ

カニズムを解明する。 

・坑内二相流動シミュレータ（定常、非定常）の開発を 

行い、実際の坑井で発生する系統除外現象の解明を行っ 

た。 

・蒸気生産ネットワーク全体としては、坑内シミュレータ

と Energy-WIN の併用によって模擬計算可能である見通し

をつけた。 

○ 

S 発電所の不安定

な生産井の O&Mの

最適化には、貯留

層の変動が大きく

関わっており、貯

留層も含めた解析

実施が必要。 

⑧ 地熱特有の M2M

センサ技術の開

発 

・トラブル発生率抑制・ 

利用率向上に寄与するセ 

ンサ技術を選定して，適 

用性を明らかにする。 

・圧力・温度など既存の

センサについて，IoT 化

に必要な周辺技術をまと

める。 

・M2M センサ技術の現状調査（メーカーヒアリング）と地

熱環境で利用可能なセンサ技術調査を実施して，完全な二

相流量測定には未だ技術開発が必要であること、弁開度計

測は既存の技術が適用可能であることが判明した。 
○ ― 

⑨ AI 技術を活用し

た地熱発電設備

O&Mの最適化 

・大幅な利用率低下を招 

いている生産井の系統除 

外問題について，現象発 

生 12時間前程度に警告 

が得られて運転員が対応 

可能なシステムを開発す 

る。 

・ドローンや新しいセン

サ技術（振動計）などの

情報から O&M に有用な情

報を入手する技術を開発

する。 

・蒸気・熱水系合流蒸気制御系の推定システムとして深 

層畳み込みニューラルネットワークや圧力波形予測 

（ARDCNN モデル）による坑口圧力異常検知手法を開発し 

て運転員に替わり，圧力急減という異常の予兆を検知す 

る見込みを得た。 

・ドローンによる配管点検システムを開発した。 

・振動する生産井での圧力急減異常を予兆することができ

た。 

○ 

・振動計の利用に

ついては、坑井の

変化を検知できる

見込みがついた

が、観測期間中に

圧力急減現象に遭

遇しなかったこと

から、有効性の検

証については今後

の課題とする。 
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(2.6) 地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 地熱発電と温泉

の共生のための

ＡＩ－ＩｏＴシ

ステムの開発 

地熱開発（地熱発電所）

が温泉に与える影響の定

量評価が可能なシステム

を開発し，温泉泉質（流

量，温度等）の変動要因

を 60％以上判別可能な

システムを実現する。 

・回帰学習型 AI および統計数理学の原理に基づく温泉

データ解析手法を検討し、それらを比較的容易に利用可能

にするソフトウェアパッケージを開発した。 

・開発したソフトウェアの性能をシミュレーションにより

評価し、想定した性能を有することを確認した。 

・上記ソフトウェアにより、実証試験地で取得したデータ

を解析した結果、各地点で想定される温泉の変動要因の全

てを検出、除去可能であることを示した。 

・温泉と地熱発電の共生のためのＡＩ－ＩｏＴ 温泉モニ

タリングシステムの今後の普及方法について検討を行い、

方向性を示した。 

○ ― 

② 温泉資源適正利

用のためのＡＩ

－ＩｏＴシステ

ムの開発 

温泉資源の適正な供給に

資するデータを提供可能

にするとともに，温泉資

源適正利用により，温泉

管理者の作業時間を現状

に比して 20%程度低減で

きるＡＩ－ＩｏＴシステ

ムを実現する。 

・既開発の温泉モニタリング装置の機能向上を実現した。 

・大分県別府市所有温泉配管を対象に、給湯システムの管

理を、クラウドを介して半自動で行えるＡＩ－ＩｏＴ シ

ステムを開発し、給湯の健全性評価や余剰資源量の提示等

を可能にした。これにより温泉管理者の作業時間を現状に

比して 20%程度低減できるＡＩ－ＩｏＴ システムのプロト

タイプを実現した。 

・別府市所有温泉配管を利用した温度差発電試験を実施

し、年間 20kWh 以上の発電を実現可能であることを示し

た。 

・「温泉資源の適正管理・利用ＡＩ－ＩｏＴ システム」の

システム構成、ビジネスモデル、運用法を策定した。 

○ ― 

 

(2.7) IoT-AI 適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① 既 存 井 戸 の 評

価・モニタリン

グ 

既存井戸および配管のス

ケールの評価・モニタリ

ングに関する EMP のプロ

トタイプを改良した基本

ツールを用いて実証試験

を実施し、井戸の健全性

と配管のスケール特性を

評価／実証する。 

・2 か所の小規模地熱発電所において、生産井の健全性を

評価し、生産井の状態に起因した発電異常がないことを明

らかにした。 

・2 か所の小規模地熱発電所の地熱流体輸送配管に IoT 機

器を設置し、配管内におけるスケール成長の将来予測が可

能であることを実証した。 

 

○ ― 

② 事業性評価・運

営 

既設事業の事業コストや

リードタイムを対象にし

て地域経済効果と事業プ

ロセスを可視化し、社会

コスト低減の最適化を図

る。 

・収益改善に関して、事業利益を最大化する為に、点検や

修理に係る運営計画について、事業者自らが簡便にシミュ

レーションできる「事業性評価支援ツール」を開発した。 

 ○ ― 

③ 運転管理 ・発電関連設備等の計測

データの可視化、及び、

性能解析・評価を可能と

する運転管理支援ツール

を作成し、過去に生じた

トラブル事例を対象にし

て、20%以上の異常予兆

検知が可能であることを

確認する。 

・エネルギーマネジメントプラットフォーム（EMP）プロ

トタイプを構築した。 

・データに整理・登録・検証を通じて、小規模地熱発電所

における EMP の課題点やあるべき姿に関して整理した。 

・AI を適用した地熱発電に関わる計測データ等の予測解

析を実施し、発電量、スケール厚さ、異常予兆等の予測

において適用可能な事例を示した。 

○ ― 

④ IoT-AI システム

化 

EnergyWin™、Predict-IT

あるいは ReNom を効果的

に活用したツール（基本

ツール）と E-PLSM との

相互インターフェースを

作成し、システム化によ

る効率低下が発生してい

ないことを確認する。 

・エネルギーマネジメントプラットフォーム（EMP）プロ

トタイプを構築した。 

・データに整理・登録・検証を通じて、小規模地熱発電所

における EMP の課題点やあるべき姿に関して整理した。 

・AIを適用した地熱発電に関わる計測データ等の予測解析

を実施し、発電量、スケール厚さ、異常予兆等の予測にお

いて適用可能な事例を示した。 

 

○ ― 
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(2.8) 地熱発電所の利用率向上に関する研究 

研究開発項目 最終目標 研究開発成果 達成度 
目標達成のために

解決すべき課題 

① ビッグデータ解

析技術を活用し

た予兆診断 

・トラブルの発生率を

20％低減 

 

・地熱向け予兆診断システムを A発電所の過去のトラブル

事例に適用した結果、9 件中 4 件は予兆可能であること

が分かり、20%以上のトラブル発生率を抑制できること

を確認した。 

○ ― 

② 稼働率を下げる

ス ケ ー ル に 対

し、これを抑制

する対策 

・スケール付着量を 20%

抑制 

 

・スケール付着抑制効果の高い薬剤を選定し、A 発電所に

て実蒸気を使った実証試験を行った。薬液噴霧によるス

ケール付着抑制効果を分析し、20%以上のスケール抑制効

果を確認した。 

○ ― 
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IV. 実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

Ⅳ.1 事業全体の実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

本事業における「事業化・実用化」とは、当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利

用(顧客への提供等)が開始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービ

ス等の販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 

(1)実用化・事業化の見通し 

①発電所の環境保全対策技術等開発 

優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発では、環境配慮を検討する

際、改訂版パタン参考集を活用することで、的確かつ迅速に対応でき、許認可申請の参考資料と

してそのまま活用できる。また、改訂版エコラン・マニュアルに「ケーススタディ」が掲載され

たことで，事業者に受け入れられることや、事業の活用場面に合わせた目次構成、用語解説の新

設、法令との関連箇所の明記、資源調査段階の自然環境調査の例示など、事業者やその他地熱関

係者に理解しやすい内容となり、共通認識の醸成に寄与することが期待される。さらに、JOGMEC、

環境省、経産省の担当部署、研究に協力された 3 事業者から好感触を得ており、今後、事業者に

活用されることが十分に期待される。 

冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発では、開発成果である

硫化水素拡散予測モデルに関する「ガイドライン(案)」は、実用化可能な段階と考える。公表後、

環境アセスメントを実施する案件での適用が期待される。また、高性能センサの新規開発につい

ては、実用化は可能だが、今後 10年近くの研究継続が必要と考える。 

高層気象観測の最適化については、複数地点での現地検証を重ねることができれば、実用化が見

込まれる。さらに、簡易な硫化水素測定器の開発のうち、既存の小型連続測定器の精度向上につ

いて、実用化された後、実用化が見込まれる。樹木への着氷影響に関する「ガイドライン(案)」

は、実用化可能な段階と考える。公表後、環境アセスメントを実施する案件での適用が期待され

る。 

 

②高度利用化技術開発 

未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発では、試作バルブを完成したが、当

初目標としていた製作費に対して大幅にコストがかかる結果となった。今後の事業化へ向けて、

更なるコスト削減を図るため、施工時間や加工時間の短縮、および盛金厚さの見直し等の課題に

取組んでいく。 

未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発では、開発したプラントリスク評価システムを

利用すれば、地熱開発事業者にとって、酸性熱水資源の利用方針を決定する一助となることが期

待される。今後、フロー式ポータブル材料試験装置を用いた現地腐食試験、腐食シミュレーショ

ン等のコンサルタント業務、およびケーシングを始めとした販売事業につなげていく事を目指す。 

酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術の研究開発では、実用

化に向け、レーザを用いた樹脂/金属接合、および炭素膜による低付着表面改質等、実機形状へ

の適用技術を確立した後、実証による性能評価を行う計画である。 

酸性熱水利用のための化学処理システム開発では、実証試験可能な生産井を確保して実用化試

験を行い、薬剤注入管の耐久性などを確認する。また、他の薬剤についても検討を進め、より経

済性の良いシステムへの改良を行い、導入拡大に努める。 

 

地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発では、NEDO での研究成果も取り

込んだ上で、地下も含めた課題を総合的に取り扱うことが可能な AI 技術を活用した地熱発電設

備 O&Mの最適化技術として「地熱発電システムの持続可能性を維持するための IoT-AI技術」の完

成を目指す。 

地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発では、開発したＡＩ

－ＩｏＴシステムのブラッシュアップを行うとともに、本システムのアウトプットをベースにし

た発電事業者と源泉所有者の合意形成法、温泉への影響判断のための枠組み、補償体制等を検討

する。さらなる機能向上を図るとともに他分野への展開や海外マーケットの開拓を行う。 
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IoT-AI 適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発では、開発成果に基づいて、多

数の発電事業者、メーカーの計測データや処理・解析知見を知識データベース化することにより、

国内の小規模地熱全体の効率・利用率の改善を目指す。 

地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発では、過去事例の分析や A/B 発

電所での実証試験により、地熱向け設備診断アセット、およびプラント性能監視システムを開発

し、設備診断アセットの導入によるトラブル抑制効果を評価した。今後、他の発電所にも予兆診

断システムを適用し、製品化を行う。 

 

(2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発では、改訂版パタン参考集

の知名度を上げるために、学会発表等により認知向上を図る必要がある。また、関係法令，技術

革新，社会情勢が変化した場合，エコラン・マニュアルの更新が必要となり、その管理を継続す

る必要がある。そのために、エコラン・マニュアルの更新は、地熱関係の協会の協力を得られる

ように検討するとともに、学会発表等により、認知向上を図る。 

技術開発では、汎用性3Dアプリを製作するための無償版アプリのサポート切れに留意が必要で、

他のアプリが活用できるか探っておく。 

冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発では、ガイドライン

(案)の認知度を高める必要性がある。高性能センサの新規開発については、また、現時点では実

用化に向けて技術的な課題はないものの、研究開発の継続が必要である。 

そのため、補助金等を活用して、実証研究を検討する。また、積極的に学術誌・イベント等の外

部発表を実施して、認知向上を図る。 

 

未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発では、試作バルブを完成したが、当

初目標としていた製作費に対して大幅にコストがかかる結果となった。今後の事業化へ向けて、

更なるコスト削減を図るため、施工時間や加工時間の短縮、および盛金厚さの見直し等の課題に

取組んでいく。 

未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発では、開発したプラントリスク評価システムを

利用すれば、地熱開発事業者にとって、酸性熱水資源の利用方針を決定する一助となることが期

待される。今後、フロー式ポータブル材料試験装置を用いた現地腐食試験、腐食シミュレーショ

ン等のコンサルタント業務、およびケーシングを始めとした販売事業につなげていく事を目指す。 

酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術の研究開発では、実用

化に向け、レーザを用いた樹脂/金属接合、および炭素膜による低付着表面改質等、実機形状へ

の適用技術を確立した後、実証による性能評価を行う計画である。 

酸性熱水利用のための化学処理システム開発では、実証試験可能な生産井を確保して実用化試

験を行い、薬剤注入管の耐久性などを確認する。また、他の薬剤についても検討を進め、より経

済性の良いシステムへの改良を行い、導入拡大に努める。 

 

地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発では、NEDO での研究成果も取り

込んだ上で、地下も含めた課題を総合的に取り扱うことが可能な AI 技術を活用した地熱発電設

備 O&Mの最適化技術として「地熱発電システムの持続可能性を維持するための IoT-AI技術」の完

成を目指す。 

地熱資源適正利用のためのＡＩ－ＩｏＴ温泉モニタリングシステムの開発では、開発したＡＩ

－ＩｏＴシステムのブラッシュアップを行うとともに、本システムのアウトプットをベースにし

た発電事業者と源泉所有者の合意形成法、温泉への影響判断のための枠組み、補償体制等を検討

する。さらなる機能向上を図るとともに他分野への展開や海外マーケットの開拓を行う。 

IoT-AI 適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発では、開発成果に基づいて、多

数の発電事業者、メーカーの計測データや処理・解析知見を知識データベース化することにより、

国内の小規模地熱全体の効率・利用率の改善を目指す。 

地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発では、過去事例の分析や A/B 発

電所での実証試験により、地熱向け設備診断アセット、およびプラント性能監視システムを開発

し、設備診断アセットの導入によるトラブル抑制効果を評価した。今後、他の発電所にも予兆診

断システムを適用し、製品化を行う。 
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(3)波及効果 

環境保全対策技術・エコロジカル・ランドスケープ手法（エコランツール）については、地熱

開発以外でも風力発電風車建設や送電線鉄塔建設等、山間部での開発における景観予測ツールと

なり、いろいろな分野での活用が期待される。 

環境保全対策技術・硫化水素測定器開発では、地熱アセスのみではなく、掘削・噴気試験、温

泉地、火山地帯などでのモニタリングも可能であり、他分野での活用が望まれる。 

小規模スマート発電システムにおける運転管理支援ツールでは、地熱発電のほか、バイオマス

やコジェネなどのシステムや、その他再エネ用 EMSとしての活用も可能である。 

温泉資源適正化利用モニタリングシステムでは、温泉管理のみではなく、温泉発電を行う上で

も利用可能な技術であり、資源の有効活用を図る上で普及が急がれる。併せて、温泉以外の水利

用プラントにおいても管理システムとして適用可能であり、幅広い分野での活用が期待される。 

腐食予測シミュレーションについては、他分野のプラント管理へ適用が可能であり、いろいろ

な事業の条件での検証・実証を行い、汎用的なシステムの構築が期待される。 

酸性熱水対策・低コスト坑口装置開発については、超臨界地熱資源開発において適用される技

術であり、国内外での普及が期待される。坑口装置だけでなく、配管（特にダメージを受けやす

い曲がり部（エルボーや T字管など）にも適用される技術となる。 
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個別テーマ（1.1） 

 

(1)発電所の環境保全対策技術開発 

 

(1.1) 優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術に関する研究開発 

委託先：東北緑化環境保全株式会社 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(1.1.1)背景と目的 

東日本大震災以降，再生可能エネルギーの導入は加速されており，地熱発電もその例

外ではなく，天候に左右されず安定した発電が可能な地熱発電にも大きな期待が寄せ

られている。「長期エネルギー需給見通し（いわゆるエネルギーミックス）」においては，

地熱発電の設備容量を 2030 年度までに，2016年度実績の約 3 倍（最大で約 155 万 

kW）にすることが目標（2019年 8月時点）として掲げられ，今後 10年で 60万 kWの設

備容量に達するためには，数多くの地熱発電所を建設する必要がある。 

日本の地熱賦存量は 2,347万 kWと推計され，全賦存量の 80％弱が自然公園内に存在

することから，環境省は，「国立・国定公園における地熱開発の取扱いについて

（2015.10）」及び「同通知の解説（2016.6）」を公表して，国立・国定公園第 2種及び

第 3 種特別地域内においては，自然環境の保全と地熱開発の調和が十分に図られるな

ど，真に優良事例にふさわしいものであると判断される場合に，その実施を認めること

ができる，とした。 

風致景観に関しては，全国景観会議からも要望書「自然エネルギー施設の設置に関す

る協力依頼（2018.11）」が NEDOに対して提示され，良好な景観形成に特段の配慮を求

めているところである。 

地熱発電の適地は，古くから温泉や観光により発展した地域が多く，地熱開発事業者

（以下，「事業者」）は，温泉関係者や自然保護団体等の関係者と合意形成を図りながら，

地熱開発を慎重に進める必要がある。環境省の条件付きで自然公園内での地熱開発が

可能となり，固定価格買取制度（FIT）等の支援制度も充実してきたことから，新規の

事業者が参入しやすい環境が整ってきたものの，一方で経験不足による自然環境への

配慮や地域との関係構築に関して，懸念が生じている。 

エコランツールは，優良事例の形成も視野に入れた先進技術であることから，地熱開

発事業の円滑化が図られ，新規参入の事業者による前述の懸念も解消することが期待

される。 

しかし，事業者にとって，使用実績のない先進技術を採用することはリスクを伴うこ

とから，客観的に有効性を評価した結果を示す必要がある。 
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以上のことから，本研究開発により地熱開発事業を円滑に進めるための知見が蓄積

され，事業者の負担軽減，自然環境の保全，地域への還元が図られ，地熱発電の導入拡

大の促進に貢献できるものと考えられた。 

 

本研究は，国立・国定公園第 2 種及び第 3 種特別地域内における新たな地熱発電の

導入拡大を促進するため，優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策技術の有効性

を評価することを目的とした。 

 

(1.1.2)研究開発の概要 

本研究開発では，地熱開発に着手している事業地を対象に，地表調査，坑井調査，及

び環境アセスメントの各段階において，先進的な環境保全対策技術（以下，「先進技術

※」という）を試験運用し，以下の項目を実施し知見を得た。 

 

Ⅰ．既存事業地の自然環境情報，環境配慮事例の整理 

Ⅱ．先進技術の試験運用，環境配慮事例の検討 

Ⅲ．既存事業地の成果と試験運用結果の比較検証 

Ⅳ．優良事例形成に係る先進技術の有効性評価 

 

※先進技術 

本研究において，試験運用する先進技術とは，NEDO事業として2014年度から20

17年度にかけて研究開発された「エコロジカル・ランドスケープデザイン手法を

活用した設計支援ツール（略称，エコランセット）」を指す。エコランセットは，

地表調査及び坑井調査段階において，事業者を支援するために開発され，優良事

例の形成も視野に入れた環境保全対策技術として，先例のない技術である。 

エコランセットは，地熱開発事業の検討手順，配慮事項，判断基準，3Dシミュ

レーション，優良事例に向けた効果的な施設配置パタン集など，大規模事業着手

から計画決定までを網羅した技術集であり，「自然環境・風致景観配慮マニュアル

（略称，エコランマニュアル）」，「支援アプリ」，「配慮手法パタン参考集（略称，

パタン参考集）」から成る。 

なお，エコロジカル・ランドスケープデザイン手法の概要については，環境省

で開催された「第２回国立・国定公園内の地熱開発に係る優良事例形成の円滑化

に関する検討会（平成27年4月23日）」でも取り上げられた。 

 

各テーマにおける研究開発項目，開発目標及びその設定根拠を表Ⅱ-1に示す。 
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表Ⅱ-1 研究開発目標と根拠 

開発項目 開発目標 設定根拠 

Ⅰ：既存事業地の

自然環境情報，

環境配慮事例

の整理 

• 環境配慮手法の改

良や新たな開発を促

進するための環境配

慮事例を配慮手法パ

タン参考集に掲載す

る。 

• 公表可能な範囲で，3事業地における優良事例形成

に向けて寄与した環境配慮の具体的内容をとりま

とめる。 

• 事業者は，優良事例形成に向け，その地域に即し

た対応を検討しているが，利害関係者が多いため，

慎重な活動にならざるをえず，参考となる情報が得

られにくい状況が続いている。環境配慮事例を情報

共有・開示することは，環境配慮手法の改良，新た

な開発を促進することとなり，結果的に自然環境，

風致景観等への影響を低減させる技術の向上にも

つながる。 

Ⅱ：先進技術の試

験運用，環境配

慮事例の検討 

• 地熱開発の各段階

（地熱調査から環境

アセスまで）に対応

したケーススタディ

をエコラン・マニュ

アルに掲載する。 

• 公表可能な範囲で，試験運用した事例について，

分析作業の経緯を含め，とりまとめる。 

• エコランセットは，新規事業地だけでなく着手中

の事業地でも活用できるため，事業者等が抵抗感な

くエコランセットを採用できるよう，開発の各段階

に対応した事例が必要である。 

Ⅲ：既存事業地の

成果と試験運

用結果の比較

検証 

• 地熱開発関係者が

共通認識をもつこと

や、エコランマニュ

アルの判断基準を適

用する際の留意点に

関する解説をエコラ

ン・マニュアルに掲

載する。 

• エコランセットの概要，実践での活用時の留意点

をとりまとめる。 

• 事業者を支援するために開発されたエコランセッ

トであるが，2018年7月リリース以来，使用実績がな

い。その原因の一つとして，事業者が地域住民や関

係省庁に対し，エコランセットをわかりやすく説明

した資料が不足していることが挙げられる。 

• エコランセットにより，地熱開発のすべての関係

者が共通認識を持つことができる資料となれば，地

熱開発の着手が円滑になると考えられる。 

• また，エコランセットはあらゆる事業地にも適用

可能な表現でまとめてあり，基本的な内容に間違い

はない。しかし，建設候補地は一つとして同じ条件

はなく，各事業地に特有の自然環境や配慮事項があ

るため，エコラン・マニュアルの判断基準の適用上

の留意点などの解説が必要である。 

Ⅳ：優良事例形成

に係る先進技

術の有効性評

価 

• 地熱開発事業の諸

問題のうち、自然環

境、風致景観、地域住

民に関連する問題に

ついて、同時に解決

する可能性のあるエ

コランセットを事業

者等に普及させる。

合わせて、本手法の

費用対効果を示す。 

• エコランセットの実践適用能力については，事業

者だけでなく，環境省，経産省などあらゆる関係者

が興味ある事項である。３Ｄアプリケーションだけ

でなく，エコロジカル・ランドスケープという概念

（生態系，土木技術，景観を同時に実現）とともに，

エコランセットの内容，実践での試験運用の状況を

公的な場で発表することで，地熱開発が中断してい

る事業地や，ノウハウが少ない新規参入の事業者へ

の理解が深まり，地熱発電の導入拡大が促進される

と期待される。 
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(1.1.3)事業スケジュール 

本研究開発の期間は 2019年 8月 5日より 2021年 6月 30日であり，そのスケジュー

ルの概要を図Ⅱ-1に示す。 

 

事業項目 

2019 2020 2021 

1

Q 

2

Q 

3

Q 

4

Q 

1

Q 

2

Q 

3

Q 

4

Q 

1

Q 

2

Q 

3

Q 

4

Q 

Ⅰ．既存事業地の自然環境情報， 

環境配慮事例の整理 
    

 

       

Ⅱ．エコランセットの試験運用，環

境配慮事例の検討 
   

 

        

Ⅲ．既存事業地の成果と試験運用

結果の比較検証 
     

 

      

Ⅳ．優良事例形成に係る先進技術

の有効性評価 
       

 

    

改訂版エコランセットの整備             

  改訂版エコラン・マニュアル        
 

    

  改訂版パタン参考集        
 

    

  汎用性３Ｄアプリ        
 

    

 

図Ⅱ-1 研究開発のスケジュール 
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(1.1.4）研究開発の実施体制 

 

 

図Ⅱ-2 研究開発の実施体制 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東北緑化環境保全(株) 

〇研究実施場所： 

 本社技術部 

（宮城県仙台市） 

〇研究項目： 

Ⅰ．既存事業地の自然環境情報，環境配慮事例の整理 

Ⅰ-1．既存事業地の自然環境情報の整理 

Ⅰ-2．既存事業地で検討された環境配慮事例の整理 

 

Ⅱ．先進技術の試験導入 

Ⅱ-1．地表調査段階の試験導入 

Ⅱ-1-1．広域の自然環境分析 

Ⅱ-2．坑井調査段階の試験導入 

Ⅱ-2-1．建設候補地の自然環境分析 

Ⅱ-3．環境アセス段階の試験導入 

Ⅱ-3-1．建設敷地内の緑化計画 

Ⅱ-4．試験運用後の環境配慮事例の検討 

 

Ⅲ．既存事業地の成果と試験運用結果の比較検証 

Ⅲ-1．自然環境分析の比較検証 

Ⅲ-3．環境配慮事例の比較検証 

 

Ⅳ．優良事例形成に係る先進技術の有効性評価 

Ⅳ-1. 地域との合意形成に係る有効性評価 

Ⅳ-2. 地熱関連施設の自然環境等への影響低減に係る有効性評価 

Ⅳ-3. 優良事例形成の基本的考え方に係る有効性評価 

 

Ⅴ．委員会等の開催 

 

NEDO 

研究開発責任者 

・所 属：東北緑化環境保全株式会社 

・役職名：事業本部造園土木部 課長 

・氏 名：小嶌  秀是 

委員会 

（委託） 

定例会 

アドバイザーの助言 
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(1.1.5）事業の管理運営 

 研究方法及び実験結果・考察等の客観性を確保するため、専門家等により構成される委

員会を設置した。 

表Ⅱ-2 委員会の概要 

委員会の名称 検討対象とする研究項目 

NEDO優良事例形成の円滑化に資する環

境保全対策技術検討委員会 

Ⅰ～Ⅳの項目全て 

 

表Ⅱ-3  NEDO優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策 技術検討委員会 

氏名 所属・役職 専門分野 

阿部 聖哉 
一般財団法人 電力中央研究所環境科学研究所 

生物環境領域 上席研究員   

植物生態学 

景観生態学 

斎藤 馨 

（委員長） 

国立大学法人 東京大学 

大学院新領域創成科学研究科 教授  

 （委員委嘱2019.9～2021.3） 

学校法人 東京農業大学 

造園科学科 教授       （同2021.5～2021.6） 

景観学 

造園学 

野田 徹郎 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

地熱調査総合センター 地圏資源環境研究部門

 名誉リサーチャー 

景観生態学 

 

 エコラン・マニュアル等に記載された意図，趣旨を適切に読み取り，エコランセットの試

験運用の確度を高めるため，エコロジカル・ランドスケープ手法に造詣の深いアドバイザー

を交えた定例会を設置し，毎月 1回開催した。 

 

表Ⅱ-4  NEDO優良事例形成の円滑化に資する環境保全対策 技術検討定例会 

氏名 所属・役職 専門分野 

小川 総一郎 エコラン研究所 代表 

エコロジカル・ランドスケープに関する著書多数 

登録ランドスケープ・アーキテクト有資格者 

公立大学法人 長岡造形大学 建築・環境デザイン学科教授 

橋本 純 

清水建設株式会社  

環境経営推進室 グリー

ンインフラ推進部長 

米国ランドスケープ・アーキテクト有資格者 
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Ⅲ. 研究開発成果について 

本研究開発の成果は下表のとおりである。設定した目標に対して、全て最終目標を達成

することができた。 

 

表Ⅲ-1 最終目標に対する成果と達成度 

開発項目 最終目標 成果 
達成 

状況 

Ⅰ．既存事業

地の自然

環 境 情

報、環境

配慮事例

の整理 

• 環境配慮手法の改良

や新たな開発を促進す

るための環境配慮事例

を配慮手法パタン参考

集に掲載する。 

• 改訂版エコラン・マニュアルに，掘削機械に

関する環境配慮事例を掲載した。 

• 従来版パタン参考集（100パタンの環境配慮事

例が掲載済み）に，新たに2パタン追加し，改訂

版パタン参考集として整備した。 

達成 

Ⅱ：先進技術

の試験運

用，環境

配慮事例

の検討 

• 地熱開発の各段階

（地熱調査から環境ア

セスまで）に対応した

ケーススタディをエコ

ラン・マニュアルに掲

載する。 

• 新たなGIS解析方法（マトリクス法）による地

熱開発適地選定の手法を作り出し，改訂版エコ

ラン・マニュアルに掲載した。委員の評価も得

た。 

• 試験運用で，事業者から評価された具体例を

「ケーススタディ」として改訂版エコラン・マ

ニュアルに掲載した。 

達成 

Ⅲ：既存事業

地の成果

と試験運

用結果の

比較検証 

• 地熱開発関係者が共

通認識をもつことや、

エコラン・マニュアル

の判断基準を適用する

際の留意点に関する解

説をエコラン・マニュ

アルに掲載する。 

• 従来版エコラン・マニュアルの課題を洗い出

し，あらゆる地熱関係者にもわかりやすい内容

となることを目指し，主に以下の点について大

幅刷新し，改訂版として整備。 

• 地熱開発段階別の目次構成とし，活用場面を

明確化 

• 地熱関係者との認識共有のための用語解説を

新設 

• 自然公園法，地熱通知との関係箇所を明確化 

• 地表・坑井調査段階の望ましい自然環境調査

を例示 

• パタン参考集，3Dアプリとの連動性を向上 

• 支援アプリの性能限界（3D再現範囲が狭い，

バグが多い，汎用性がない等）が明らかとなっ

た。無償版のゲーム制作用アプリケーション

（Unreal Engine4）で，支援アプリの課題がほ

ぼ解消でき，汎用性３Ｄアプリを開発。 

達成 

Ⅳ：優良事例

形成に係

る先進技

術の有効

性評価 

• 地熱開発事業の諸問

題のうち、自然環境、

風致景観、地域住民に

関連する問題につい

て、同時に解決する可

能性のあるエコランセ

ットを事業者等に普及

させる。合わせて、本

手法の費用対効果を示

す。 

• 合意形成，自然環境・風致景観への影響低減

に寄与，地熱解説の基本的考え方に対応した改

訂版エコランセットに仕上がった。 

• 委員会，３事業者より好評を得た。 

• JOGMEC，環境省，経産省の担当部署へ，改訂

版エコランセットを説明し，好感触を得た。 

• 学会等の公式発表は未実施。 

達成 
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なお，エコランセットの呼称は，下表のとおりである。 

 

参考  エコランセットの呼称 

正式名称 2018年度NEDO公表 本研究における改訂版 

エコランセット 従来版エコランセット 改訂版エコランセット 

自然環境・風致景観配慮 

マニュアル 
  従来版エコラン・マニュアル 改訂版エコラン・マニュアル 

配慮手法パタン参考集   従来版パタン参考集   改訂版パタン参考集 

3Dアプリケーション   支援アプリ   汎用性3Dアプリ 
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Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

  事業化に向けての見通しと今後の取り組みは，下表のとおりである。 

 

表Ⅳ-1 実用化の見通しと課題・取り組み 

開発項目 実用化の見通し 課題・取り組み 

Ⅰ．既存事業地の

自然環境情報、

環境配慮事例

の整理 

• 環境配慮を検討する際，改訂版パタ

ン参考集を活用することで，的確か

つ迅速に対応できる。 

• 許認可申請の参考資料としてその

まま活用できる。 

（課題）改訂版パタン参考集の

知名度を上げる。 

（取組）学会発表等により，認

知向上を図る。 

Ⅱ：先進技術の試

験運用，環境配

慮事例の検討 

• 新たなGIS解析手法（マトリクス法）

により，地熱開発適地の選定手順・判

断基準が明確化し，客観性が高まる

ため，地熱関係者の理解を得やすく

なった。 

• 改訂版エコラン・マニュアルに「ケ

ーススタディ」が掲載されたことで，

事業者に受け入れられることが期待

される。 

（課題）関係法令，技術革新，

社会情勢が変化した場合，エコ

ラン・マニュアルの更新が必要

となり，その管理を継続する必

要がある。 

（取組）エコラン・マニュアル

の更新は，地熱関係の協会の協

力を得られるよう，検討する 

Ⅲ：既存事業地の

成果と試験運

用結果の比較

検証 

• 改訂版エコラン・マニュアルについ

て，事業の活用場面に合わせた目次

構成，用語解説の新設，法令との関連

箇所の明記，資源調査段階の自然環

境調査の例示など，事業者やその他

地熱関係者に理解しやすい内容とな

り，共通認識の醸成に寄与すること

が期待される。 

• 実用性の高い汎用性3Dアプリによ

り地域住民とイメージを共有しやす

くなった。 

• エコランセットの連動性が高まり，

事業者の使いやすさが向上した。 

（課題）改訂版エコラン・マニ

ュアルの知名度を上げる。 

（取組）学会発表等により，認

知向上を図る。 

 

（課題）汎用性3Dアプリを製作

するための無償版アプリのサ

ポート切れに留意が必要。 

（取組）他のアプリが活用でき

るか探っておく。 

Ⅳ：優良事例形成

に係る先進技

術の有効性評

価 

• 改訂版エコランセットを活用し，円

滑に合意形成が得られることで，手

戻り等による潜在的コスト増や事業

遅延を回避することが期待される。 

• 改訂版エコランセットについて，

JOGMEC，環境省，経産省の担当部署，

研究に協力された3事業者から，好感

触を得ており，今後，事業者に活用さ

れることが十分に期待される。 

（課題）改訂版エコランセット

の知名度を上げる。 

（取組）NEDOのホームページか

らエコランセットを公表する。 

（取組）地熱関係の学会だけで

なく，造園修景関係の協会の発

表会等でも，認知向上を図る。 
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個別テーマ（1.2） 

 

(1) 発電所の環境保全対策技術開発 

 

(1.2) 冷却塔排気に係る環境影響の調査・予測・評価の手法に関する研究開発 

委託先：東北緑化環境保全株式会社、一般財団法人 電力中央研究所 

学校法人東京農業大学 東京情報大学、株式会社ガステック 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(1.2.1)背景と目的 

近年、再生可能エネルギーの導入は加速されており、地熱発電もその例外ではなく、

天候に左右されず安定した発電が可能な地熱発電にも大きな期待が寄せられている。

今後の地熱発電の普及に向けて事業者にとって大きな負担となる事項の一つに、環境

アセスメントがある。現在、地熱発電所の環境アセスメントの実績は 5件（手続き中を

含む、2019 年 4 月時点）しかないため、手続きを円滑に進めるための知見が乏しく、

その蓄積が必要である。特に、地熱発電特有の項目については、調査、予測・評価の手

法が確立されていない項目や最適化を図ることが望ましい項目があり、信頼性のある

予測および評価手法の確立が喫緊の課題である。 

課題となる主な具体的な内容は、以下のとおりである。 

 

・ 硫化水素による影響については、評価基準がなく、調査・予測にあたっての事業

者負担が大きく、最適化を図るべき余地がある。 

・ 硫化水素の調査においては、現在の一般的な手法では、その場で測定値が分から

ない等の問題点がある。 

・ 硫化水素及び蒸気による植生又は樹木着氷影響についての知見がほとんどなく、

発電所アセス手引きにも調査・予測・評価の手法が示されておらず、その手法の

確立が必要である。 

 

本研究開発は、地熱発電所に係る環境アセスメント手続きの円滑な推進を図るため、

地熱発電事業に特有の影響要因であり、調査、予測および評価の手法が確立されていな

い項目や最適化を図ることが望ましい項目について、より適切な調査、予測・評価手法

を確立するための知見を得ることを目的とした。 
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(1.2.2)研究開発の概要 

本研究開発で対象とする内容は、地熱発電所に係る環境アセスメントに特有の事項

として、冷却塔から排出される硫化水素および蒸気に関するもので、大きく以下の 3つ

テーマがある。 

 

Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討 

Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討 

Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価に関する検討 

 

各テーマにおける研究開発項目、開発目標及びその設定根拠を表Ⅱ-1に示す。 

 

表Ⅱ-1 研究開発目標と根拠 

【Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討】 

開発項目 開発目標 設定根拠 

1.硫化水素拡散

予測モデルの

検証及び使い

分け等の提案 

• 冷却塔から排出される硫化水素によ

る人への影響評価について、適切な予

測モデルの使い分けや調査手法の簡

略化などによる最適化を行い､事業者

負担（時間・費用）を軽減できる調査・

予測・評価の手法を提案する。 

• 硫化水素による影響評価

は、NEDO研究開発事業によ

り開発された「数値計算モ

デル（詳細予測モデル）」

により、円滑化が図られた

ものの、改善すべき事項は

まだ残されている。 

2.簡易な硫化水

素測定器の開

発 

• 高性能センサの新規開発において、メ

チレンブルー吸光光度法と同等の下

限値0.004ppm程度の性能を達成でき

る目途を得る 

• 既存の小型連続測定器の精度向上に

おいて、下限値0.01～0.04ppm程度の

性能を有する試作機を作製する。 

• 硫化水素測定は、メチレン

ブルー吸光光度法で実施さ

れているが、その場で測定

値がわからないことや、準

備や運搬・設置に手間がか

かる等の問題点がある。 

3.高層気象観測

の最適化を図

るための検討 

• 気象観測高度を「発電所アセス手引

き」に記載されている500m未満程度に

低下させても予測・評価に支障が生じ

ない場合があることを明らかにする。 

• 高層気象観測は、多くの労

力・費用が必要だが、予測

には直接使用されていない

状況であり、費用対効果等

の面から簡略化を図る必要

がある。 

4.硫化水素の測

定手法に関す

る検討 

• 開発を進める硫化水素測定器を用い

て、より効率的且つ効果的な硫化水素

測定のあり方を検討するとともに、そ

の手法を普及・定着させる方法を検討

する。 

• 開発を進める中で、硫化水

素の小型連続測定器の試作

機が完成し、実用化の道筋

が見えてきた。 
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【Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討】 

開発項目 開発目標 設定根拠 

1. 低濃度の硫化

水素による植

物影響評価に

関する知見の

蓄積 

• 冷却塔から排出される程度の濃度の

硫化水素による植物影響の有無や程

度を把握し、影響評価の際に参考とな

る知見を取りまとめる。 

• 硫化水素による植生への影

響に関する知見がほとんど

ない。 

2. 硫化水素によ

る植生影響の

モニタリング

手法の提案 

• 運転開始後にモニタリング調査を実

施する場合において、より客観的な変

化を効率的に把握する新たなモニタ

リング調査手法を提案する。 

• モニタリング調査を実施す

ることとなった場合に、UAV

の活用等の新技術を導入す

ることにより、より客観的

及び効率的な調査が可能で

ある。 

 

【Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価手法に関する検討】 

開発項目 開発目標 設定根拠 

1. 冷却塔から排

出される蒸気

による樹木へ

の着氷影響の

予測・評価手法

の検討 

• 冷却塔から排出される蒸気による樹

木への着氷影響についての予測・評価

の手法を提案する。 

• 樹木への着氷影響に関する

知見がほとんどない。 
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(1.2.3)事業スケジュール 

本研究開発の期間は 2019 年 5 月 20 日より 2021 年 5 月 31 日であり、そのスケジュ

ールの概要を図Ⅱ-1に示す。 

 

 

図Ⅱ-1 研究開発のスケジュール 

  

事業項目
2019 2020 2021

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討

1. 硫化水素拡散予測モデルの検証及び使い分け等の
提案

2. 簡易な硫化水素測定器の開発

3. 高層気象観測の最適化を図るための検討

4 .硫化水素の測定手法に関する検討

Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響
の評価手法に関する検討

1. 低濃度の硫化水素による植物影響評価に関する知
見の蓄積

2. 硫化水素による植生影響のモニタリング手法の提案

Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の
予測・評価手法に関する検討

1. 冷却塔から排出される蒸気による樹木への着氷影
響の予測・評価手法の検討
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(1.2.4）研究開発の実施体制 

 

図Ⅱ-2 研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

東北緑化環境保全(株) 

〇研究実施場所：本社事業本部環境調査部（宮城県仙台市） 

〇研究項目： 

Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討 

Ⅰ-1．硫化水素の拡散実態の把握 

Ⅰ-4．硫化水素の簡易な測定手法の開発のうち高性能センサの新規開発等に関する検討 

Ⅰ-7．新しい硫化水素の測定手法のあり方に関する検討 

Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討 

Ⅱ-1．苗木を用いた硫化水素影響実験 

Ⅱ-4．目視観察等による樹木活力調査 

Ⅱ-5．環境アセスメントにおける硫化水素による植生への影響に関する考え方の検討 

Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価手法に関する検討 

Ⅲ-1．擬似木による着氷実験 

Ⅲ-3．環境アセスメントにおける樹木の着氷影響に関する考え方の検討 

(一財)電力中央研究所 

〇研究実施場所：環境科学研究所（千葉県我孫子市） 

〇研究項目： 

Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討 

Ⅰ-2．予測モデルと硫化水素拡散実態との検証 

Ⅰ-3．簡易予測数値モデルを用いた硫化水素の拡散予測を行う際の課題の抽出とその対応案の検

討 

Ⅰ-6．気象観測の最適化に関する検討 

Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討 

Ⅱ-2．硫化水素影響実験における苗木の生長量調査 

Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価手法に関する検討 

Ⅲ-2．樹木の着氷現象に関する予測手法の検討 

(株)ガステック 

〇研究実施場所：本社技術部（神奈川県綾瀬市） 

〇研究項目： 

Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討 

Ⅰ-5．硫化水素の簡易な測定手法の開発のうち既存の小型連続測定器の精度向上に関する検討 

東京情報大学 

〇研究実施場所：総合情報学部（千葉県千葉市） 

〇研究項目： 

Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討 

Ⅱ-3．UAVを活用した樹木活力モニタリング調査手法の検討 

NEDO 

研究開発責任者 

・所 属：東北緑化環境保全株式会社 

・役職名：事業本部環境調査部 専任課長 

・氏 名：木村 啓 

委員会 

・NEDO 冷却塔排気に係る環境影響評価手法研究開発 技術検討委員会 

・NEDO 硫化水素測定手法開発推進委員会 
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(1.2.5）事業の管理運営 

 本研究開発を進めるにあたっては、2つの委員会を組織した。 

 

表Ⅱ-2 委員会の概要 

委員会の名称 検討対象とする研究項目 

NEDO冷却塔排気に係る環境影響評価手

法研究開発 技術検討委員会 

下記以外の項目全て 

NEDO硫化水素測定手法開発推進委員会 Ⅰ-4．硫化水素の簡易な測定手法の開発のうち高性能セン

サの新規開発等に関する検討 

Ⅰ-5．硫化水素の簡易な測定手法の開発のうち既存の小型

連続測定器の精度向上に関する検討 

Ⅰ-7．新しい硫化水素の測定手法のあり方に関する検討 

 

表Ⅱ-3 NEDO冷却塔排気に係る環境影響評価手法研究開発 技術検討委員会 

氏名 所属・役職 専門分野 

市川 陽一 元 龍谷大学 先端理工学部 教授 （委員長） 

大気環境 

河野 吉久 (一財)電力中央研究所 名誉研究アドバイザー 植物 

小野寺 亨 

（前任：石崎 潤一） 

東北電力株式会社 発電・販売カンパニー 

 火力部地熱統括センター 所長 

地熱発電事業者 

 

表Ⅱ-4  NEDO硫化水素測定手法開発推進委員会 

氏名 所属・役職 専門分野 

浅沼 宏 (国研)産業技術総合研究所福島再生可能エネ

ルギー研究部地熱チーム長(兼)東北大学客員

教授 

（委員長） 

地熱開発専門家 

戸田 敬 熊本大学大学院 先端科学研究部 教授 大気化学・火山ガス分析専門家 

坂本 光弘 元 株式会社ジェイペック 環境部 審議役 地熱発電所環境影響評価の硫

化水素調査実務者 
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Ⅲ. 研究開発成果について 

 本研究開発の成果は下表のとおりであり、設定した目標に対して、達成することができた。 

 

表Ⅲ-1 最終目標に対する成果と達成度 

【Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討】 

開発項目 開発目標 成果 
達成 

状況 

1.硫化水素拡散

予測モデルの

検証及び使い

分け等の提案 

• 冷却塔から排出される硫化

水素による人への影響評価

について、適切な予測モデル

の使い分けや調査手法の簡

略化などによる最適化を行

い､事業者負担（時間・費用）

を軽減できる調査・予測・評

価の手法を提案する。 

• 野外における拡散実態の実

測値と比較することにより、

既に開発されている2つの予

測モデルの精度を確認した

後、適切な使い分けなどの考

え方を「ガイドライン(案)」

として取りまとめた。 

達成 

2.簡易な硫化水

素測定器の開

発 

• 高性能センサの新規開発に

おいて、メチレンブルー吸光

光 度 法 と 同 等 の 下 限 値

0.004ppm程度の性能を達成

できる目途を得る 

• 既存の小型連続測定器の精

度向上において、下限値0.01

～0.04ppm程度の性能を有す

る試作機を作製する。 

• 高性能センサの新規開発で

は、より効率的に作業が可能

な測定機器の開発の方向性

を提示できた。 

• 既存の小型連続測定器の精

度向上では、試作機の性能評

価等により明らかとなった

課題を解決することで最小

検出感度0.01ppmまで高めら

れる見込みを得るとともに、

実用化に向けた道筋を示せ

た。 

達成 

3.高層気象観測

の最適化を図

るための検討 

• 気象観測高度を「発電所アセ

ス手引き」に記載されている

500m未満程度に低下させて

も予測・評価に支障が生じな

い場合があることを明らか

にする。 

• 考慮すべき冷却塔排気の上

昇高さは地上200～300m程度

であることを確認できた。 

達成 

4.硫化水素の測

定手法に関す

る検討 

• 開発を進める硫化水素測定

器を用いて、より効率的且つ

効果的な硫化水素測定のあ

り方を検討するとともに、そ

の手法を普及・定着させる方

法を検討する。 

• 開発中の測定機器の実用化

を見越し、測定手法の基本的

な考え方を「あり方（素案）」

として取りまとめた。 

達成 
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【Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討】 

開発項目 開発目標 成果 
達成 

状況 

1. 低濃度の硫化

水素による植

物影響評価に

関する知見の

蓄積 

• 冷却塔から排出される程度

の濃度の硫化水素による植

物影響の有無や程度を把握

し、影響評価の際に参考とな

る知見を取りまとめる。 

• 野外実験により、多くの地

熱発電所周辺において記録

されている硫化水素の濃度

レベルでは、植生への影響

は大きくないことを示唆す

る結果が得られた。 

• マルチスペクトルカメラ搭

載UAVを用いた樹冠レベル

の観測により、硫化水素に

よる植生への影響につい

て、植生指数を用いて把握

できる可能性を示す結果を

得ることができた。 

達成 

2. 硫化水素によ

る植生影響の

モニタリング

手法の提案 

• 運転開始後にモニタリング

調査を実施する場合におい

て、より客観的な変化を効率

的に把握する新たなモニタ

リング調査手法を提案する。 

• 新たなモニタリング調査手

法として、UAVを用いた植生

指数による調査方法の手順

などを「ガイドライン（素

案）」として取りまとめた。 

達成 

 

【Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価手法に関する検討】 

開発項目 開発目標 成果 
達成 

状況 

1. 冷却塔から排

出される蒸気

による樹木へ

の着氷影響の

予測・評価手法

の検討 

• 冷却塔から排出される蒸気

による樹木への着氷影響に

ついての予測・評価の手法を

提案する。 

• 野外実験により着氷現象を

確認し、その結果を基に、実

務上十分な精度を有する着

氷影響の予測手法を開発し

た。 

• 着氷影響に対する環境配慮

手順などを、「ガイドライン

（案）」として取りまとめ

た。 

達成 
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Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

 事業化に向けての見通しと今後の取り組みは、下表のとおりである。 

 

表Ⅳ-1 最終目標に対する成果と達成度 

【Ⅰ．硫化水素拡散予測の最適化に関する検討】 

開発項目 実用化の見通し 課題・取り組み 

1.硫化水素拡散

予測モデルの

検証及び使い

分け等の提案 

• 硫化水素拡散予測モデルに関する

「ガイドライン(案)」は、実用化可能

な段階と考える。公表後、環境アセス

メントを実施する案件での適用が期

待される。 

• ガイドライン(案)の認

知度を高める必要性が

ある。 

• 学術誌・イベント等によ

り、認知向上を図る。 

2.簡易な硫化水

素測定器の開

発 

• 高性能センサの新規開発について

は、実用化は可能だが、今後10年近く

の研究継続が必要と考える。 

• 既存の小型連続測定器の精度向上に

ついては、今後数年間の研究継続で

実用化が可能と考える。 

• 高性能センサの新規開

発については、現時点で

は実用化に向けて技術

的な課題はないものの、

研究開発の継続が必要

である。 

• 既存の小型連続測定器

の精度向上については、

誤差要因の影響を低減

するとともに、用途に応

じた仕様の最適化によ

り実用性を高める必要

がある。 

• 補助金等を活用して、実

証研究を検討する。 

3.高層気象観測

の最適化を図

るための検討 

• 高層気象観測の最適化については、

複数地点での現地検証を重ねること

ができれば、実用化が見込まれる。 

• 現地検証を重ねる必要

がある。 

• 補助金等を活用して、実

証研究を検討する。 

4.硫化水素の測

定手法に関す

る検討 

• 簡易な硫化水素測定器の開発のう

ち、既存の小型連続測定器の精度向

上について、実用化された後、実用化

が見込まれる。 

• 補助金等を活用して、実

証研究を検討する。 

 

  



個別テーマ(1.2) 10 

 

【Ⅱ．冷却塔から排出される硫化水素による植生への影響の評価手法に関する検討】 

開発項目 実用化の見通し 課題・取り組み 

1. 低濃度の硫化

水素による植

物影響評価に

関する知見の

蓄積 

• 硫化水素による植生への影響につい

て得られた知見は、今後の環境アセス

メントにおける予測において、参考に

なると考える。 

• 学術誌・イベント等に

より、認知向上を図

る。 

2. 硫化水素によ

る植生影響の

モニタリング

手法の提案 

• UAVを用いた植生指数による調査方法

に関する「ガイドライン（素案）」に

ついては、現時点でも実務において参

考となる手法だが、実用化には研究を

重ねることが望ましいと考える。 

• 研究開発の継続が必

要である。 

• 補助金等を活用して、

実証研究を検討する。 

 

【Ⅲ．冷却塔から排出される蒸気による樹木の着氷影響の予測・評価手法に関する検討】 

開発項目 実用化の見通し 課題・取り組み 

1. 冷却塔から排

出される蒸気

による樹木へ

の着氷影響の

予測・評価手法

の検討 

• 樹木への着氷影響に関する

「ガイドライン(案)」は、実

用化可能な段階と考える。公

表後、環境アセスメントを実

施する案件での適用が期待

される。 

• ガイドライン(案)の認知度を高

める必要性がある。 

• 学術誌・イベント等により、認

知向上を図る。 
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(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.1) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた坑口装置の研究開発 
委託先：株式会社ティクス IKS 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 
 

(2.1.1) 事業期間における研究開発の目標 

 （１）動機・背景 

2014 年 4 月に「エネルギー基本計画」が閣議決定され、 地熱発電の 2030 年度における導入見込量

を約 3 倍に拡大するという目標が掲げられた。地熱発電は新エネルギー開発の要として期待されてい

る。本研究により、強酸性によって現在未利用となっている地熱エネルギーの利用を可能にし、地熱

発電の活用促進に貢献していく。 

従来、強酸性の地熱坑井は、高い耐食性を確保するために高価な鋼材を使用する必要があるため、

コストの面で不利となり開発対象から除外される傾向にあった。坑井機材であるマスターゲートバル

ブにおいて、口径 150A 以上のバルブのボディーは、基本的に鋳造で製作されるが、高耐食性を得るた

めにはオーステナイト系ステンレス等でボディー全体を製作せざるを得ず、コスト増の原因となって

いた。また鋳造ボディーの場合、流体の通る内面のみを溶接盛金することは可能であったが、ボディ

ーの内面全てに盛金を行うことは、形状の複雑さから実施できなかった。当社の開発した鍛造ゲート

バルブでは、基本的に円筒及び球形状の各部品を溶接して製作するため、内面の盛金を容易に実施で

きる。そのため、ボディーの母材を通常鋼材で製作し、流体の触れる内面全面に盛金をすることによ

り、高耐食性の素材で鋳造するよりも低コストで高耐食性な製品を製作することが可能となる。 

    

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋳鋼製：一体型で内部形状が複雑なため内面を盛金出来ない。 
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鍛造製：分割して溶接できるため内全面が盛金可能。 

※製品化を実現する盛金を確立するには、相当の評価項

目及び評価期間を要する。 
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(2.1.2)目標 

 

  

開発項目 開発目標 設定理由 

1. レーザー溶接機の導

入及び溶接盛金条件

の確立 

➢ 通常盛金及び内面盛金

の評価を可能にする。 

 

➢ レーザー溶接機による盛金の

例は国内外で少なく、特に内

面盛金用のヘッダーは適用例

がない。盛金評価、バルブの製

作が可能になるまでの条件出

しを完了する。ビーム幅の広

い内面盛金用ヘッダーを導入

し、将来の低コスト化、量産化

を見据えた盛金施工法を完成

させる。 

2. 盛金の評価 ➢ 通常盛金ヘッダーで盛金

したテストピースで、盛

金評価を実施し、次の項

目において基準を合格す

る（引張試験、曲げ試験、

硬度測定、外観観察、化学

成分分析）。 

➢ 内径用ヘッダー(大・小)

についても上記と同様に

盛金評価を実施する。 

➢ 合格基準を満足すれば、従来

の製品バルブの耐食基準（腐

食速度：0.08mm/year 30年使

用で盛金部 2.4mm の腐食）を

十分に上回るため。 

➢ レーザー溶接機による耐食金

属の盛金の品質が実際のバル

ブに適用するのに十分である

ことを確認するため。 

3. 実地試験用バルブの

製作 

➢ 試作バルブ設計・製作。 

➢ ロボット条件出し。 

➢ 溶接接合部の施工法確

立。次の項目において基

準を合格する（引張試験、

曲げ試験、硬度測定、外観

観察）。 

➢ 溶接接合部が実際のバルブに

適用するのに十分であること

を確認するため。 

➢ 研究開発項目４で選定した実

地試験地において、pH3 程度の

強酸性環境による実地試験を

行うため及び、ゲートバルブ

の採算性を確認するため。 

4. 実地試験場所調査・

選定 

➢ 実地試験場所を 1 件選定

する。 

本研究開発で製作したバルブ（研

究開発項目３）を実際の酸性環境

井戸で評価するため。 
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(2.1.3)事業スケジュール 

 
 

 

Ⅲ. 研究開発成果について 

本事業では強酸性に耐えることができ、かつ低コストでバルブの製作を実現するために、 

バルブボディー本体は常用鋼材を用い、内面に耐食金属を盛金する手法を開発する。また、内面に盛

金する手法として、溶接盛金によるボディーの歪みを最小限に抑えられ、かつ低コストなレーザー盛

金の施工法を確立する。 

 
 

最終目標に対する成果と達成度 

開発項目 開発目標 成果 達成度 

1. レーザー溶接

機の導入及び

溶接盛金条件

の確立 

➢ 通常盛金及び内面盛

金の評価を可能にす

る。 

 

➢ 通常盛金用ヘッダー導

入完了。 

➢ 内面盛金用ヘッダー大

小の導入を完了。 

〇（完了） 

装置の導入完了 

2. 盛金の評価 ➢ 通常盛金ヘッダーで

盛金したテストピー

スで、盛金評価を実施

し、次の項目において

基準を合格する（引張

試験、曲げ試験、硬度

測定、外観観察、化学

成分分析）。 

➢ 内径用ヘッダー(大・

小)についても上記と

同様に盛金評価を実

施する。 

➢ バルブ適用に最適と思

われる盛金条件を見い

だし、評価。テストピー

スに盛金を行い、硬度

試験・曲げ試験・マクロ

観察・化学成分分析を

外部機関で実施した。

通常盛金用ヘッダー及

び内面盛金用ヘッダー

(大・小)ともに、目標値

を満たす結果となっ

た。 

〇（完了） 

外部機関の施工法

試験完了 

3. 実地試験用バ

ルブの製作 

➢ 試作バルブ設計・製

作。 

➢ ロボット条件出し。 

➢ 溶接接合部の施工法

確立。次の項目におい

➢ 内面を耐食盛金した鍛

造部品の溶接が十分な

品質であることを確認

するため、製品と同じ

構造を持つテストピー

〇（完了） 

外部機関の施工法

試験完了 

試作バルブ 

1 台完成 
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て基準を合格する（引

張試験、曲げ試験、硬

度測定、外観観察）。 

スを製作、溶接接合部

の評価を実施し、目標

値を満たす結果となっ

た。 

➢ 内部を盛金した鍛造部

品を溶接接合して試作

バルブを完成させた。 

4. 実地試験場所

調査・選定 

➢ 実地試験場所を 1 件

選定する。 

➢ 本開発で製作したバル

ブ（開発項目３）を実際

の酸性環境井戸で評価

するために、関連企業

と検討し、実証実験に

適した実地試験場所を

１件選定した。 

○（完了） 

バルブの設置にリ

グが必要。 

莫大なコストが掛

かるため、掘削中

の現場において、

他の評価と同時に

進めるべき 
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開発項目１「レーザー溶接機の導入及び溶接盛金条件の確立」 

      従来 TIG、MAG または MIG 溶接で行っていた盛金溶接をより歪みが少なく精度の高い盛

金が施工出来るよう、レーザー盛金の機材を選定し溶接条件を確立するため以下を実施し

た。 

 

① 通常盛金用ヘッダーの導入 

テストピースにおける評価を実施。従来の TIG溶接との比較を行った。結果として、レー

ザー溶接は熱影響が従来の TIG溶接に比べ約 1/3程度であることが確認され、盛金溶接に

よる変形が少なくなることを確認した。また同程度の高さで盛金した場合も希釈率を少な

く盛ることが可能になるため、盛金部の成分値が安定することも確認した。 

 

TIG溶接とレーザー溶接の比較  （参考：通常ヘッダー） 

 
 

② 内面盛金用ヘッダーの導入 

テストピースにおける評価を実施。①通常盛金用ヘッダーの評価と同様に盛金溶接による

変形が少なく（熱影響が少ない）、盛金成分値が安定していることを確認した。 

 

③ 内面用盛金用大口径ヘッダーの導入 

     更なるコスト削減を追求するため、内面盛金用大口径ヘッダーを新規導入し、テストピー

スによる評価を実施して①通常盛金用ヘッダー同様の結果を確認した。 

    

 

   レーザーヘッダーの種類             *世界的にも導入実績が少ない 

通常ヘッダー(COAX8) 内径用ヘッダー(NUTECH)* 

 
 

 

   導入写真 

通常ヘッダー(COAX8) 内径用ヘッダー（小径） 内径用ヘッダー（大径） 
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研究開発項目２「盛金の評価」 

通常盛金用ヘッダー及び内面盛金用ヘッダーによる盛金の品質が実際のバルブに適用す

るのに十分であるとこを確認するため以下を実施した。（耐食盛金インコネル 625の評価） 

 

 

① 盛金条件（盛金高さ 2.4mm・希釈率 10%以下）を満たすために、通常盛金用ヘッダー及び内

面盛金用ヘッダーにおいて、盛金に影響するパラメータであるレーザー出力(kW)・速度

(cm/min)・パウダー供給量(g/min)・キャリアガス供給量(L/min)・シールドガス供給量

(L/min)・シフト量(mm)の違いによる影響を確認するため、テストピースに盛金し評価を

行った。 

 

 

【通常ヘッダーの盛金条件（参考）】 

ヘッダー 
ﾚｰｻﾞｰ出力 速度 ﾊﾟｳﾀﾞｰ ｼｰﾙﾄﾞｶﾞｽ ｼﾌﾄ量 

積層数 
盛金高さ 希釈 

(kW) (㎝/min) (g/min) (L/min) (mm) (mm) (%) 

通常

(COAX8) 
2.7 90 23 18 3 3 2.58  6.9  

 

 
 

 

② ①の評価結果を踏まえ、一番適正であると判断した条件で盛金したテストピースを作製し、

硬度試験・曲げ試験・マクロ観察・化学成分分析を外部機関で実施した。 

       通常盛金用ヘッダー及び内面盛金用ヘッダー(大小)ともに、硬度試験・曲げ試験・マク

ロ観察・化学成分分析のいずれも目標値を満たす結果となった。 

 

      【肉盛評価内容・結果】 

評価項目 評価基準  (インコネル 625) 結果 

硬度測定 
盛金部：HRC35以下、母材部：HRC22以下 

       (HV345以下)        (HV248以下) 

〇 

基準値内で合格 

曲げ試験 

3mmを超える熱影響部の開口した不連続がないこと 

溶接金属部の開口が 1.5mm以下であること 

ボンド部に 3mmを超える開口がないこと 

〇 

外観不良等なく 

合格 
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マクロ観察 
断面の溶着金属及び熱影響部を目視し、 

融合が完全であり、割れがないこと 

〇 

欠陥不良なく 

合格 

化学成分分析 インコネル 625：Fe≦5.0% 
〇 

基準値内で合格 
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研究開発項目３「実地試験用バルブの製作」 

内部を耐食性金属で盛金した鍛造部品を溶接するのに十分な品質であることを確認するた

め、以下を実施し試作バルブを製作した。 

 

① 通常盛金用ヘッダー及び内面盛金用ヘッダーによる盛金について、位置指定や動作プログ

ラム作成も含めたロボットの条件出しを行い、試作バルブの製作を可能とした。 

 

② 内面を耐食盛金した鍛造部品の溶接が十分な品質であることを確認するため、製品と同じ

構造を持つテストピースを製作し溶接接合部の評価を実施した。引張試験・曲げ試験・硬

度測定・マクロ観察のいずれの項目においても、目標値を満たす結果となった。 

 

【溶接方法】    溶接図                

  
 

【溶接部断面】 

 
 

【溶接部評価内容・結果】 

評価項目 評価基準  (インコネル 625) 結果 

硬度測定 
盛金部：HRC35以下、母材部：HRC22以下 

     (HV345以下)      (HV248以下) 

〇 

基準値内で合格 

引張試験 
母材の最小規定引張強さ（485MPa）を下回らない

こと 

〇 

基準値以上で合格 

曲げ試験 

試験片の側面でいかなる方向に測定しても、3mm

を超える溶接部、熱影響部の開口した不連続がな

いこと 

〇 

溶接部、熱影響部へ 

割れ等なく合格 

マクロ観察 

・全て完全溶け込み溶接であること 

・内外面のアンダーカットが当該部分の最小肉厚

を割り込んでいないこと 

〇 

外観に異状なく合格 
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・ピンホールと露出したスラグがないこと 

 

③ 内部を盛金した鍛造部品を溶接接合して試作バルブを完成させた。ただし、製作費に関し

ては目標価格 1,500万円を超える結果となった。 

 

 

【試作バルブ製作写真】 緑部：溶接線 赤部：肉盛溶接 

試作バルブボディー製作予定図 

 

試作バルブボディー製作 

 

  

  

  
 

  【試作バルブ完成写真】 

試作バルブ完成予定図 

 

試作バルブ完成 
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研究開発項目４「実地試験場所調査・選定」 

関連企業等の外部機関の協力を得ながら実地試験が可能な地熱井戸の調査・選定及び実

地試験方法を検討する。 

 

上記目標に対し、GERD社や取引先の地熱発電開発業者にヒアリングを実施。耐酸性バルブを

評価するには地熱井に使用するリグが必要となるため、バルブ単体での評価はコストに見合わな

い。リグ使用の負担を軽減するため、稼働中の掘削現場で設置対象井戸を指定し、使用中リグを

転用することや、耐酸性地熱用パイプなどの他の評価と合わせて実施するのが最善と思われる。

引き続き関係者と連絡を取りながら、該当井戸の選定を行っていく。なお、海外での評価は、GERD

社の経験から、現地の掘削業者や責任者との契約や手続きに大幅な工数と予算が割かれる可能性

が高く、現実的ではない。 

 

 

 

Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

     今回の研究開発で試作バルブを完成させることが出来たが、当初目標としていた製作費に対して

大幅にコストがかかる結果となった。今後の事業化へ向けて、更なるコスト削減を図るため、以下

の課題に取組んでいく。 

 

① 課題：製作費用の削減 

   ・内径盛金ヘッダーの歩留り改善（現状 30～40%） 

   ・盛金厚さ見直し（現状 2.4mm） 

   ・溶接接合部の施工時間短縮 

   ・加工修正時間の短縮 

 

② 取組み 

   ・内径盛金ヘッダーの歩留りを改善するために、メーカーの協力を得てレーザースポット径と

角度の改造を行う。 

   ・試作バルブの減肉量を実地試験前試験後に肉厚を測定・比較し、肉盛厚さを見直して工数削

減をはかる。 

・サブマージや MIG 溶接でも熱影響を低減させる施工法を検討し、TIG溶接より短時間で施工で

きる条件を確立する。 

・試作段階における製造工程を見直して加工や肉盛を効率よく行える工程を確立する。 
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個別テーマ（2.2） 

 

(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.2) 未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発（在来型地熱資源におけ

る未利用酸性熱水活用技術の開発） 

委託先：地熱技術開発株式会社， 

国立研究開発法人産業技術総合研究所， 

エヌケーケーシームレス鋼管株式会社，国立大学法人京都大学 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.2.1)背景と目的 

地熱資源は，地下に賦存する熱水・水蒸気（地熱流体）をリソースとすることから，

その地熱流体に含まれる様々な化学物質の性状が，地熱発電所の操業に大きな影響を

及ぼす。特に，酸性熱水や過熱蒸気井にて低 pHの凝縮水が発生するケースでは，主に

炭素鋼が使用されている坑井ケーシング，地表配管，発電設備において，全面腐食およ

びエロージョンを主体とした損傷による影響が大きい。炭素鋼や低合金鋼では，pH4以

下の高温環境では腐食が進行する。オーステナイト系ステンレス鋼および二相ステン

レス鋼では，塩化物と硫化水素が共存する場合応力腐食割れ（SCC）が発生する可能性

が高くなることが知られ，また，硫化水素が共存する場合には，マルテンサイト系ステ

ンレス鋼では孔食・すきま腐食，あるいは硫化物応力腐食割れ（SSCC）が生じる可能性

がある。 

このように，酸性熱水を利用する場合，熱水性状や含まれる非凝縮性ガスの成分，温

度，pH等により適切な金属材料を選択していく必要性に迫られることになる。1992年

度に実施された「酸性熱水の対策技術等に関する調査研究」（NEDO,1992）に拠ると，地

熱開発会社へのアンケートにおける pH5 以下の酸性熱水噴出坑井数の割合は 13.3%で

あったが，いくつかの地域での噴出熱水の平面的な pH分布から見積もられた酸性熱水

の出現頻度（割合）は 30%程度であった。この調査報告書でも，掘削地熱坑井は本来生

産を目的とした生産井であるため，わざわざ酸性熱水の出現頻度の高い場所を含めて

均等に掘削することはありえないと指摘している。調査報告書では，高温熱水対流型資

源（＞150℃）の資源ポテンシャルを 20,540MW としてその 30%（6,160MW）が酸性熱水

資源であると評価した。これを最近の評価値である 23,470MW（村岡, 2014）で置き換

えると 7,041MW が未利用の酸性熱水資源であると考えられる。また，2030 年の新規発

電所建設目標である 980MWの 30%とすると 294MWに相当する。また，NEDO(1992)での酸

性熱水噴出坑井数のアンケート結果である 13.3%を基数として考えれば 130MW に相当
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し（図１），酸性熱水資源活用に向けた対策技術開発は今後の地熱資源利用促進に向け

た重要な技術になると考えられる。 

2014年度～2017 年度に NEDO委託事業にて実施した，「地熱発電技術研究開発／地熱

発電の導入拡大に資する革新的技術開発／地熱発電プラントのリスク評価・対策手法

の研究開発（スケール／腐食等予測・対策管理）」では，地熱発電プラントの操業にお

いて，地熱流体に含まれる化学物質に起因する腐食・スケール付着による損傷事故のリ

スクを低減するための予測技術とデータベースによる事例検索に基づき，損傷事故の

予測を行い，適正な対策方法を提示するリスク評価システム技術を確立することで，地

熱発電の操業リスクを低減するための技術を確立することを目的として，以下の開発

成果を得た。 

要素技術として，サンシャイン計画の材料データベースを基に，2002 年以降の最新

データに基づき，データベースの更新を行い，実証試験データとの比較も行い，腐食速

度の推定法（Cr 当量・実験データの回帰式の２方式）において腐食速度推定の信頼性

を向上した。また，腐食やスケールのリスクを実地試験にて評価検証する手段として，

腐食リスクにかかわる可搬型フローループ腐食試験装置を開発した。可搬型フロール

ープ腐食試験装置では，単相流（分離熱水）配管と二相流配管において，短期（1週間）

ならびに長期（1 か月）の実証試験を実施し，腐食試験装置の実用化の目途を立てた。

また，データより材料表面における腐食・スケールのメカニズムについて様々な現象を

確認することができた。 

腐食・スケール発生リスクは地熱発電所運開までの開発や操業フェーズにおいて，利

用率の向上を図るためにも可能な限り低減していくことが望ましいものである。本研

究開発の成果は，地熱開発を目指す事業者にとっては，データベース等の過去の知見や

予測技術を利用することが可能になることで，事前に開発リスクを予見し，対策を講じ

易くすることが期待されるとともに，既存の発電所においても，利用率の向上に資する

技術であると期待される。 

本研究開発の成果を受けた今後の研究課題としては，サンシャイン計画におけるデ

ータベースでは取り扱っていない温度領域（300℃～370℃）におけるオートクレーブ材

料試験の実施によるデータベースの整備，二相流条件での安定した腐食試験方法の確

立，腐食試験における金属表面でのスケール形成による腐食抑制効果メカニズムの解

明，重金属スケール（アンチモン，ヒ素など）の金属表面での形成とその効果の解明，

対策技術のための新たな選択肢の導入（例えば，新しい金属材料や新しい腐食抑制剤な

どの技術情報の追加など），より強酸性の地熱環境下での実証試験による検証，等が挙

げられる。 

そこで，本事業では比較的データの少ない高温・低 pH環境における金属材料耐腐食

性能データ，ならびに酸性対策技術を基に，酸性熱水に対応した地熱発電プラントリス

ク評価システムを開発し，地熱開発事業者が酸性熱水を地熱資源として活用する上で，
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必要となる情報を提供できるシステムを開発することを目的とした。 

 

図Ⅱ-１ NEDO,1992での酸性熱水噴出坑井数のアンケート結果である 13.3%を基に

した  ポテンシャル 

(2.2.2)研究開発の概要 

本事業では，地熱開発事業者が酸性熱水対策を検討する際に利用可能な，“酸性熱

水に対応した地熱発電プラントリスク評価システム”を開発し，Webでの公開を行う

ことを目標とし，これを全体システム開発と位置付けた。全体システム開発を進める

上で，酸性熱水の利活用を進めていくための要素技術として，“最適材料選定に係る

技術開発”，“薬注法・シミュレーションによる腐食対策技術開発”を進めた。  
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表Ⅱ-1 研究開発目標と根拠 

 

(2.2.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は，2018 年 7 月 3 日より 2021 年 2 月 28 日であり，主な事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ-2に示す。 

開発項目 目標 設定根拠

Ⅰ.酸性熱水に対応し

た地熱発電プラント

リスク評価システム

開発

・高温（300-370℃），pH<3.0に対応し

たプラントリスク評価システムを開発

し，システムをWEB上で公開する。

本開発項目は，Ⅱ, Ⅲの要素技術で開発される腐食対策技

術や情報を，酸性熱水問題を抱える地熱デベロッパーが

活用しやすい形で提示し，酸性熱水資源の活用に至る一

助となることを目指すものである。本目標に対し，アク

セスし易い形での公開，流体性状による材料選定に係る

情報，必要なキーワードによる論文等の情報検索が可能

なシステムを構築することを目指す。

Ⅱ.最適材料選定に係

る技術開発

・高温（300-370℃），pH<3.0環境での

腐食材料試験，腐食予測式を組み込んだ

材料選定チャートを開発する。

酸性熱水を生産するケースでは、地表設備を含めたトラ

ブル回避のため、廃棄や転用がなされ酸性熱水の利用自

体が限られている実態がある。酸性熱水に対する腐食対

策としては、まず、ケーシングの腐食に対する対策を講

じていくことが優先される課題といえるが、耐腐食性能

の高い金属はコストが高く、費用対効果から使用は慎重

にならざるを得ない。そこで、各種既存金属材料の耐腐

食性能評価結果を本技術開発により精度を向上させるこ

とにより、いたずらに高価な材料を用いるのではなく、

耐用年数の見積もりとコストから適切な材料を選定でき

る判断材料を整備することが将来の酸性熱水資源の活用

に必要不可欠なため。

Ⅲ.薬注法・シミュ

レーションによる腐

食対策技術開発

・高温（300-370℃），pH<3.0に対応し

たインヒビター等の腐食防止効果のある

薬注技術に係る最新技術を調査・検証

し，対策手法に反映する。

・腐食シミュレーションにより腐食防止

効果を高める条件等の予測技術を開発す

る。

酸性熱水対策へのアプローチとしては，Ⅱ.の調査に基づ

く酸性環境に耐えうる金属の選定・使用に加え，薬注等

により熱水自体を腐食しにくい環境へ変えるアプローチ

がある。本手法は，すでに設置されているケーシング・

配管等に対する対策技術として活用できる点が重要であ

る。

また，シミュレーション手法により，腐食が進みやすい

箇所の推定や，スケールを付着させることによる腐食防

止の可能性等を予察できる技術を開発することで，腐食

環境の適切な把握・管理を可能にする。
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図Ⅱ-2 研究開発のスケジュール 

(2.2.4)研究開発の実施体制 

 

図Ⅱ-3 研究開発の実施体制 

 

 

研究開発項目
2018年度 2019年度 2020年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q
2
Q

3
Q

4
Q

Ⅰ．酸性熱水に対応した地熱発電プラン
トリスク評価システム開発

Ⅰ－１．酸性熱水に対応した地熱発電プラントリスク
評価システム開発

Ⅱ．最適材料選定に係る技術開発

Ⅱ－１．既存金属材料に係る腐食        の開発

Ⅱ－２．高温・低pH環境における金属材料腐食試験

Ⅱ－３．高温・低pH環境下における既存材料選定の
研究

Ⅲ．薬注法・        による腐食対策
技術開発

Ⅲ－１．酸性熱水に係る対策技術に係る調査

Ⅲ－２．実坑井試験によるインヒビターの腐食防止効
果の検証

Ⅲ－３．腐食シミュレーションによる予測技術の開発

検討委員会 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

フロー式腐食試験・過熱蒸気井試験・分析評価

腐食速度予測式改良

準備

予測技術の開発

概念設計

システム統合・動作検証

対策技術調査
インヒビター（        ）

実坑井試験・分析評価試験準備（装置改良・地点選定）

基本設計

実坑井試験による検証

対策技術調査
インヒビター（高温試験） 試験結果まとめ

エルボー部での検証
スケール成長予測

データベース整備、Cr当量腐食速度予測式改良

NEDO

地熱技術開発株式会社 国立研究開発法人
産業技術総合研究所

エヌケーケーシームレス
鋼管株式会社

■ 研究実施場所：
東京本社・盛岡事務所

■ 研究項目
① 酸性熱水に対応したリスク

評価システム開発
② 既存金属材料に係る腐食

データベースの整備
③ 高温・低pH環境における

金属材料腐食試験
⑤ 酸性熱水に係る対策技術調査
⑥ 実坑井試験によるインヒビ

ターの腐食防止効果の検証
⑦腐食シミュレーションによる
予測技術の開発

■ 研究実施場所：
再生可能エネルギーセン
ター（FREA：郡山）・
つくばセンター（つくば）

■ 研究項目
②既存金属材料に係る腐食

データベースの整備
⑥ 実坑井試験によるインヒ

ビターの腐食防止効果の
検証

■ 研究実施場所：
研究開発部（川崎）

■ 研究項目
③ 高温・低pH環境におけ

る金属材料腐食試験
④高温・低pH環境下におけ

る既存材料選定の研究
⑥ 実坑井試験によるインヒ

ビターの腐食防止効果の
検証

国立大学法人
京都大学

■ 研究実施場所：
大学院工学研究科
社会基盤工学専攻
資源工学講座
応用地球物理学分野
（京都）

■ 研究項目
⑦腐食シミュレーションに
よる予測技術の開発

委託

未利用地熱エネルギーの活用
に向けた技術開発検討委員会
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(2.2.5)事業の管理運営 

表Ⅱ-2 未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発 検討委員会 

 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 池内 準 元工業技術院東北工業技術研究所金属素材部長 

副委員長 倉田 良明 
元産業技術総合研究所東北センター超臨界流体研

究センター主任研究員 

委員 

～2020 年 3 月 
佐藤 公彦 

東北自然エネルギー株式会社 技術本部  

地熱事業部 副部長 

委員 

2020 年 4 月～ 
桑野 恭 

東北自然エネルギー株式会社技術本部 

地熱事業部 課長 

 

 

Ⅲ. 研究開発成果について 

本事業では比較的データの少ない高温・低 pH環境における金属材料耐腐食性能データ，

ならびに酸性対策技術を基に，酸性熱水に対応した地熱発電プラントリスク評価システ

ムを開発し，地熱開発事業者が酸性熱水を地熱資源として活用する上で，必要となる情報

を提供できるシステムを開発することを目的とした。 

 

①  酸性熱水に対応した地熱発電プラントリスク評価システム開発 

地熱発電プラントリスク評価システムを構成する機能として，腐食速度予測技術，

論文データベース，経済性評価モジュール，ならびに，腐食速度データのグラフ表示

機能を開発した。各モジュールは，新たに Visual Basic C#によるソフトウェア化を

行い，システムの統合化を完了した（図４）。開発した地熱発電プラントリスク評価

システムを用い，過去の事例による腐食速度・経済性評価等の検証を行った。 

 

②  既存金属材料に係る腐食データベースの整備 

 金属材料腐食・過熱蒸気井等の材料腐食関連の論文データベースの構築を実施した。

データベース化にあたり，各論文より書誌情報，データ選択を行うための要素として，

キーワード，論文内容，腐食対策，試験場所，を抽出するとともに，腐食試験条件と

して温度条件，pH条件，溶存成分，金属材料の各パラメータの整理を完了した。検索

プログラムの製作を完了し，リスク評価システムへの統合を行った。昭和 60 年度サ

ンシャイン計画研究成果報告書 地熱用材料の開発に関する研究，および，本事業成

果による腐食試験データをデータベース化し，各金属材料の腐食速度等をグラフ化す
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る機能を追加した。 

 熱水フロー式腐食試験装置を用いた腐食試験，葛根田で実施した腐食試験での金属

材料腐食重量変化，化学組成変化より Cr 当量を用いた腐食速度予測式の改良を行っ

た。 

 

③ 高温・低 pH 環境における金属材料腐食試験 

熱水フロー式金属材料腐食試験装置を用い，K55，TN80Cr13，TN95Cr13S，TN125Cr13U，

17Crを対象とし，pH2.5，3.0，3.5，温度 150℃，250℃，300℃，350℃の条件で試験

を実施した。その結果，温度が最も高い 350℃において腐食速度が速くなる予測を立

てていたが，実際には 300℃，250℃の方が腐食環境的に厳しいとの結果が得られ，腐

食速度予測式改良のための有意義な基礎データを得た。また，米国ガイザーズの生産

井を使用した過熱蒸気井における低 pH 凝縮水による腐食試験を実施し，各金属材料

における全面腐食速度，孔食に係るデータを取得した。今後，高エンタルピーの地熱

資源開発を進める上での材料面からの基礎データを得ることができた。 

 

④ 高温・低 pH 環境下における既存材料選定の研究 

③で判明した中間温度（250℃程度）において最も腐食状況が厳しくなる現象につ

いて，地化学シミュレーションにより地熱流体の pH に及ぼす硫酸，NCG 量，Cl-量の

影響を系統的に調査し，地熱流体の高温における pH 近似式を確立した。熱水フロー

式金属材料腐食試験で得た腐食速度データについて，試験温度および試験温度におけ

る pH（pH 近似式による）で回帰分析し，腐食速度予測式を確立した。熱水フロー式

金属材料腐食試験データにより材料選定チャートの改良を行った。 

 

⑤ 酸性熱水に係る対策技術調査 

環境適合性の高いインヒビターとして，6 種類のインヒビターについてスクリーニ

ング試験を実施し，有望なインヒビターの抽出を実施した。選定したインヒビターに

対し，過熱蒸気環境を含む室内試験を実施した。pH3.0，200℃環境においてインヒビ

ターを適用した実験を行った結果，隙間腐食に伴う腐食生成物による腐食が確認され，

隙間腐食に対する適用可能性が今後の課題として挙げられた。選定したインヒビター

に対して，室内試験結果，葛根田での実際の還元熱水を使用したインヒビター性能試

験を評価し，ランニングコストを含め取りまとめを実施した。 

 

⑥ 実坑井試験によるインヒビターの腐食防止効果の検証 

“フロー式ポータブル材料腐食試験装置”を用いたインヒビター性能評価に係る実

証試験を葛根田地熱地域の還元熱水を対象とし，2020 年 6 月 15 日～6月 26 日にかけ

て実施した。選定したインヒビターを使用し，インヒビター濃度の変化に伴う腐食速
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度に係るデータ，クーポンの腐食状況に係るデータを取得した。また，インヒビター

を使用しない条件での腐食データを取得し，腐食速度予測式の開発，ならびに腐食シ

ミュレーションにおいて活用した。 

 

⑦ 腐食シミュレーションによる予測技術の開発 

流れ場の乱れの影響で壁面の損傷（流れ加速型腐食）が発生する配管内オリフィス

のケースを対象に、流れ場による壁面剪断応力を用いる予測式を格子ボルツマン法に

よる巨視的シミュレーションを適用し、オリフィス配管の局所的な減肉，配管のエル

ボー部に発生する腐食現象をシミュレーションにより再現した。その結果，流れ場の

発生させる壁面剪断応力により，オリフィス配管の局所的な減肉，ならびにエルボー

部前後に局所的な減肉が発生することを再現した（図５）。また、エルボー部に腐食

の発生した配管内でスケール成長させるシミュレーションを行った結果、エルボー部

の下流側で腐食を補うようにスケールが付着することを確認した。更に，絶対時間を

シミュレーションに組み込めるよう、腐食・スケール付着双方の実験データ取り込み

の技術を確立した。葛根田地熱地域での腐食試験結果を用いることにより、他の材質

のパイプの腐食可視化を行った。また、スケールの生成条件の検証を実施し、腐食リ

スクを低減する条件を検証した。 

配管等表面での重金属腐食現象をモデル化するため，熱水の化学性状をベースとし

た Sb，As 鉱物の存在状態に係る熱力学データの収集・地化学シミュレータへの組み

込みを行った。As，Sbを対象とした熱力学モデルに基づく pH-水素フガシティによる

安定状態図から，重金属の沈積に係る地化学的状況の再現を行った。葛根田での実証

試験条件に対するモデル化を実施し，Sb，Asの生成機構を解析し，重金属腐食条件に

ついて明らかにした。 
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図Ⅱ-4 開発した地熱発電プラントリスク評価システムの概要 

 

 

図Ⅱ-5 腐食シミュレーションによるエルボー部に対する解析結果 
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表Ⅱ-3 特許，論文，外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発

表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

FY2018 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

FY2019 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 0 件 0 件 

FY2020 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約) 
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[最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅱ-4（１） 最終目標に対する成果と達成度 

事業項目 開発目標 成果 達成度 

① 酸性熱

水に対応し

た地熱発電

プラントリ

スク評価シ

ステム開発 

➢ 各モジュールを地熱発電プ

ラントリスク評価システム

に統合する。 

➢ 地熱発電プラントリスク評

価システムのソフトウェア

化を行う。 

➢ 過去の事例により、酸性熱水

に対応した地熱発電プラン

トリスク評価システムを検

証する 

➢ 腐食速度予測技術，論文デー

タベース，経済性評価モジュ

ールを統合。 

➢ Visual C#によるプラントリ

スク評価システムのソフト

ウェア化を完了。 

➢ 白水越，Salluraにおける事

例に対し適用し，リスク評価

システムの評価を実施した。 

○ 

②既存金属

材料に係る

腐食データ

ベースの整

備 

➢ 新規の腐食関連データ・文

献情報を追加し，項目①に

反映させる。 

➢ 金属材料腐食試験データを

もとにCr当量による腐食速

度予測式の改良を行う。 

➢ 論文のデータベース化検索

プログラム製作を完了し，リ

スク評価システムへ反映。 

➢ 金属材料腐食重量変化，化学

組成変化よりCr当量を用い

た腐食速度予測式の改良を

実施。 

○ 

③高温・低

pH環境にお

ける金属材

料腐食試験 

➢ “熱水フロー式金属材料

腐食試験装置”を用いた

金属材料腐食試験，米国ガ

イザーズでの過熱蒸気井

での腐食試験を実施し，基

礎データを取得する。 

 

➢ 5種類の金属材料に対し，

150℃，250℃、300℃、350℃

腐食試験を予定通り実施。  

➢ 過熱蒸気井（米国ガイザー

ズ）での腐食試験は、2020年

6月9日に終了し，露点腐食に

係る腐食データを取得した。 

○ 

④高温・低

pH環境下に

おける既存

材料選定の

研究 

➢ 熱水フロー式金属材料腐

食試験結果及びガイザー

ズ過熱蒸気井腐食試験結

果を基にした高温低pH環

境における腐食速度予測

式および材料選定チャー

トの改良。 

➢ 地化学シミュレーションに

より高温でのpH近似式を確

立した上で，腐食試験データ

を基に，回帰分析により腐食

速度予測式を確立した．ま

た，材料選定チャートの改良

を行った。 

○ 

⑤ 酸性熱

水に係る対

策技術調査 

➢ スクリーニングにより選

定されたインヒビターに

ついて，実験室での試験結

果，ならびに国内での実証

試験結果を取りまとめ，高

温・低pH環境での適用性に

ついてとりまとめる。 

 

➢ 葛根田にて暴露試験を実施

した試験片の解析結果，実験

室での性能評価試験結果を

踏まえ，インヒビターの適用

環境，ランニングコスト評価

を完了した。 

 

○ 
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[最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅱ-4（２） 最終目標に対する成果と達成度 

事業項目 開発目標 成果 達成度 

⑥ 実坑井

試験による

インヒビタ

ーの腐食防

止効果の検

証 

➢  国内の酸性熱水を生産する

地熱坑井において，インヒ

ビターの腐食防止効果を検

証するための実坑井試験を

実施する。試験は項目⑤で

検証したインヒビターのう

ち，腐食防止性能の高かっ

たインヒビターについて実

施する。 

 

➢ 葛根田地域還元熱水を使用

し，選定したインヒビターに

係る性能評価試験を2020年6

月15日～6月26日にかけて予

定通り実施。 

➢ インヒビター濃度の変化に

伴う，腐食速度に係るデー

タ，クーポン状況に係るデー

タを取得。 

○ 

⑦腐食シミ

ュレーショ

ンによる予

測技術の開

発 

➢ 流れ場による壁面剪断応

力を用いる予測式を格子

ボルツマン法による巨視

的シミュレーションを適

用し，実際の腐食やスケー

ル成長のデータを活かす

技術を開発する。 

➢ 実坑井試験にて得られた

腐食データを基に，重金属

スケールの生成条件の検

証を実施する。また，腐食

リスクを低減する条件の

検討を実施する。 

➢ オリフィス配管の局所的な

減肉，ならびにエルボー部前

後に局所的な減肉が発生す

ることを再現し，更に，絶対

時間をシミュレーションに

組み込めるよう、腐食・スケ

ール付着双方の実験データ

取り込みの技術を確立した。 

➢ 葛根田での実証試験条件を

対象とし，開発した重金属シ

ミュレーションを用いたモ

デル化を実施。Sb，Asの生成

機構を解析し，重金属腐食

条件について明らかにし

た。 

○ 
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Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

(1) 酸性熱水の資源化に向けたプラントリスク評価システム活用の方向性 

これまで熱水が酸性であることが判明した段階で，当該地熱資源の利用が断念される

ケースが多く見られた。今回開発したプラントリスク評価システムでは，金属材料の腐食

速度予測式より導かれた耐用年数とコストの面から適用の可否に係る予察を行うことが

可能となることから，酸性熱水資源の活用が進むことが期待される。ここでは，プラント

リスク評価システムの活用に向けた方向性を図６に示すとともに，その概要を以下に示

す。 

 

■ 予察フェーズ 

① 酸性熱水が生産した場合，もしくは，既に酸性貯留層であることが分かっている地域な

どに対して開発検討を開始する場合などにおいて，事業者がプラントリスク評価シス

テムを利用して，②の評価を実施することで開発方針に係る検討を行う。 

② 具体的には，腐食速度予測による各種金属材料の耐用年数の把握。および耐用年数から

試算される生産量を基に，金属材料の種類に対して 1kW 当たりの追加コストを試算す

る。 

③ プラントリスク評価システムの結果をもとに，当該地域での開発可能性，および適用可

能性のある材料の予備選定を行う。 

 

■ 詳細検討フェーズ 

④ 予察フェーズでの検討の結果，詳細検討の実施判断がなされた場合，フロー式ポータブ

ル材料試験装置（NEDOプラントリスク事業で開発）等を用いて選定した材料に対して，

現地での腐食試験を実施し，腐食速度の実測，表面解析により孔食等の状況を詳細評価

し，耐腐食性能・コスト面を含めた最適な材料を選定する。 

⑤ 更に，坑内ケーシング，地表配管，エルボー，圧力容器など，腐食の影響を受けやすい

箇所に対して，格子ボルツマン法による腐食シミュレーションを適用することで選定

した最適材料を特に使用すべき箇所の特定やパッチ等の腐食対策を施すべき箇所を特

定する。 

⑥ これらの結果を総合することで，地熱開発事業者が酸性熱水資源の利用方針を決定す

る一助とする。また，フロー式ポータブル材料試験装置を用いた現地腐食試験，腐食シ

ミュレーション等のコンサルタント業務，およびケーシングを始めとした販売事業に

つなげていく。 
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図Ⅲ-1 プラントリスク評価システムを用いた酸性熱水活用に係る評価の概念図 

 

(2) 将来的な酸性熱水活用の可能性と対策技術への期待 

 地熱デベロッパー各社に対し，酸性熱水資源の現状と酸性熱水が生産された場合の開

発意思，ならびに期待する対策技術についてのアンケートを実施した結果，酸性熱水が噴

出した経験のあるデベロッパーは 6 社であったが，酸性熱水を利用した経験のあるデベ

ロッパーは 3社であり，現状利用しにくい資源であることが伺える。 

 酸性熱水が存在する地域での賦存割合は不明のデベロッパーが多いが，回答のあった

地域では約 5%となっている。更に，蒸気生産量に対するポテンシャルとしては約 10%であ

った。すなわち，日本の地熱資源量（2,347万 kW）に対して 117万 kW，2030年エネルギ

ーミックスの目標である 140～155 万 kW に対して，7 万 kW 程度のポテンシャルが少なく

とも見積もられると期待される。 

 このような環境の中，デベロッパーの開発の意向は，良い技術があればすぐにでも開発

を進めたいデベロッパーは 10社中 5社，現状では計画は無いが，将来的には検討したい

と考えているデベロッパーは 9 社であり，多くのデベロッパーにて開発の意欲がうかが

える結果であった（表５）。また，期待する対策技術としては，コスト・耐用年数に見合

う金属材料の使用，腐食箇所のシミュレーション予測技術，pH 調整が多く挙げられてお

り，本技術開発で開発したプラントリスク評価システムによる最適材料の選定，および格

子ボルツマン法による腐食シミュレーション技術は今後の酸性熱水の活用に向けて利用

されていくことが期待される。なお，アンケートに協力いただいたデベロッパーに対し，

プラントリスク評価システムの配布希望調査を行った結果，10 社中 9 社より配布希望が

あり，期待度が伺える結果となったことから，将来的な未利用酸性熱水資源の活用の進展



個別テーマ(2.2 ) 15 

 

が期待される。 

表Ⅲ-1 酸性熱水の開発に対する事業者の意向 

 

 

 

以上 

 

 

  

項目 事業者数

①現状の技術で対応可能、賦存域の開発を進める。 1

②積極的に最新の対策技術を検討し開発を進めたい。 2

③現状では難しいが、低コスト化等良い技術があればすぐにでも開発したい。 2

④当面の開発計画はないが、将来的には開発したい。 4

⑤酸性熱水の開発は考えていない。 1
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個別テーマ（2.3） 

 

(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.3) 酸性熱水を利用した地熱発電システム実現に向けた耐酸性・低付着技術

の研究開発 

委託先：富士電機株式会社、国立研究開発法人海洋研究開発機構、 

国立大学法人東海国立大学機構 名古屋大学 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.3.1)事業目的 

日本における地熱資源全体に対して、酸性熱水を含むものは最大 30％程度と推測されて

いる。よって、酸性熱水を利用できるようになれば、利用可能な地熱資源量を

100%/70%=1.42倍化するとともに開発リスクを最小化することができる。よって、現在開

発対象とされている発電容量は 350MW 程度であるが、これを 500MW に引き上げることが

可能となる。また、再掘削などの開発リスクを低減することで地熱開発拡大が狙える。 

酸性熱水への対策のため、これまでに①酸性熱水性状の把握、②酸性熱水による地熱設

備毎の腐食挙動の調査、③腐食対策技術の調査、④酸性熱水利用の経済性評価などが行わ

れている。しかしながら、有効な対策として挙げられているのは耐食合金への材料変更や

薬品による中和程度であり、耐食性に関して酸性熱水利用に耐えうる水準に達していな

い。酸性熱水利用のための要素技術開発を実施することで、国内における地熱発電システ

ムの導入の拡大を狙う。 

 

(2.3.2) 事業概要 

酸性熱水では腐食性が従来よりも非常に過酷であることが予想されている（図Ⅱ-1）。

よって、酸性熱水を利用した発電システムの実現のためには腐食に対する対策が必須で

ある。また、タービンなどの地上設備においては高温高圧の地熱蒸気の温度・圧力が低下

する際に、蒸気中に溶解していたシリカが析出し流路閉塞する（シリカスケーリング）こ

とで、発電所停止の要因となる。これらの損傷モードは長期間に渡り発電所を停止させ、

稼働率を下げてしまい地熱発電プラントの発電量を大きく低下させることから、優先し

て取り組むべき課題である。 

そのため、本研究では①耐食性の向上、②シリカスケールの付着防止に向け、材料を含

めた表面改質プロセス開発、および製造基盤技術を確立する。具体的には、地熱発電シス

テムの構成機器の中でも急激な蒸気温度・圧力変化により最も腐食環境が激しく、スケー

ル付着が発生するコンポーネントであり、また、蒸気の熱エネルギーを回転エネルギーに
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変換する最重要機器である蒸気タービンを題材に飛躍的な耐食性と非付着性を付与する。

最も厳しい環境にあるタービンの課題が解決できれば、他の発電機器についても同様に

課題が解決可能であると考える。 

地上設備において、蒸気タービンの過酷な腐食部位に対して飛躍的な耐食性を付与す

るために、以下の基礎技術開発により、これまで実現できていないフラッシュ方式酸性熱

水利用地熱発電の実現を目指す。図Ⅱ-2 に地熱蒸気タービンへの各技術の適用箇所を示

す。表Ⅱ-1に開発目標を示す。 

 

項目１．材料に対して腐食環境遮断を行う「レーザを用いた金属/フッ素樹脂直接接合」 

項目２．スケール非付着化のための「炭素系薄膜による低付着表面改質技術」 

項目３．腐食の要因となる蒸気中の水滴の高効率捕集のための「粒子法による水滴挙動計

算」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1 酸性熱水における想定環境 

（酸性熱水の対策技術等に関する調査研究,NEDO,1993より抜粋） 
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図Ⅱ-2 地熱タービンに対する各技術の適用先 

表Ⅱ-1 研究開発目標と根拠 

 

  

地熱発電用タービン断面図

蒸気入り口での
過酷なスケーリング

Cl/SO4/H2Sの多く低pHの凝縮水によるSCC

Cl/SO4/H2Sの多く低pHの凝縮水によるエロコロ

蒸
気

静翼 動翼

スケール

流路
閉塞

低pHでは、翼材が不働態被膜形成できなくなる。
顕著な減肉が懸念。
⇒③ドレンキャッチャにより腐食性水滴を捕集

樹脂貼付け
⇒環境遮断

SCC発生箇所

タ
ー
ビ
ン
ブ
レ
ー
ド

脚部

【必要要件】
耐酸高密着な樹脂選定

翼の脚部嵌合部（スキマ）で
腐食による割れ（SCC）が発生する。
⇒①樹脂を接合し、腐食環境から保護

水滴発生

水滴捕集溝
（ドレンキャッチャ）動翼

静翼

【必要要件】
水滴挙動の

見える化・計算
モデル構築

蒸気中の不純物が翼面で析出・堆積
（スケール）により流路が閉塞する。
⇒②コーティングによりスケールの非付着な

表面を創生する。

翼表面への非付着膜をコーティング

【必要要件】
低付着な材料組成解明

研究開発項目 目標 選定理由

(1)耐食性向上：
レーザを用いた金属/フッ素樹脂接合
技術の研究開発

実機模擬環境における寿命確保
【最終目標】
・酸性熱水環境にて腐食寿命を1000時間以
上とする。
・密着強度：界面剥離をなくす。
・施工コスト：5万円/本以下とする。

富士電機では、地熱環境を基に応力、環境条件
での加速により過酷な試験条件を設定し、信頼性
試験を実施している。実機の腐食状況から、加速
条件での1000時間試験は実機20年以上に相当
すると評価されている。
（更新）

⇒実験的に算出した酸性熱水環境での加速係
数から、1000→3000hrに変更。3000hrで12年
評価可。従来地熱でも10年程度で翼交換す
ることがあるため、寿命12年を目標とした。

(2)スケール付着抑制：

炭素系薄膜による低付着表面改質
技術の研究開発

炭素膜によるシリカ付着抑制

【最終目標】
・シリカ付着特性：シリカ付着を従来比1/8と
する。
・施工コスト：10万円/本以下とする。

スケーリングが激しいプラントでは、半年ほどでス
ケーリングによりタービンが停止することがある。
タービン停止までの期間を半年から4年（通常の
点検期間）に延長することが求められる。

(3)耐食性向上：

粒子法に基づく水滴捕集機構位置の
最適化

水滴挙動計算に基づくドレンキャッチャの位
置最適化および捕集効率の検証

【最終目標】
・水滴捕集量を10%以上向上させる。

腐食性凝縮水の排出により上記２研究項目の効
果を最大化。

【副次効果】効率向上
湿り度１％上昇につき１％効率低下
水滴除去により効率向上
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(2.3.3)事業スケジュール 

事業スケジュールを図Ⅱ-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-3 研究開発のスケジュール 

  

研究開発項目
2018年度 2019年度 2020年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

1．金属/フッ素樹脂接合技術
①接合候補材の選定
①-1：材料調査
①-2：接合性評価による材料選定
②接合高密着化
②-1：接合プロセス最適化
②-2：耐食性の検証

2．炭素系薄膜による低付着表面改質技術
①炭素膜の可能性見極め
①-1：水素含有による低付着効果の検証
②シリカ低付着化技術の開発
②-1：水素量と欠陥量の関係解明
②-2：欠陥量可変成膜法の確立
②-3：炭素膜組成最適化
②-4：低付着性能の検証

3. 粒子法に基づく水滴捕集機構位置の最適化
①液膜流動と液滴の飛散挙動の計算モデルの構築
①-1：性状等の調査
①-2：翼の回転と形状に関連する液滴コードの開発
①-3：タービン翼上の液滴流動コードの開発
②水滴飛散を模擬した試験評価法の確立
②-1：水滴測定法の確立
②-2：仕様検討
②-3：スピンテスタ改造
③ドレンキャッチャの位置最適化
③-1：水滴捕集性能の検証

富士電機

ヒロテック

富士電機

名古屋大学

岐阜大学

富士電機

海洋研究開発機構
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(2.3.4)研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-4 研究開発の実施体制 

 

 

  

NEDO

国立大学法人東海国立大学
機構 名古屋大学
・低付着炭素膜の開発
(組成・欠陥評価)

23.9百万円

国立大学法人東海国立大学
機構 岐阜大学
・炭素膜組成制御成膜技術

10.3百万円

国立研究開発法人
海洋研究開発機構

・水滴捕集機構の最適化
技術

23.0百万円

富士電機株式会社
・タービン適用技術
・腐食寿命、シリカ付着評価
・水滴挙動可視化技術

98.3百万円

株式会社ヒロテック
・樹脂金属接合技術

24.0百万円

委託（NEDO負担1/1）

再委託 再委託
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Ⅲ. 研究開発成果について 

本事業では, 酸性熱水の活用時に想定される腐食、スケーリング対策に向け、下記 3項

目の研究開発を実施した。酸性熱水利用地熱タービン実現に向けた必要機能（腐食対策、

スケール対策）のための要素技術の確立を完了した。 

(1) SCC対策：レーザを用いた金属/フッ素樹脂直接接合 

(2) スケール対策：炭素系薄膜による低付着表面改質 

(3) 腐食対策：粒子法による水滴挙動計算 

 

(1) レーザを用いた金属/フッ素樹脂直接接合 

図Ⅲ-1 にタービン材に対する樹脂接合プロセスと接合体例を示す。タービン材に

0.1mmの樹脂を置き、ローラで加圧しながらレーザでタービン材/樹脂の界面を加熱す

ることで強固な接合行われる。図Ⅲ-2にタービン翼への樹脂貼付け方法を示す。ター

ビン翼の割れ発生位置よりも広範囲に樹脂を貼付けることで、腐食しろを設ける。腐

食しろが全面的に腐食されたタイミングを寿命と定義した。 

図Ⅲ-3 に樹脂とタービン材（金属）の断面図を示す。樹脂接合界面は金属表面の酸

化膜を介して、樹脂と接合されており、酸化膜との接合性の良い構造を有する樹脂種

の選定が重要となる。 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-1 接合プロセス    図Ⅲ-2 タービン翼への貼

付け方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-3 樹脂/金属接合界面 

ブレード

応力腐食割れ

接合端面から腐食

ロータ

フッ素樹脂

タービン
ブレードレーザ

樹脂
（ｔ０.1）ローラ

基材：１３Cr鋼

酸化膜

樹脂

タービン材
（13Cr鋼）

酸化膜
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レーザの透過性、耐酸性、入手性から、候補となる樹脂を 3 種（以下樹脂 A,B,C と表

記）を抽出した。樹脂 A,B,C について、高密着が得られるよう、レーザによる接合加熱

温度の最適化、加圧力の最適化、タービン材の表面状態の最適化を行った。特に耐食性

の優れる樹脂 B,C について、3000hrの腐食試験により寿命評価を実施した。図Ⅲ-4に腐

食試験環境を示す。地熱ではタービンに蒸気が流入する前に、セパレータで汽水分離を

行い、腐食成分の大半は熱水側に除去される。よって、図Ⅱ-1から想定される熱水環境

を加速環境、蒸気に想定される腐食環境を実機環境として定義し、腐食試験から加速係

数を算出した結果、35 倍であった。この加速環境における 3000hr（3000hr×35≒約 12

年）の腐食試験結果を図Ⅲ-5 に示す。樹脂 C において、16 年相当の腐食寿命が得られ、

目標を満足することを確認した。上記より、酸性熱水環境においてタービンに懸念され

る SCC(応力腐食割れ)を防止でき、タービンの一般的な運用(4年毎の定期点検)で対応可

能な SCC対策の要素技術を確立できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-4 腐食試験環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-5 腐食試験結果 

  

腐食試験条件 Corrosion Condition

加速係数
対象

Cl-

(ppm)
H2S

(ppm)
pH

Temp.
(℃)

不純物、水分９９．９９％除去 3.5
―
飽和

4.0 60 1

酸性熱水の最も過酷条件
35000

―
飽和

2.5 60 35
加速環境

実機想定環境

【加速環境】
酸性熱水の最も
腐食成分の多い性状

2相流
熱水
蒸気

フラッシャ

タービン

復水器
熱水
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セパレータ

【実機環境】
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12年
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(2) 炭素系薄膜による低付着表面改質 

図Ⅲ-6 に金属表面と炭素膜表面におけるシリカ付着機構の想定図を示す。金属表面

は水と反応することで多数の OH 基が発生することが想定される。OH 基はわずかに正

電荷を帯びており、重合途中のシリカは負電荷を帯びる場合がある。よって、これら

が電気的に引き合うことでシリカが付着する可能性がある。そこで、金属よりも反応

性の低い炭素膜によりシリカの付着部位の低減に取り組んだ。炭素膜においても欠陥

が存在する場合があり、この炭素膜欠陥が金属表面同様に OH基を形成する可能性があ

る。そこで、炭素膜の成膜時に他元素を導入し、炭素による欠陥を終端することで更

なるシリカの低付着化を狙った。図Ⅲ-7にシリカ付着試験法を示す。地熱熱水を模擬

するため、シリカの元となるケイ酸を含溶液中にタービン材と炭素膜を浸漬後、溶液

を乾燥させ、シリカを析出付着させる手法を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-6 シリカ付着機構の想定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-7 シリカ付着試験法 
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図Ⅲ-8 にシリカ付着試験前後のシリカ付着の様子を示す。タービン材では全面的にシ

リカが付着し、全体が白色にみえる。炭素膜では、シリカの付着面積が低減しており、素

地が見える領域が見られる。他元素を含有させた炭素膜では更にシリカ付着面積が低減

し、大部分で素地の色が見られる。図Ⅲ-9 に各材料におけるシリカ付着量を示す。シリ

カの付着量を SEM－EDX による成分分析によりシリカの主成分である Si 量を測定し、付

着量とした。タービン材と比較して、炭素膜では約 1/5、炭素膜に他元素を含有したもの

では約 1/25となることを確認した。炭素膜に他元素を含有した膜において、目標の低付

着量 1/8を満たすことを確認できた。上記より、酸性熱水環境においてタービンに懸念さ

れるスケール付着を抑制でき、タービンの一般的な運用(4年毎の定期点検)で対応可能な

スケール対策の要素技術を確立できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-8 シリカ付着試験前後のシリカ付着の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-9 各材料におけるシリカ付着量 
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(3) 粒子法による水滴挙動計算 

 図Ⅲ-10にタービン内で発生する水滴飛散の概略図を示す。タービン内では蒸気を回

転力に変換する際に、蒸気温度・圧力が低下していき、飽和蒸気温度圧力を下回った際に

水滴が凝縮する。タービン内で発生した水滴はタービン翼に付着たのち、蒸気流と遠心力

によりタービン翼の先端から飛散する。この水滴は腐食成分が濃縮する可能性があるこ

と、発電効率の低下要因となることから、タービン系外への排出が重要となる。タービン

ケーシングにはドレンキャッチャと呼ばれる水滴を排出する構造があり、水滴の飛散位

置・量を見える化し水滴の飛散量が多い箇所にドレンキャッチャを設けることで腐食寿

命向上とともに発電効率向上が見込める。そこで、水滴飛散の計算モデルの構築と、ター

ビンを模擬した回転試験体による水滴飛散量の実測を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-10 タービン内での水滴発生と飛散までの概略図 

  

遠心力と蒸気流に
運ばれ翼端のどこ
かから飛散する

飛散した水滴を捕集し、系外へ排出する。
捕集水滴量が多いほど、腐食寿命向上、
発電効率向上が見込める。

水膜形成 水滴飛散
水滴捕集

（ドレンキャッチャ）水滴発生

飽和蒸気線

蒸気流
遠
心
力

蒸気温度・圧力低下により、
飽和蒸気線の後段で水滴が発生

水滴が翼に付着
水膜・水脈を形成

水滴飛散に応じた
箇所に設置することで
水滴収集量を最大化する。
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図Ⅲ-11にタービンの遠心力と蒸気流を考慮した計算モデルによるタービン翼表面にお

ける水滴移動軌跡を示す。大部分の水滴は翼の後縁側に運ばれる様子が見られる。翼の

先端に到達する前に前縁もしくは後縁に到達した水滴は翼から脱離するものと翼端を伝

って先端に運ばれるものがあるものと考えられることから、翼先端では前縁部と後縁部

にて、水滴量が多くなるものと推察される。従来は主に、翼後援から飛散する水滴を捕

集しており、翼前縁が新たな捕集対象となる可能性が示唆された。 

図Ⅲ-12にタービンを模擬した回転試験体における水滴飛散分布を示す。複数のスリッ

ト分けされたドレンキャッチャ模擬体にて、水滴捕集量を N=3で測定した。翼後縁に当

たる７番スリットで最も水滴量が多く、翼前縁 4番スリットは 5,6番スリットとほぼ同

等の量となった。本回転試験では、蒸気流の効果は模擬できておらず、遠心力のみの効

果をみており、実際には 5,6番よりも 4番（翼前縁）において水滴量が多い可能性があ

る。従来捕集していた水滴量を 7番（翼後縁）、新たに捕集できる水滴量を 4番（翼前

縁）と仮定すると 4番＋7番/7番＝1.57となる。よって、新たに翼前縁の水滴を捕集対

象とすることで最大で 57%の水滴捕集効果が得られる可能性がある。上記より、酸性熱

水環境においてタービンに懸念される腐食性凝縮水による腐食を防止でき、かつ、ター

ビン効率が向上できる要素技術を確立できた。なお、本成果における腐食性凝縮水除去

量による腐食寿命向上効果は別途検証を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-11 水滴挙動の計算結果（蒸気流＋遠心力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-12 水滴飛散量の測定結果（遠心力） 
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表Ⅲ-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発

表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2018 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

2019 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

2020 1 件 ０件 １件 1 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約) 
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 [最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅲ-2 最終目標に対する成果と達成度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

研究項目 成果 達成度

レーザを用いた
樹脂/金属接合

技術
の研究開発

【最終目標】
・耐食性
酸性熱水環境にて
腐食寿命を1000時間以上。
⇒3000hr以上（12年相当）
・密着強度：界面剥離なし。
・施工コスト：5万円/本以下。

・耐食性：腐食寿命3000hrにて界
面剥離なし@樹脂B
⇒樹脂Bで16年

・施工コスト：3.2～3.4万/本

100％

炭素膜による

低付着表面改質
技術

の研究開発

【最終目標】
・シリカ付着特性
シリカ付着を
従来比1/8とする。
・施工コスト：
10万円/本以下とする。

・低付着：炭素膜中に他元素を含
有することでシリカ付着
量を最大1/20まで低減。

・施工コスト：上記膜構成にて2.6万
円/本

100％

粒子法による
水滴挙動
計算技術
の研究開発

【最終目標】
・水滴捕集量を
10%以上向上させる。

・水滴捕集量：

タービン構造を模擬した回転試験
および計算にて、水滴飛散量が多
い箇所を明確化。水滴捕集量が
最大57%向上する可能性あり。
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Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

(1) 実用化の見通し：開発技術のコスト評価 

(1-1)レーザを用いた樹脂/金属接合  

タービン翼脚部への施工を想定してコストを評価した。図Ⅳ-1に樹脂接合箇所を示す。

試算の前提としては、翼 1 本に対して 6 か所接合、接合費、樹脂材料費から計算してい

る。施工コストは翼 1本あたり 3.2～3.4万円となった。従来の地熱タービンでは腐食対

策として、ショットピーニングと呼ばれる表面処理を行っており、この施工コスト以下と

なるため、実用性のあるコストであるものと考えらえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-1 タービン翼への樹脂接合箇所 

 

(1-2)炭素膜による低付着表面改質 

 スケール付着の激しい初段静翼への施工を想定してコストを評価した。図に翼の例を

示す。試算の前提としては、翼面全面への施工、炭素膜成膜費、翼材料費、治具費から計

算している。施工コストは翼 1本あたり 2.6万円となった。従来の地熱タービンでは、本

成膜対象である初段静翼において、チタン翼を用いる場合があり、この施工コスト以下と

なるため、実用性のあるコストであるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-2 タービン翼への炭素膜成膜範囲 

  

接合箇所（6か所）

タ
ー
ビ
ン
ブ
レ
ー
ド

脚部

背側 腹側

樹脂の接合箇所



個別テーマ(2.3) 15 

 

 (2)実用化に向けた取組：残課題と取組 

 本成果では酸性熱水利用地熱タービン実現に向けた要素技術の確立まで完了した。

今後は実用化に向け、実機形状への適用技術を確立した後、実証による性能評価を行う

計画である。下記に次フェイズとして想定している実機形状への適用技術における取

組を示す。 

 

 (2-1)レーザを用いた樹脂/金属接合  

実翼の脚部は図Ⅱ-2 に示す通りの曲面形状を有している。よって、接合プロセスの曲

面形状化が課題である。本事業では、主に平板への接合プロセスを確立しているため、

平面から曲面に接合プロセスを拡張に取組む。具体的には、曲面形状に応じた樹脂シー

トの加圧手法、接合界面のレーザによる温度制御手法を確立する 

 

 (2-2)炭素膜による低付着表面改質 

 実翼の翼面は図Ⅱ-2に示すように曲面形状を有しており、この翼面全体が成膜対象と

なる。よって、翼面全体における均一な炭素膜の成膜手法の確立が課題である。本事業

では、平面、小片における炭素膜の成膜評価を行っていたため、平面から曲面へ成膜プ

ロセスを拡張する。具体的には、曲面形状においても均一厚さで成膜が出来るよう翼を

成膜中に回転できる成膜治具構造の検討を行う。また、炭素膜は薄く耐久性における課

題が懸念されるため、炭素膜と硬質膜の複合による高耐久化膜構成の解明に取り組む。 

 

(2-3) 粒子法による水滴挙動計算 

本事業では、翼 1 段分を想定して計算モデルの構築および実験による水滴量の実測を

実施した。図Ⅲ-10 に示す通り実際のタービンでは複数段において、ドレンキャッチャ

による水滴捕集を行っており、タービン全体での水滴捕集効果を検討することが求めら

れる。よって、タービン全体の水滴捕集効率の見える化が課題となる。そこで、タービ

ンサイズの大規模モデル化への規模拡張により水滴捕集効率を見える化し、タービン全

体における水滴捕集効率を検証する。また、本事業における計算モデル、実験は主に遠

心力効果を主な対象とていたため、蒸気流の効果との複合化により精度向上にも取り組

む。また、本成果における水滴捕集量を実現した際に得られる腐食抑制効果について、

腐食試験による寿命検証を併せて実施する。 
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個別テーマ（2.4） 

 

(2)地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.4) 酸性熱水利用のための化学処理システム開発 

委託先：西日本技術開発株式会社、国立大学法人九州大学、 

国立大学法人富山大学 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.4.1)背景と目的 

地熱発電所では、掘削した生産井から酸性熱水が噴出する場合や生産を続けるうちに

熱水が中性から酸性に変化する場合がある。その際には、生産井や地上設備、還元井の

配管に腐食が生じると共に、中性熱水と混合した場合にはスケールが配管やセパレータ、

還元井内に多量に生成するなどのトラブルが生じている。このため、現状では酸性井は

未利用であるか、利用できても定期的な配管の交換やスケール洗浄を行っており、地熱

発電所を運営する上での課題となっている。 

海外では酸性井坑内に中和剤を注入して腐食を抑制する先行事例もあるが、薬注管が

腐食や劣化により破損するとともに、中和処理によりスケールが生成するトラブルが報

告されている（図Ⅱ-1）。本研究は、酸性熱水による配管腐食やスケール析出を防止する

化学処理技術や配管被覆技術を中心に開発を行い、未利用酸性熱水の有効活用を図るも

のである。このため、海外などの先行事例を参考にして、生産井から地上配管、還元井

まで考慮した酸性熱水利用に適した効率的で経済性の高い最適な化学処理システムを

構築する。 

 

 

（Akazawa & Itoi, 2009 に加筆） 

図Ⅱ-1 中和システムの概要 
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(2.4.2)実施内容 

本研究では、中和剤や腐食抑制剤を生産井坑内に注入することで酸性熱水を利用可能

にすることを目的として、以下の項目を実施した（図Ⅱ-2）。 

 

(1) 酸性熱水の化学処理技術開発 

酸性熱水の中和に適切なアルカリ溶液や防食剤を、腐食抑制とスケール生成抑制の両

面から評価した。タイプの異なる複数の地熱発電所の熱水を用いて、室内および現地で

の試験を実施し、複数の熱水や試験条件において薬剤の有効性を評価した。その結果か

ら、モデルフィールドに適した薬剤やその添加条件を選定した。 

 

(2) 材料コーティングによる防食技術開発 

本テーマでは、金属表面にシリカスケールあるいは耐食性のある物質を被覆して防食

する技術の適用性を評価した。スケールや耐食性のある物質で被覆した金属片を作成し、

上記と同様の試験で腐食抑制効果を評価した。 

 

(3) 酸性熱水利用システム設計 

文献・事例調査や上記の結果に基づき、モデルフィールドを想定して安定した酸性熱

水利用や低コスト化を考慮した中和や腐食抑制剤添加システムの概念設計を行った。そ

れに基づき、システムの設置コストや運転コストの積算を行った。 

 

 

図Ⅱ-2  事業概要 
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(2.4.3)実施期間と工程 

本研究の実施工程は、表Ⅱ-1 に示すとおりである。 

 実施期間：2018 年 7 月 3 日～2021 年 5 月 31 日 

 

表Ⅱ-1  実施工程 
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(2.4.4)開発目標と達成状況 

 本研究の開発目標と達成状況は、表Ⅱ-2 のとおりである。 

 

表Ⅱ-2  開発目標と達成状況 

事業項目 開発目標 達成状況 

1.酸性熱水

の化学処理

技術開発 

 

 

薬剤注入管、地

上配管の腐食を

抑制すると共

に、薬剤添加後

にスケールが生

成しない条件を

提案する。 

➢ 腐食抑制剤や中和に関する試験を行った結果、八丁

原で腐食とスケール生成を共に抑制する条件として

pH=4～5 を選定。 

➢ 中和後のスケール生成を抑制するには、鉄イオンの

反応抑制や pH のコントロールが有効。 

➢ 熱水の化学組成によっても異なるが、鉄イオンの反

応抑制には EDTA・4Na 等、中和処理後に中性熱水と

混合する場合には緩衝作用のある EDTA・4Na、酢酸

Na、シュウ酸 Na、中和地点近傍の局所的な pH 上昇

によるスケールを抑制するにはシュウ酸 Na や酢酸

Na の添加が有効。 

2.材料コー

ティングに

よる防食技

術開発 

薬注管の内外に

おいて、腐食が

抑制できる条件

（配管材質、調

整後の熱水 pH 

等）を提案す

る。 

➢ 溶射（Ni4 種合金，Ti，50Ni50Cr）やシリカスケー

ル，ナノバブルによるコーティング効果を確認する

耐食試験の結果より、酸性熱水および NaOH 溶液への

耐食効果が共に高い材質は、SUS304、Alloy825 に次

いで溶射材（Ni4 種合金）であった。 

➢ Ni4 種合金溶射は、酸性熱水中でもシリカのコーテ

ィング効果が得られ、耐食効果が持続することが期

待できる。 

3.酸性熱水

利用システ

ム設計 

年間のシステム

稼働率が 80％

以上で、かつ、

経済性のある

（導入費用やラ

ンニング費用の

総コストより発

電電力量アップ

による売り上げ

が上廻る）シス

テム設計を提案

する。 

➢ 中和処理を行うことにより酸性井の稼働率を過去 2

年の平均（定修を除く）87％から 96％に上げられる

見込み。 

➢ モデルフィールドの酸性熱水対策としては NaOH に

一部 EDTA･4Na を添加した中和処理が有効である。 

➢ そのための設備の概念設計を行った結果、10 年以内

に設備費の回収が見込める。 
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(2.4.5)実施体制 

本研究の実施体制は、図Ⅱ-3 のとおりである。 

 

図Ⅱ-3  実施体制 

 

技術推進委員会委員 

倉田 良明：元産業技術総合研究所東北センター 主任研究員 

竹中 照雄：出光興産株式会社 資源部 地熱事業室 チーフエンジニア 

松尾 哲也：九州電力株式会社 エネルギーサービス事業統括本部 火力発電本部 

地熱運営グループ長 
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Ⅲ. 研究開発成果について 

 地熱発電所で酸性井を利用する方法の一つとして、化学的処理に関する検討を行った。

主な成果は以下のとおりである。 

① 既存資料調査の結果、生産井坑内で中和処理を行う際の課題は、pH 上昇に伴うスケ

ール生成や薬注管の破損、坑内トラブル、高コストなどであった。また、ほぼ同じ

条件で試験していてもその効果やスケール生成状況には地域による差が生じており、

それぞれの熱水の化学組成に応じて最適な条件を選定する必要のあることが示され

た。 

② 複数の地熱熱水で腐食試験を行った結果、いずれも pH＜4 で腐食が顕著であり、pH

＞6 でスケールの生成が顕著となった（図Ⅲ-1）。予測計算でも同様の結果が得られ

た。特に、塩濃度が非常に高い場合や鉄濃度が高い場合は、他の熱水に比べてスケ

ールが生成しやすく、pH のわずかな上昇で急速にスケールトラブルを招く恐れがあ

る。 

③ 中和に伴うスケールトラブルを回避するためには、鉄イオンの反応性を抑制するこ

とや局所的な pH の上昇を抑制することが重要である。これまでの事例では酸性熱水

の中和剤としては NaOH 溶液が使用されることが多いが、スケールトラブルを回避す

るには、NaOH 溶液の濃度を下げることやキレート剤、pH 緩衝作用のある薬剤の使用

が有効であり（図Ⅲ-2）、それぞれの熱水の化学組成や中性熱水との混合の有無など

に応じて、適した薬剤を選定する必要がある。 

④ 本手法をフィールドに適用するには、薬剤を添加した際のスケール生成状況の違い

を短期間で評価する必要があるため、スケールセンサーや金属片の表面分析を利用

したスケール評価手法の確立を行った。 

⑤ 金属表面への溶射（Ni4 種合金，Ti，50Ni50Cr）やシリカスケール，ナノバブルによ

るコーティング効果を確認する耐食試験の結果では、酸性熱水および NaOH 溶液への

耐食効果が共に高いのは、SUS304、Alloy825 に次いで溶射材（Ni4 種合金）であっ

た。高温下で Ni4 種合金を溶射した金属片を酸性熱水に浸漬した試験では、他の金

属片に比べて金属表面がシリカで覆われていたことから、酸性熱水中でもシリカの

コーティング効果が得られ、耐食効果が持続することが期待される。 

⑥ モデルフィールドの酸性熱水対策としては、NaOH 溶液に一部 EDTA･4Na を添加して

pH=4～5 に調整する中和処理が有効と考えられる。その場合の設備の概念設計およ

びコスト試算を行ったところ、10 年以内に設備費の回収が見込める結果が得られた。 

 

また、本研究で得られた成果は、これまでに学会や雑誌にて発表した（表Ⅲ-1）。 
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図Ⅲ-1  熱水の pH による腐食・スケール生成状況の変化 

 

 

 

図Ⅲ-2  酸性熱水を各薬剤で中和処理した後のスケールの重量と化学組成 
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表Ⅲ-1  特許、論文、学会発表など 

 特許 論文 学会発表・講演 新聞等への掲載 

2018 年度 0 件 0 件 0 件 1 件 

2019 年度 0 件 0 件 10 件 0 件 

2020 年度 0 件 4 件 2 件 0 件 

2021 年度 0 件 0 件 5 件 0 件 

 

 

 

Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

 

1.中和処理システム 

本研究では、1 か月間の実証試験を予定していたが、酸性熱水を噴出する生産井の停

止により実施不可能となった。今後、実証試験可能な生産井が確保できた後に、改めて

実用化試験を行い、薬剤注入管の耐久性などを確認する。また、今回は鉄の反応性を抑

制する薬剤として EDTA･4Na を選定したが、今後、他の薬剤についても検討を進め、より

経済性の良いシステムへの改良を行う。その後は、本技術を用いて実際の生産井運用へ

の適用を実施できると考えている。本研究においても複数の地熱流体を対象として基礎

試験を実施したが、事業化フェーズでは更に多様な熱水性状の地熱地域に適した薬剤の

選定を行い、更なる技術改良と導入拡大に努める。 

 

2.評価手法 

 上記の中和処理システムを他の地熱発電所に適用する際には、その地域の熱水を用

いて最適な薬剤や添加条件を選定する必要がある。その際には、本研究で九州大学や

富山大学が開発した薬剤添加による腐食やスケール生成の抑制効果を速やかに評価す

る以下の手法が活用できる。 

・ 酸性熱水による金属腐食防止を評価する手法として、フロー式オートクレーブを用

いた現地評価方法を確立した。この装置を用いることにより、高温高圧下でアルカ

リ添加や腐食抑制剤添加による腐食抑制効果の評価が可能となり、他地域で類似の

評価を行う際に有用である。 

・ 地熱流体から沈殿するスケールの種類や沈殿速度を短時間（数時間～半日）で評価

できるスケールセンサーの開発を行った。このセンサーは、装置の小型化やポータ

ブル化を行い、かつ誰にでも利用できるように改良中であり、様々な地熱地域へ今

後の適用が期待される。 

・ 酸性熱水の中和処理や、中性熱水との混合による熱水化学組成の変化やスケール生

成の可能性を、シミュレーションを用いて予測することができた。特に、酸性熱水
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のアルカリ中和で、どの pH に調整するかを、Fe 濃度変化を軸に予測することがで

きているため、本手法を用いれば、他地域での酸性流体の処理方法を検討する際の

貴重な手法となる。 

・ 酸性熱水を含む幅広い熱水からのスケール生成の初期の元素挙動を評価可能な手法

（テストピース浸漬法とその表面の元素分析法（SEM-EDX と LA-ICP-MS の組み合わ

せ））の基礎を確立したが、これをさらに発展させたスケールモデリング技術とすべ

く、引き続き 2021 年度の NEDO 地熱発電導入拡大研究開発/地熱発電高度利用化技

術開発にて取り組み、AI の利活用も含めて実用化への歩みを進める。 

・ 酸性熱水のアルカリ中和時のシリカスケール形成に関与する元素挙動（ケイ素・鉄

など）やアルカリとスケール生成因子抑制剤を同時に加えた場合の中和による元素

挙動の解明にも目途がついたところである。本手法だけでも適用可能な酸性流体が

多くある（実用化）と思われるが、今後、直接的にシリカスケールの生成を抑制す

るインヒビターについても検討を進めたい。 

 

以上  
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個別テーマ（2.5） 

 

(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.5) 地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

委託先：地熱技術開発株式会社，西日本技術開発株式会社， 

三菱パワー株式会社， 

学校法人早稲田大学 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.5.1)背景と目的 

2015 年 7 月に、経済産業省がエネルギー基本計画の方針に基づき決定した「長期エ

ネルギー需給見通し」において、地熱発電は、2030 年度の電力の需給構造の電源構成

における総発電電力量 10,650億 kWhのうち、1.0～1.1%程度（設備容量 140～155万 kW

相当）が見込まれている。 

このため、2030 年度の目標達成に向けて、地熱発電への取り組みを加速化する必要

があるが、設備容量と同時に発電電力量の目標を達成するためには、発電所の設備利用

率を既設（約 50 万 kW）と新設（約 100万 kW）を合わせて平均 83%程度まで向上させる

必要がある。しかしながら、現状の老朽化が進んだ既設発電所の設備利用率は 54%に過

ぎない。 

設備利用率の向上には、地下資源量の安定的な維持とともに、発電プラントの設備不

具合を予兆して早期に異常を検知することで、未然に発電プラントの停止事故を予防

することや、日々変化する生産井の生産状況に応じた坑口弁の制御による最適な合流

条件の決定などが求められる。 

現在は、運転員の経験に基づき実施しているこのような地熱発電所の運転管理に対

する IoT-AI技術の適用研究を実施し、IoT-AI技術による操業アシストシステムが構築

されれば、経験の短い技術者のアシストができ、発電所トラブルの回避やトラブルの早

期解決が期待できる。このことにより、地熱発電所の設備利用率の向上に寄与すること

ができる。 

地熱発電所の設備利用率の向上を目指す IoT-AI技術を開発するにあたり、通常の火

力発電所で適用されている技術の転用が考えられるが、地熱発電所は地下資源を井戸

～配管を介してつながっており、地下資源の蒸気供給系における不確実性が地熱発電

プラント全体に及ぼす影響が大きい。 

このことから、通常の火力発電所の IoT-AI技術とは別種の難しさがあると考えられ

る。例えば、地熱発電プラントの O&M上の管理の難しさとして以下の点が挙げられる。 
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① 離隔地が多く、メーカーの迅速な対応が難しい 

② 地熱特有の問題（腐食・スケール・地下の変化等）に伴う多岐にわたる専門的な

知識・経験が必要だが、事業者、メーカー、コンサルタントを問わず経験豊富な

技術者が不足気味 

③ 専門的な技術者の動復員に伴うメンテナンスコストの上昇 

④ 異常発見の遅れによる被害拡大 

⑤ 坑口特性条件の異なる各生産井の合流のバランスには、現場に経験者が必要で

あるが、実際に最適操業条件による操業ができているか不明確である 

このような課題を解決し、地熱発電所の利用率最大化を図るには、IoT-AI 技術によ

る「異常の早期発見と故障予防」および「最適操業条件の決定」が必要となる。 

具体的に地熱発電所の利用率最大化を図るには、最適な O&M を行うことが重要であ

る。 

一般的に発電所では、各種運転データの管理、および運転員のパトロール等で各機

器・系統の不具合を発見し、対応する仕組みが構築されている。しかしながら、複数

の運転データを関連付けて設備の不具合を発見したり、系統の性能低下を的確に管

理することは難しく、機器トラブルによる計画外停止、および性能が低下したままで

の運転継続が行われ、結果として利用率が低下する場合もある。また、貯留層の状況

を把握しながら最適な蒸気採取を行うことも難しいことは、地熱関係者であれば容

易に理解されている。 

これらは、有機的に関係している複数のデータを処理するのに、人間では限界があ

ることによるもので、O&Mを体系化してトラブルや性能低下を予見、または対応する

システムの構築が望まれるところである。 

地熱発電所で O&Mを体系化するには、発電設備と蒸気・熱水輸送整備に区別して考

える必要があり、発電所の利用率向上には、それぞれの視点で、管理手法を整理し最

適な O&Mを行うことが重要である。 

さらに、発電設備は 2つの視点での整理が必要で、各機器・系統の不具合の早期発

見により、計画外の発電所の補修停止回数・期間を最小化するシステム、および（蒸

気、水、ガス、空気等の）系としての性能が設計どおり維持されているかを常に監視

するシステムが必要である。 

上述の整理の基、蓄積された模擬の運転データをベースに O&M の最適化を図る AI

を活用したシステムを構築する。 

具体的には以下の 3つの観点で開発を進める。 

① 地熱発電システムの O&M最適化 

② エネルギー回収量の最適化 

③ M2M センサー開発 

このうち②項（エネルギー回収量の最適化）について、（1）坑井操作情報をもと
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に坑井特性を機械学習（オンライン）、（2）学習した坑井特性をもとに貯留層モデ

ルへフィードバック（オフライン）という枠組みの可能性検討を行うこととしている

が、本枠組みが有効に機能することが確認された場合、将来的に（3）精緻化された

貯留層モデルを組み込んだ貯留層長期運用の観点も含めた、エネルギー回収量の最

適化へつながることが期待される。 

なお、要素研究は先進的なアイディアに基づく機械学習システムがメインであり、

既存のフィールドデータでは検証に十分なデータが確保できるとは限らないため、

本事業ではシミュレータにより生成した模擬データをもとに検証を行う。 

本研究の最大の目的とする地熱発電所の利用率最大化の概念図を以下に示した。 

 

 

図Ⅱ-1 地熱発電所の利用率最大化の概念図 

 

ここでは、発電設備と蒸気・熱水輸送設備・貯留層に区分し、今回は地下の問題で

ある貯留層については取り扱わないこととする。発電設備では、故障予兆や性能維持

による「設備効率の最大化」を目標とする。また、蒸気・熱水輸送設備では、生産井

―二相流配管―セパレーター蒸気配管―タービン入口までを含む生産設備ネットワ

ーク全体のバランスを考慮して、「エネルギー回収量（流体輸送量×単位蒸気エンタ

ルピー）の最大化」を行うシステムの構築を目標とする。 

電設備については、発電設備信頼度確保（設備の不具合によるユニット停止・出力

抑制の回避）と発電設備性能維持がキーとなる。発電設備信頼確保においては、機能

低下早期発見の課題について検討する。また、発電設備性能維持については性能低下

早期発見の課題について検討する。これらの課題を解決するための、IoTに結び付け

る計測手法や計測データと予兆現象を関連付けて、機械学習（AI）に引き渡すことが

重要なテーマとなる。 

一方、蒸気・熱水輸送設備については、日々刻々と変化するそれぞれの坑井特性に
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適応した複数坑井運用によるエネルギー回収量（流体輸送量×単位蒸気エンタルピ

ー）の最大化と、輸送能力維持がキーになる。このため、坑井特性に適応した複数坑

井運用によるエネルギー回収量の最大化を行うために、生産井と配管のネットワー

クを模擬するシミュレータなどを活用した最適化手法の開発が重要となる。ただし、

エネルギー回収量を最大化した場合に地熱貯留層に与えるリスク（長期的な蒸気生

産量の減衰など）も考慮することが必要である。 

地熱発電所は、坑井設備・蒸気設備・発電設備・送電設備に大別される。ほとんど

の発電所では、既に DCSを活用した計装設備で日常の操業を管理しているが、それに

加えて、故障予兆監視において必要なデータを追加するセンサーネットワークによ

るビッグデータの収集システムを構築する必要がある。また、機械学習（AI）は、セ

ンサーネットワークが収集したビッグデータに基づき、故障予兆監視・検知（故障予

兆を監視・検知して、事前に警報を発する）を行うとともに、生産井の変動に応じた

発電所の最適操業条件を割り出し、それに基づき、坑井設備や蒸気設備の制御を行う。 

 

 

図Ⅱ-2 機械学習（AI）の概念 

 

制御の方法は、蒸気生産設備の各所に取り付けられたバルブ（弁）の開閉によって

しか実現できないため、系全体でバランスの取れたバルブの制御を行うことで、利用

率の最大化を行えるかが技術的な課題となる。 

開発は 5 つの要素技術と、それを統合してシステムに実装する全体システム設計

の 6つの項目に分けて行う。 

① 全体システム設計 

② 蒸気･熱水輸送設備（坑井、蒸気・熱水輸送設備等）の O&Mの最適化 

③ 地熱発電設備（タービン・発電機、復水器、冷却塔等）の O&Mの最適化 

④ 蒸気生産ネットワークシミュレータの開発 
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⑤ 地熱特有の M2Mセンサー技術の開発 

⑥ AI技術を活用した地熱発電設備 O&Mの最適化 

①の全体システム開発では、実際の地熱発電所で具体的に適用するために必要な

システム統合化における②～⑥の要素技術間のインターフェース基準構築の標準化

などの作業を行う。また、要素技術間の調整も併せて行う。 

既存の発電所で収集しているデータだけでは、坑井や貯留層での変動が発電所の

全体の系に及ぼす影響まで含めて、機械学習で意味のある判断を行うことは、現状

では困難であると考えられる。したがって、開発した技術の検証を行う場合、理想

的には発電所の一部分を用いて必要十分なセンサーを取り付けて、検証のために系

全体に大きな影響を及ぼすような変化について、弁を調整する必要があると考えら

れる。しかしながら、日々操業を続けている発電所で、系全体に大きな影響を与え

ることは困難である。 

そこで、人間の操作を想定した模擬操業データによる検証に基づき、必要とされ

るセンサーでの挙動について、一定のルールを仮定して外挿した模擬データを利用

して、作成した既存データと外挿データを組み合わせた一連の発電所操業に係る半

模擬データを用いて検証を行うかどうか、総合的に判断する。そして、最終的なシ

ステムの動作検証方法を決定して、検証を実施する。 

(2.5.2)研究開発の概要 

本事業の事業項目ごとの研究開発目標と根拠を表1に示した。 

表Ⅱ-１ 研究開発目標と根拠 

事業項目 開発目標 目標レベル設定の根拠 

① 全体システム

設計 

➢  トラブル発生率抑制２０％ 

➢  利用率向上１０％ 

➢ 生産井の系統除外現象を24時間前

に予測できれば，坑口条件を変化

させることで対応が可能 

➢ 地熱発電所の平均利用率が57%ま

で低下しているので，これを67%

（約7割）まで回復させる。 

②・③ 蒸気・熱

水輸送設備，地熱

発電設備の O&Mの

最適化 

➢ 利用率低下を招いている発電

所の現象がどのようなメカニ

ズムで発生するかについて周

辺坑井を含む操業データ等か

ら解明する。 

➢ タービンノズル閉塞などの問

題に対して発電設備側の定検

頻度の合理化を図る 

➢ 年間を通じて数10回発生してい

る生産井の系統除外現象（年間の

損失発電量6%程度）を分析するこ

とで利用率向上の方策を策定す

る。 

➢ 発電設備モデルを構築して，発電

サイクルシミュレーションを行

い，定検期間の頻度とコストの関

係を試算して検討する。 

➢  
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④ 蒸気生産ネッ

トワークシミュレ

ータの開発 

➢ 坑井の坑口条件を変化させた

場合のタービン入口での蒸気

条件を計算する。 

➢ 生産井の系統除外現象に対す

る坑内での流動メカニズムを

解明する。 

➢ 定常坑井シミュレータと発電サイ

クルシミュレータの組み合わせで

計算可能 

➢ 非定常坑井シミュレータを用いる

ことで流動メカニズムの解明が可

能 

⑤ 地熱特有の

M2Mセンサー 

➢ トラブル発生率抑制・利用率向

上に寄与するセンサー技術（二

相流量計・弁開度等）を選定し

て，現状での適用性を明らかに

する。 

➢ 圧力・温度など既存のセンサー

について，IoT化に必要な周辺

技術（通信等）をまとめる。 

➢ 集合気水分離方式の場合，個々の

生産井の二相流量が把握できてい

ない。 

➢ 弁開度操作をIoT側で認識できる

技術が導入されていない。 

➢ 旧来の圧力・温度などの情報を如

何にIoT化するかは課題である。 

⑥ AI技術を活用

した地熱発電設

備O&Mの最適化 

 

➢ 大幅な利用率低下を招いてい

る生産井の系統除外問題につ

いて，現象発生12時間前程度に

警告が得られて運転員が対応

可能なシステムを開発する。 

➢ ドローンや新しいセンサー技

術（振動計）などの情報からO&M

に有用な情報を入手する技術

を開発する。 

➢ 12時間前に警報が得られれば，運

転員が坑口2次弁操作などの対応

を行う十分な時間が得られる。 

➢ 積雪地帯など，冬期のパトロール

が不可能な配管等の無人監視によ

り，発見困難な故障を発見できる。 

➢ 二相流量計などの技術的に導入が

困難な技術の代用品として，振動

現象などの代替観測機能を検討す

る。 

 

(2.5.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は，2018 年 7 月 3 日より 2021 年 2 月 28 日であり，主な事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ-2に示す。 
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図Ⅱ-2 研究開発のスケジュール 

 

 

事業項目 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

① 全体システム設計 

 

 

② 蒸気･熱水輸送設備

（坑井，蒸気・熱水輸

送設備等）のＯ＆Ｍの

最適化 

③ 地熱発電設備（タービ

ン・発電機，復水器，

冷却塔等）のＯ＆Ｍの

最適化 

④ 蒸気生産ネットワーク

シミュレータの開発 

 

 

⑤ 地熱特有のM2Mセン

サー技術の開発 

 

⑥ ＡＩ技術を活用した地

熱発電設備Ｏ＆Ｍの

最適化 

 

 

⑦ 検討委員会の開催 
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(2.5.4)研究開発の実施体制 

 

図Ⅱ-3 研究開発の実施体制 
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(2.5.5)事業の管理運営 

表Ⅱ-2 未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発 検討委員会 

 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 糸井 龍一 九州大学名誉教授 

委員 中尾 吉伸 

一般財団法人電力中央研究所エネルギー技

術研究所エネルギープラットフォーム創生

領域 上席研究員 

委員 伊藤 章雄 
横河電機株式会社人財総務本部 キャリア

開発センター 

 

 

Ⅲ. 研究開発成果について 

実際の発電所のヒアリング調査に基づき，地熱発電所の坑井（流体流入点～坑内～坑

口）～蒸気設備・還元設備～発電設備において，最適操業条件決定システム」と「故障

予兆監視・検知システム」による操業アシストシステムを構築して、経験の短い技術者

のアシスト、発電所トラブルの回避や性能低下の早期発見によって，地熱プラントの稼

働率と設備利用率の向上に寄与するため，以下の研究開発を実施した。 

 

① 全体システム設計 

アンケート・ヒアリング調査によって，利用率向上の必要性のある地熱発電所（以下，

対象地熱発電所）を選定した。対象地熱発電所で発生している利用率に大きな影響を与

える問題について，②～⑥の要素技術を適用した。その結果，対象地熱発電所をベース

とした模擬モデルにおいて、実際に生じている生産井の不安定化と系統除外問題をモデ

ル化して（図Ⅲ-1），トラブル発生率抑制１００％（３０回／年→０回／年）、利用率向

上１５％を得ることができた（図Ⅲ-2）。また，課題として，実際の問題解決には，各坑

井の二相流量測定や貯留層変動の解明が不可欠であることが判明した。 
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図Ⅲ-1 実証のアプローチ 

 

 

図Ⅲ-2 対象発電所に基づき作成した模擬データによる 

トラブル発生率抑制と利用率向上効果について 
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② 蒸気・熱水輸送設備の O&M の最適化 

対象地熱発電所について，発生している問題として，特定の生産井において，蒸気生

産の周期的変動が発生して，ある時点で坑口圧力が急激に低下して噴気停止に至る現

象（以下，系統除外現象）について，周辺の生産井・還元井のデータも含めて，発電

設備の変化の影響，配管で繋がる他の生産井の圧力干渉の影響，還元井と蒸気井との

干渉について分析を行い，系統除外現象において，生産井同士や熱水の還元量との間

に相関性の高い関係を抽出して，系統除外現象についての仮設を導出した。また，

PDA(Process Data Analysis)手法の導入により，多変量の運転データから各坑井間の

影響を確認する手法について評価した。この結果，対象地熱発電所における周辺基地

での蒸気生産量を一時的に減少させることで系統除外現象を抑制できる可能性につい

て提示した。PDA 手法については，利用が可能であることが判ったが，今回は特徴的

な現象を抽出することはできなかった。今後の課題として，坑井間の影響を解明する

ためには，地熱貯留層に関連する追加データが必要であることが明らかになった。 

 

③ 地熱発電設備の O&Mの最適化 

既設の地熱発電所の O&M に関して要因を検討しトラブル発生のメカニズム分析から不

具合の把握方法を体系化した。対象地熱発電所のデータに基づき、定検サイクル最適

化検討のための発電設備モデルおよびシミュレーション手法を確立して,タービンノ

ズル閉塞問題に対して，定検頻度とコストについての検討を行い，最適値を得られる

ことを確認した。 

 

④ 蒸気生産ネットワークシミュレータの開発 

坑内二相流動シミュレータ（定常、非定常）の開発を行い、実際の坑井で発生する系

統除外現象の解明を行った。非定常坑井流動シミュレータによる検討によって，系統

除外を起こす生産井について，坑口での圧力の周期的変化現象を再現して，2 枚のき

裂から成る坑井モデルを仮定した場合に，浅部き裂／深部き裂の関係において，両者

のエンタルピーの比と生産指数の比の関係によって，安定～周期的変化～停止の現象

が説明できることが明らかになった（図Ⅲ-3）。対象地熱発電所の不安定な生産井の

O&Mの最適化には、貯留層の変動が大きく関わっており、実施計画段階での予想通り、

貯留層も含めて解析を行うことが必要であることが明らかになったため、今後の課題

とした。蒸気生産ネットワーク全体としては、坑内シミュレータと発電サイクルシミ

ュレータ（Energy-WIN）の併用によって模擬計算が可能である見通しをつけた。 
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図Ⅲ-3 非定常坑井シミュレーションによる坑口での圧力変動の再現の例 

 

⑤ 地熱特有の M２M センサー技術 

M2M センサー技術の現状調査（メーカーヒアリング）と地熱環境で利用可能なセンサー

技術調査を実施して，完全な二相流量測定には未だ技術開発が必要であること、弁開度

計測は既存の技術が適用可能であることが判明した。また，二相配管中にガンマ線を透

過させて管内の二相流体の密度を計測する技術を用いた室内試験で，気水比 0.3未満の

熱水の多い条件であれば有意な気水比を得ることができることが確認でき，今後の開発

の一つの方向性を示すことができた。また，既存の圧力・温度計に関しては，エッジ・

デバイスなどを利用することで IoT化が可能となることが判った。 

 

⑥ AI 技術を活用した地熱発電設備 O&Mの最適化 

蒸気・熱水系合流蒸気制御系の推定システムとして，系統除外現象の前に観測された

坑口圧力変化について，深層畳み込みニューラルネットワーク（図Ⅲ-2），FFT処理に

よる２倍波成分の増大，ならびに圧力波形予測（ARDCNN モデル）による系統除外現象

の検知手法を開発した。これによって，運転員に替わり，圧力急減という異常の予兆

を現象発生の 12 時間以上前（24時間前～48時間前）に事前に検知する見込みを得た。

また、ドローンによる配管点検システムを開発して，配管系統異常の自動認識精度は

飛行経路制御を改善すれば，さらなる精度向上が見込めることを明らかにした(図Ⅲ-

4)。 
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図Ⅲ-4 生産井の系統除外問題において発生する坑口圧力異常からの予兆検知結果 

 

 

図Ⅲ-5 ドローンによる地熱設備配管点検システム 
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表Ⅲ-1 特許，論文，外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発

表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

FY2018 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

FY2019 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 

FY2020 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 

(※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約) 
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[最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅲ-2（１） 最終目標に対する成果と達成度 

事業項目 開発目標 成果 達成度 

① 全体シ

ステム設計 

本システムは、要素技術を繋ぎ

合わせて連携させることで全

体の系で問題を解決するため、

全体システムを統合していく

作業は非常に重要である。この

ことから、実際の地熱発電所で

具体的に適用するために必要

なシステム統合化における要

素技術間のインターフェース

基準の構築・標準化作業を行

う。また、研究開発項目②以降

の要素技術間の調整を行う。 

システム統合化の設計およびシ

ステムの動作検証方法の設計（対

象地熱発電所のデータに基づく

手法検討）を行ったが、AIでの予

兆検知は可能であるが、最適化手

法について、現実の老朽化して貯

留層圧力の低下した発電所では

生産井の流量圧力制御が困難で

あり、最適化には貯留層の変動も

考慮した生産井の最適制御を行

う、あるいは、発電所の運転圧力

の制御も含めた最適制御が不可

欠であることが判った。 

対象地熱発電所をベースとした

模擬モデルにおいて、S発電所で

実際に生じている生産井の不安

定化と系統除外問題をモデル化

してトラブル、トラブル発生率抑

制100％、利用率向上15％を得る

ことができた。より正確な最適化

には各坑井の二相流量測定や貯

留層変動の解明が不可欠である

ことが判明した。 

○ 

②蒸気・熱

水輸送設備

のO&Mの最

適化 

蒸気・熱水輸送設備（坑井、蒸

気・熱水輸送設備等）のO&Mに

おけるトラブル発生のメカニ

ズムを分析し、蒸気・熱水輸送

設備の不具合の把握方法を体

系化することで、⑥のAIにおけ

る教師データを構築する。 

既設の地熱発電所のO&Mの状況に

関して要因を検討し蒸気生産量

低下の発生のメカニズムを分析

して、不具合の把握方法を体系化

した。S発電所のデータについて、

地上設備の運転データを使った

坑井間の関係性を評価し対応案

を検討した。地熱発電所のO&Mに

おける蒸気生産量低下のメカニ

ズム分析から有効な具具合の把

握方法を体系化して、S発電所の

データで坑井間の関係性の評価

から対応案を提示した。利用した

PDAに関しては未だ十分な結果が

得られず、有効性評価は保留す

る。 

○ 
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[最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅲ-3（２） 最終目標に対する成果と達成度 

③地熱発電

設備のO&M

の最適化 

地熱発電設備（タービン・発電

機，復水器，冷却塔等）におけ

るO&Mにおけるトラブル発生の

メカニズムを分析して、地熱発

電設備の不具合の把握方法を

体系化して、⑥のAIにおける教

師データを構築する。 

既設の地熱発電所のO&Mに関して

要因を検討しトラブル発生のメ

カニズム分析から不具合の把握

方法を体系化した。対象地熱発電

所のデータに基づき、定検サイク

ル最適化検討のための発電設備

モデルおよびシミュレーション

手法を確立して最適値を得られ

ることを確認した。 

○ 

④蒸気生産

ネットワー

クシミュレ

ータの開発 

坑内二相流動シミュレータを

用いて生産井の坑口生産特性

曲線（蒸気流量vs坑口圧力のカ

ーブ）の自動計算を行い、生産

井の特性変化に伴う坑口生産

特性情報を機械学習側に送り，

これにより機械学習側で最適

な操業条件（各坑井の最適蒸気

生産条件と集合配管での最適

合流条件など）を見つけだし

て、最も効率の良い蒸気タービ

ンの運転条件を見つけ出すた

めの基本ツールの開発を行う。 

坑内二相流動シミュレータ（定

常、非定常）の開発を行い、実際

の坑井で発生する系統除外現象

の解明を行った。S発電所の不安

定な生産井のO&Mの最適化には、

貯留層の変動が大きく関わって

おり、実施計画段階での予想通

り、貯留層も含めて解析を行うこ

とが必要であることが明らかに

なったため、今後の課題とした。

蒸気生産ネットワーク全体とし

ては、坑内シミュレータと

Energy-WINの併用によって模擬

計算可能である見通しをつけた。 

○ 

⑤地熱特有

のM&Mセン

サー技術の

開発 

圧力・温度などとともに地熱特

有の分析が必要なものとして

弁開度の操作ログの自動計測

と管内二相流量測定等の計測

技術の地熱発電プラントへの

適用可能性について調査・評価

する。 

M2Mセンサー技術の現状調査（メ

ーカーヒアリング）と地熱環境

で利用可能なセンサー技術調査

を実施して，完全な二相流量測

定には未だ技術開発が必要であ

ること、弁開度計測は既存の技

術が適用可能であることが判明

した。 

○ 

⑥AI技術を

活用した地

熱発電設備

O&Mの最適

化 

プラントのM2Mセンサーとして

画像認識やドローンによる異

常検知技術の地熱発電設備O&M

への適用可能性を検討すると

ともに，②および③で体系化し

た教師データに基づき，AI技術

を活用した地熱発電設備O&Mの

最適化システムの開発を行う。 

蒸気・熱水系合流蒸気制御系の推

定システムとして深層畳み込み

ニューラルネットワークや圧力

波形予測（ARDCNNモデル）による

坑口圧力異常検知手法を開発し

て運転員に替わり，圧力急減とい

う異常の予兆を検知する見込み

を得た。また、ドローンによる配

管点検システムを開発した。振動

する生産井での圧力急減異常を

予兆することができた。振動計の

利用については、坑井の変化を検

知できる見込みがついたが、観測

期間中圧力急減現象に遭遇せず、

目的での有効性については保留

し、今後の課題とする。 

○ 
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Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

 

(1) 本件で開発するシステム活用の方向性 

今回，生産井の系統除外問題を検討して，12 時間以内での予兆検知と模擬的な発電所

データを用いて，１５％の利用率向上が可能である結論を得ることができた。また，個々

の要素技術として，① 発電設備モデルの構築と発電サイクルシミュレーション，② 蒸

気生産ネットワークにおける定常坑内流動シミュレーションによる坑口生産特性曲線の

算出ならびにタービン入口での蒸気状態のシミュレーション，③ 非定常坑内流動シミ

ュレーションによる生産井の系統除外問題の解明，④ 畳み込みニューラルネットワーク，

ＦＦＴ，圧力波形予測（ARDCNN）などの機械学習手法によるトラブル予測，⑤ ドローン

による設備監視システムの構築，⑥ 新しいセンサ技術（振動，二相流量計，弁開度）な

どの導入可能性の検討 などの成果を得ることができた。 

一方，生産井の系統除外問題については，周辺の生産井・還元井等の関与が予測され，

系統除外問題の解決あるいは緩和には，今回は研究の計画範囲ではなかった地熱貯留層

の変動についても総合的に判定することが必要であることが判明した。 

また，合流気水分離方式を採用する地熱発電所では，個々の生産井の二相流量が把握さ

れていないため，正確な解析が困難であることが判った。一方，連続測定が可能な二相流

量計は未だ開発途上であるため，この開発は大きな課題であることが判明した。 

更に，地熱発電所の利用率低下を引き起こす現象は，今回主に検討した坑井間の干渉問

題だけではなく，例えば，スケール付着や腐食など様々な問題がある。 

これらの問題を整理すると，以下の通りとなる。 
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図Ⅳ-1 蒸気生産量の低下が発生する原因と原因の推定方法 

（シミュレーション＋AI）の概念 

 

今後は，NEDO の継続研究等を利用して，これらの問題に関して先行して実施され

た NEDO等での研究成果も取り込んだ上で，ここで挙げた課題を総合的に取り扱うこ

とが可能な AI技術を活用した地熱発電設備 O&Mの最適化技術として「地熱発電シス

テムの持続可能性を維持するための IoT-AI技術」の完成を目指す。現在，検討中の

技術の体系図を以下の図に示す。 

 



個別テーマ(2.5) 19 

 

 

図Ⅳ-2 「地熱発電システムの持続可能性を維持するための IoT-AI技術」の概念図 

 

(2) 将来的な酸性熱水活用の可能性と対策技術への期待 

 現状の既設地熱発電所の利用率と稼働率を以下に示す。 

 

図Ⅳ-3 暦日利用率と稼働率の関係 
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多くの地熱発電所ではタービンは回っている（稼働率が高い）が，坑井からの蒸気

供給が足りない（利用率が低い），すなわち多くの問題が地下（坑井・貯留層）に原

因があることは明らかである。しかしながら，地下の問題の解明にはシミュレーショ

ンなどの高度な専門性を有する技術が必要とされることから，この部分を AIが補う

ことで，運転員が利用できるようになり，発電所の利用率向上に寄与することが期待

される。 

 本システムは，既存，新規を問わず，全ての地熱発電所で適用可能であることか

ら，対象となるマーケットは，地熱発電所すべてが対象となる。また，国内の地熱タ

ービンメーカーが海外での地熱発電所建設を行う場合にもパッケージとして利用でき

ることから，その利用の範囲は広範囲に亘ると考えられる。 

 普及に当たっては，AI（特に，アルゴリズムのアップデートや教師データの更新な

ど）やシミュレーション（特に，バージョンアップ）のメンテナンスには専門性が必

要とされることから，クラウドサービス（Azureなど）での利用として，年間利用料

という形式で費用回収を行うことも考える必要がある。これによって，国内ばかりで

なく海外での利用についても，インターネット環境の整備という条件はあるものの，

コスト削減に結び付くものと考えられる。 

 

以上 
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個別テーマ（2.6） 

 

(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.6) 地熱資源適正利用のための AI-IoT温泉モニタリングシステムの開発 

委託先：国立研究開発法人産業技術総合研究所、横河電機株式会社、

地熱エンジニアリング株式会社、西日本技術開発株式会社 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.6.1)背景と目的 

本事業は、地熱発電の導入拡大を促進することを目的とし、併せて、既存の発

電所や温泉地等で未利用になっている地熱資源を、発電及び熱利用に有効に使

用することにより、分散型エネルギーを確保し、地域の防災対応や経済発展の貢

献に資することを目的として実施した。 

地熱発電の導入拡大のための最重要課題の一つに「地熱開発と温泉の共生」が

ある。しかしながら、発電目的の開発ターゲットである天然熱水系と温泉資源の

間の水理学的関連性を完全に明らかにすることは困難であり、また、地熱開発地

域でディベロッパーらが年数回の頻度で実施している温泉水サンプリングによ

り地熱開発が温泉へ与える影響を評価可能であるか疑念を抱く源泉所有者は少

なからず存在する。これらの理由により、地熱発電と温泉の共生を合理的な手法

により実現させることが困難となっている。本提案への参画者は、NEDO からの

委託を受け、温泉の基本的性質の変動をモニタリング可能な「簡易遠隔温泉モニ

タリング装置」の開発（以下、「先行研究開発」と呼ぶ）を FY2014～2017に実

施し、温泉配管を流通する温泉水の流量、温度、圧力、電気伝導率をコンサルタ

ント業者らが実施している温泉水サンプリングと同等の精度、分解能で連続測

定可能（1 サンプル／分）な装置を実現し、国内 11 地点で実証試験を行ってき

た（図Ⅱ-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1：受託者が先行研究開発を通じて開発した「簡易遠隔温

泉モニタリング装置（実証試験器）」 
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本先行研究開発により「地熱発電と温泉の共生」を実現するためのハードウェ

アの基本部分を開発することができたが、地熱発電が温泉に与える影響をデー

タにより説明するためには、取得したデータの解析・解釈方法を確立することが

不可欠であり、本事業では AIの概念を用いてこの課題を解決することを目指す。 

本事業の受託者らは、先行研究開発における実証試験、室内実験を通じて本モ

ニタリング装置の評価を行った結果、スケール付着量が 1mm程度以下であれば、

コンサルタント業者らが実施している温泉水サンプリングと同等以上の精度、

分解能でデータを連続的に取得可能であることを示している。このことは、本装

置により取得したデータを AI システムのひとつである回帰学習型 AI システム

により処理し、気象条件や人為的行為等の影響因子の抽出と除去が可能である

ことを示唆しているとともに、回帰学習型 AIシステムの開発により温泉変動要

因の説明と地熱発電が温泉へ有意な影響を与えた場合、その検知が可能になる

と考えた（図Ⅱ-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2：「地熱発電と温泉の共生のための AI システム」

として検討・開発を行う回帰学習型 AIシステムの一例 

 

また、先行研究開発を通じて地熱発電所の開発が温泉へ与える影響の可能性

について予備的検討を行った結果、長時間（数か月以上）の遅れを有して温泉へ

の緩やかな影響が生じる可能性が指摘されている。このような場合、回帰学習型

AI システムに基づき、有意な影響の有無を評価するためには、少なくとも開発

行為開始前数年間のデータを解析する必要がある。本受託者らは先行研究開発

およびその後の自費研究により、温泉地で２年以上にわたってデータを取得し

ており、これを用いて AIシステムの評価を実現できるという優位性も有してい

る。 

現在

温泉データ

影響因子の把握

過去のデータの
時系列モデル化

気象

坑井間干渉

スケール

人為行為

自然減衰

観測信号からの除去

ランダム変動

影響因子除去
後のデータ

影響因子で説明不能な変
化（地熱開発の影響？）

気象データ

汲上量データ等
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一方、先行研究開発の一部として実施した実証試験を通じて、特に、温泉を集

中管理している地域で、必ずしも温泉資源が適切に管理、利用されていない事例

が存在することも明らかとなってきた。すなわち、旧式の大規模システムで源泉

管理を行っているために多額の費用や労力を費やしている例や、余剰熱資源が

あるにも関わらず、それを発電等に利用できないでいる例が少なからずある。本

事業では限られた地熱資源を発電、熱利用に適切に利用可能とするため、温泉モ

ニタリング装置を IoT装置と位置付け、クラウド上での AIシステムを介して温

泉資源の適正管理・利用 AI-IoTシステム（図Ⅱ-3）を開発し、温泉地で大規模

導入が可能なシステムの実現を目指すこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-3：温泉資源の適正管理、付加価値創出のためのAIシステムの概念 

 

 

(2.6.2)研究開発の概要 

受託者らが NEDOプロジェクトを通じて開発してきた簡易遠隔温泉モニタリング装置

をベースに、AI-IoT 温泉モニタリングシステムを開発する。このために、理論的検討

と実データ解析を通じて、AI 機能や IoT システム等を開発するとともに、実証試験を

通じて性能評価・課題抽出を行う。本事業により、①地熱発電が温泉へ与える影響の定

量的評価、および②温泉地等における地熱資源の適正利用の２点を実現可能にする。 

本事業全体としての達成目標は以下の通りである。 

Ⅰ．地熱発電と温泉の共生のための AI-IoTシステムの開発 

地熱資源が温泉に与える影響の定量評価が可能なシステムを開発し、温泉泉質（流量、

温度等）の変動要因を 60％以上判別可能なシステムを実現する。 

Ⅱ．温泉資源適正利用のための AI-IoTシステムの開発 

源泉A

源泉B

源泉C

把握できない配管複雑な配管

・
・
・

AIによる最適化（強化学習・遺伝的アルゴリズム等）
強化学習用データは，通常運転時のバルブ操作データを使用予定

最適な制御方法

温泉A

温泉B

温泉C

余剰資源

・
・
・

小規模発電
温度差発電・
・
・

モニタリング装置
バルブ

大規模給湯システム
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温泉資源の適正な供給に資するデータを提供可能にするとともに、温泉資源適正利

用により、温泉管理者の作業時間を現状に比して 20%程度低減できる AI-IoT システ

ムを実現する。 

 

各研究開発項目の概要は以下の通り。 

「Ⅰ．地熱発電と温泉の共生のための AI-IoTシステムの開発」 

Ⅰ-①AI-IoT温泉モニタリングシステムの概念設計・仕様策定 

＊「地熱発電と温泉の共生のための AIシステム」のために必要な AI機能、特に回帰学

習モデルを中心に検討し、事例調査等を通じて、回帰学習モデル（時系列モデル）の

概念に基づく AI処理システムの概念設計を行う。 

Ⅰ-②AI機能開発 

＊回帰学習モデル（時系列モデル）を利用した「温泉変動要因検出法」の研究開発を行

う。気象条件や潮汐等の外部影響のモデル化、除去法等について検討を行った後コー

ディングを行う。模擬信号を使用して性能評価を行ない、温泉泉質の外的要因による

変動（5%程度）を検出可能なシステムを実現する。 

＊これまでに取得してきた実データを使用して、配管清掃、給湯量変化等人的行為や欠

測・異常値の判別、および除去法等について検討する。 

＊模擬データ、実データを用いて、完成した AIソフトウェアの性能評価を行い、「原因

不明の温泉変動検出能力」の評価を行う。 

Ⅰ-③温泉変動モニタリングによる基礎データ収集 

＊先行研究開発「温泉モニタリング装置開発」にてデータ収集していた温泉地のうち５

地点の泉質データ・気象データ取得、手ばかり測定データ取得を継続実施し、AI 機

能開発のための基礎データを取得する。 

＊実証試験候補地である東北地方・北海道地方等の地熱地域を中心に地熱貯留層、温泉

に関する基礎的データを収集する。 

Ⅰ-④IoT、センサ開発 

・ 先行研究開発で開発した温泉モニタリング装置に必要な通信機能、エラー通知機

能等を組込み、地熱発電が温泉へ影響を及ぼした場合に、それを検出可能な能力につ

いての仕様を検討し、必要に応じて機能向上・機能追加を行う。 

Ⅰ-⑤実証試験 

＊実証試験地候補である東北地方・北海道地方等の地熱開発地域において、温泉の状況

等を調査するとともに関係者への説明を行い、実証試験に関するコンセンサスを得

る。 

＊実証試験地候補から選択した地熱開発地域・温泉発電地域近傍の源泉（2地点）での

モニタリングを開始する。取得した信号は I-②で開発した回帰学習型 AIシステムへ

入力し、データの評価を行うとともに、AIソフトの改良のために用いる。 



個別テーマ(2.6) 5 

 

Ⅰ-⑥まとめ 

＊「地熱発電と温泉の共生のための AI システム」のシステム構成、ビジネスモデル、

運用法を策定するとともに、今後の課題を抽出する。 

本部分の達成目標と設定根拠を表Ⅱ-1 に示す。 

 

表Ⅱ-1 「Ⅰ．地熱発電と温泉の共生のための AI-IoTシステムの開発」 

研究開発目標と根拠 

実施項目 達成目標 目標設定根拠 

Ⅰ-①AI-IoT温泉

モニタリングシ

ステムの概念設

計・仕様策定 

地熱発電と温泉の共生のため

の AI-IoTシステムの具体的な

仕様（入出力、変動外部要因検

出能力、アルゴリズム等）を決

定。 

入手可能なデータ、温泉モニ

タリング装置の機能・性能等

から、PJ 期間内に実現可能な

システムの仕様を第一に決定

することが必要と判断したた

め。 

Ⅰ-②AI機能開発 温泉モニタリング装置で検出

した温泉泉質（流量、温度等）

の変動要因を 60％以上判別可

能なシステムを実現。 

地域により異なるものの、主

要な温泉変動要因は 10以下と

判断しており、それらの 6割に

ついて、泉質へ有意な影響を

与えているか否かを判別し、

有意な影響分を除去できれ

ば、地熱発電が温泉に影響を

与えた場合、それを検出可能

と判断しているため。 

Ⅰ-③温泉変動モ

ニタリングによ

る基礎データ収

集 

先行研究開発後、継続して温

泉モニタリングを実施してい

る 5 地点で 4 年間以上にわた

るほぼ連続したデータを取得

する。 

地下の水理学的特性に依存す

るが、地熱発電が温泉へ影響

を与える場合、遅延と時定数

が数か月～数年程度になる事

例があると想定しているた

め、実データを用いた AIシス

テムの評価のためには極力長

期にわたるデータ取得が必要

なため。 
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Ⅰ-④IoT、センサ

開発 

Ⅰ-③の結果を踏まえ、地熱発

電が温泉へ影響を及ぼした場

合に、それを検出可能な能力

を有する装置を実現する。 

AI システムにより、地熱発電

が温泉へ影響を及ぼした場合

にそれを検出可能にするため

には、十分な品質を有した泉

質データを取得することが不

可欠であるため。 

Ⅰ-⑤実証試験 地熱開発地域・温泉発電地域

近傍の源泉（2地点）でのデー

タ取得、AI システムによる

データ解析を実施し、泉質変

動の要因を複数特定する。 

Ⅰ-②で開発予定の AI 機能の

目標性能から、複数の泉質変

動要因を特定可能と判断して

いるため。 

Ⅰ-⑥まとめ 「地熱発電と温泉の共生のた

めの AIシステム」のシステム

構成、ビジネスモデル、運用法

を策定する。 

当該 PJ終了後に本システムを

広く実用化するために不可欠

であると判断しているため。 

 

「Ⅱ．温泉資源適正利用のための AI-IoTシステムの開発」事業内容 

Ⅱ-①AI-IoT温泉モニタリングシステムの概念設計・仕様策定 

＊「温泉資源の適正管理・利用 AI-IoTシステム」に関する実証試験予定地である別府

市を想定し、別府市が管理する温泉の現状調査、関係者からのヒヤリング結果等を勘

案し、AI-IoTシステムの構成、機能、性能等を策定する。 

Ⅱ-②余剰資源活用モデル・DB構築 

＊別府市が管理する温泉の調査等をベースに温泉資源利活用モデル、データベース等

の構築を開始する。また、別府市における温度差発電の利用環境、用途等の基礎デー

タを収集する。 

＊別府市が管理する温泉の調査等をベースに温泉資源利活用モデル、データベース等

を構築し、クラウド上へ組込可能にする。 

Ⅱ-③AI機能開発 

・ Ⅱ-①での成果をもとに温泉資源の適正管理、付加価値創出のための AI ソフトを

開発開始する。別府市に設置する温泉モニタリング装置や既存のシステムから得ら

れるデータ等ベースに、温泉水供給の最適化法について検討を行う。 

・ 温泉資源の適正管理、付加価値創出のための AIソフトの開発を継続する。温泉水

供給の最適化法と有効利用可能な余剰資源等の算出の実現を目指す。また、強化学習

や遺伝的アルゴリズム等を用いて、人的バルブ制御のフィードバック量等を導出し、

温泉資源適正利用のためのソフトウェアを製作し、評価を行う。 
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＊実証試験結果等をもとにソフトのブラッシュアップを図る。源泉の管理を半自動で

行える AI-IoTシステムを提案し、小規模発電等に利用可能な余剰温泉水量・エネル

ギーを提示する。 

Ⅱ-④IoT、クラウド、センサ、温度差発電ユニット開発 

＊別府市に設置した温泉モニタリング装置の計測データを、収集・処理・可視化するの

に必要な機能（ダッシュボードやメール通知システム）を組み込んだクラウドシステ

ムの開発を継続する。また、別府市の管理する温泉給湯系の配管変更を温泉モニタリ

ングシステムに柔軟に取り込めるシステム編集機能を実現する。加えて、秘密性の観

点からシステムのセキュリティ評価を実施する。 

＊別府市での多点長期連続モニタリング用装置（自己診断機能、ソフト・ハードウェア

対応等）の設計、製作、評価を行う。 

＊別府地域でのモバイル機器充電、LED 照明等を目的とした温度差発電ユニットの設

計・製作・評価を継続する。温度差発電による年間 20kWh 以上の発電に目途を付け

る。また、温度差発電でのモバイル機器充電サービス等の暫定運用を実施する。 

＊必要に応じて、別府市での多点長期連続モニタリング用装置（自己診断機能、ソフト・

ハードウェア対応等）の改良を行う。（実施体制：〇横河電機、産総研） 

Ⅱ-⑤実証試験 

＊別府市が所有する温泉配管に温泉モニタリング装置を別府市が所有する温泉配管に

温泉モニタリング装置を設置し、全体で 11 台でのモニタリングを実施する。また、

これらの装置から送信されるデータを取り込み、クラウドを介して AI-IoT温泉モニ

タリングシステムを構築する。本システムを使用して、連続モニタリングを実施する。

また、このシステムにより取得した信号を用いて、温泉資源の適正管理に必要な温泉

水制御用データへと変換出力するクラウドシステムの実証試験を実施する。 

＊温泉資源管理情報等の情報をもとにしたビジネス創出等の地域経済活性化クラウド

システムの構想の取りまとめを行う。 

Ⅱ-⑥まとめ 

＊「温泉資源の適正管理・利用 AI-IoTシステム」に関して、システム構成、ビジネス

モデル、運用法を策定するとともに、今後の課題を抽出する。 

 

本部分の達成目標と設定根拠を表Ⅱ-2 に示す。 
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表Ⅱ-2 「Ⅱ．温泉資源適正利用のための AI-IoTシステムの開発」 

研究開発目標と根拠 

実施項目 達成目標 目標設定根拠 

Ⅱ-①AI-IoT 温泉

モニタリングシス

テムの概念設計・

仕様策定 

別府市所有温泉配管・施設を

対象とした AI-IoT システム

の構成、機能、性能等を策定 

別府市の温泉給湯システム

固有の課題を十分把握し、そ

の解決に資するシステムの

実現を目指すことが将来的

な事業化のために必要と判

断したため。 

Ⅱ-②余剰資源活

用モデル・DB構築 

温泉資源利活用モデル、デー

タベース等を構築し、クラウ

ド上へ組込可能にする 

本項目で開発する AI-IoT シ

ステムは(a)給湯系統の最適

制御、(b)温泉資源の適正利

用の 2 つの目的に使用する

予定であり、データベースに

必要である温泉水利用状況

の把握し、これらのデータを

利用できる状態の構築を行

う必要があるため。 

Ⅱ-③AI機能開発 給湯システムの管理を半自

動で行える AI-IoT システム

を開発し、温泉資源の適正な

供給に資するデータを提供

可能にするとともに、温泉管

理者の作業時間を現状に比

して 20%程度低減できる AI-

IoTシステムを実現 

別府市においては複雑な配

管の管理が大きな課題とし

て取り上げられており、本

AI-IoT システムにより人的

作業の削減を図れれば、普及

に際し大きなインパクトと

なると判断したため。 

Ⅱ-④IoT、クラウ

ド、センサ、温度差

発電ユニット開発 

別府市での温泉モニタリン

グシステムの実証試験に必

要な構成要素であるモニタ

リング装置、IoTクラウド等

を開発。 

温度差発電による年間 20kWh

以上の発電を実現 

Ⅱ-①で策定した仕様を満た

す IoT システムを開発する

ことが必要であるため。 

温泉熱を利用した発電シス

テム出力の試算を行った結

果、最大 20kWh/(年・台)程度

の発電量を見込めるという

結果が得られているため。 
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Ⅱ-⑤実証試験 別府市が所有する温泉配管

に温泉モニタリング装置を

10台以上設置し、クラウドを

介して AI-IoT 温泉モニタリ

ングシステムを構築し、シス

テムに実証試験を実施。 

温度差発電実証試験を実施。 

AI-IoT システム、温度差発

電システムの実用上の課題

抽出、ブラッシュアップのた

めに不可欠であるため。 

Ⅱ-⑥まとめ 「温泉資源の適正管理・利用

AI-IoTシステム」のシステム

構成、ビジネスモデル、運用

法を策定 

当該 PJ 終了後に本システム

を広く実用化するために不

可欠であると判断している

ため。 
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(2.6.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2018 年 7 月 3 日より 2021 年 2 月 28 日であり、主な事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ-4に示す。 

 

事業項目 2018 年度 2019 年度 2020 年度 
第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期 

第 4 

四半期 

Ⅰ．地熱発電と温泉の
共生のための AI-
IoTシステムの開発 

Ⅰ-①AI-IoT温泉モニ
タリングシステム
の概念設計・仕様策
定 

Ⅰ-②AI 機能開発 

Ⅰ-③温泉変動モニタ
リングによる基礎
データ収集 

Ⅰ-④IoT、センサ開発 

Ⅰ-⑤実証試験 

Ⅰ-⑥まとめ 

Ⅱ．温泉資源適正利用
のための AI-IoT シ
ステムの開発 

Ⅱ-①AI-IoT温泉モニ
タリングシステム
の概念設計・仕様策
定 

Ⅱ-②余剰資源活用モ
デル・DB 構築 

Ⅱ-③AI 機能開発 

Ⅱ-④IoT、クラウド、
センサ、温度差発電
ユニット開発 

Ⅱ-⑤実証試験 

Ⅱ-⑥まとめ 

 
研究開発推進委員会 
 

            

 

図Ⅱ-4 研究開発のスケジュール 

  



個別テーマ(2.6) 11 

 

(2.6.4）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-5 研究開発の実施体制 

(2.6.5）事業の管理運営 

 

表Ⅱ-3 地熱資源適正利用のための AI-IoT温泉モニタリングシステムの開発 

研究開発推進員会（2021.2時点） 

 

役割 氏名（所属） 

委員長 野田徹郎 （産総研名誉リサーチャー） 

委員 益子 保 （益子温泉調査事務所） 

委員 工藤圭介 （別府市観光戦略部温泉課） 
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Ⅲ. 研究開発成果について 

本事業の主な成果は以下の通り。 

Ⅰ．地熱発電と温泉の共生のための AI-IoTシステムの開発 

地熱資源が温泉に与える影響の定量評価が可能なシステムを開発し、現在想定され

る温泉泉質（流量、温度等）の変動要因の全てを判別可能なシステムを実現した。 

Ⅱ．温泉資源適正利用のための AI-IoTシステムの開発 

温泉資源の適正な供給に資するデータを提供可能にするとともに、温泉資源適正利

用により、温泉管理者の作業時間を現状に比して 20%以上低減できる AI-IoT システ

ムを実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-1：回帰学習型 AIや統計数理学的手法により、泉温データに含まれる、降雨、外気温

等の変動要因の影を検出／除去可能であることを示した。 

  

泉温（元データ）

外気温

降雨量

泉温（雑音・外気温の影響除去後）
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[最終目標に対する成果と達成度] 

表Ⅲ-1 「Ⅰ．地熱発電と温泉の共生のための AI-IoTシステムの開発」 

最終目標に対する成果と達成度 

実施項目 成果 達成度 

Ⅰ-①AI-IoT温泉

モニタリングシ

ステムの概念設

計・仕様策定 

地熱発電と温泉の共生のための AI-IoT システムの具

体的な仕様（入出力、変動外部要因検出能力、アルゴ

リズム等）を決定した。 

100% 

Ⅰ-②AI機能開発 現在想定される温泉泉質（流量、温度等）の変動要因

を 100%判別可能なシステムを実現した。 

100% 

Ⅰ-③温泉変動モ

ニタリングによ

る基礎データ収

集 

先行研究開発後、継続して温泉モニタリングを実施し

ている 5 地点（+自費取得 2 地点）で 4 年間以上にわ

たるほぼ連続したデータを取得した。 

100% 

Ⅰ-④IoT、センサ

開発 

Ⅰ-③の結果を踏まえ、地熱発電が温泉へ影響を及ぼ

した場合に、それを検出可能な能力を有する装置を実

現した。 

100% 

Ⅰ-⑤実証試験 地熱開発地域・温泉発電地域近傍の源泉（2 地点）で

のデータ取得、AI システムによるデータ解析を実施

し、泉質変動の要因を複数特定した。 

100% 

Ⅰ-⑥まとめ 「地熱発電と温泉の共生のための AI システム」のシ

ステム構成、ビジネスモデル、運用法を策定した。 

100% 
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表Ⅲ-2 「Ⅱ．温泉資源適正利用のための AI-IoTシステムの開発」 

最終目標に対する成果と達成度 

実施項目 達成目標 達成度 

Ⅱ-①AI-IoT 温泉

モニタリングシス

テムの概念設計・

仕様策定 

別府市所有温泉配管・施設を対象とした AI-IoTシ

ステムの構成、機能、性能等を策定した。 

100% 

Ⅱ-②余剰資源活

用モデル・DB構築 

温泉資源利活用モデル、データベース等を構築し、

クラウド上へ組込可能にした。 

100% 

Ⅱ-③AI機能開発 給湯システムの管理を半自動で行える AI-IoT シ

ステムを開発し、温泉資源の適正な供給に資する

データを提供可能にするとともに、温泉管理者の

作業時間を現状に比して 20%以上低減できる AI-

IoTシステムを実現した。 

100% 

Ⅱ-④IoT、クラウ

ド、センサ、温度差

発電ユニット開発 

別府市での温泉モニタリングシステムの実証試験

に必要な構成要素であるモニタリング装置、IoT

クラウド等を開発した。 

温度差発電による年間 20kWh 以上の発電を実現し

た。 

100% 

Ⅱ-⑤実証試験 別府市が所有する温泉配管に温泉モニタリング装

置を 11 台設置し、クラウドを介して AI-IoT 温泉

モニタリングシステムを構築し、システムに実証

試験を実施した。 

温度差発電実証試験を実施した。 

100% 

Ⅱ-⑥まとめ 「温泉資源の適正管理・利用 AI-IoTシステム」の

システム構成、ビジネスモデル、運用法を策定し

た。 

100% 

 

 

Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

実用化・事業化を行う製品・サービス 

【産業技術総合研究所】中立的な立場で「地熱発電と温泉の共生」のための正確な科学

的データを提供するために本事業の成果を使用する。また、同時に温泉を含む広義の

地熱資源の最適利用システム設計にも利用する。 

【横河電機㈱】地熱発電企業、蒸気生産管理企業、温泉関連業者、温泉管理を行う自治

体等を対象として、「地熱資源適正利用のための AI-IoT 温泉モニタリングシステム

の開発」で得られた温泉モニタリングシステムの販売・サービスを行う。 

【地熱エンジニアリング㈱、西日本技術開発㈱】個人温泉業者（権利者）、温泉事業団
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体、温泉事業を管轄する地方自治体、地熱開発ディベロッパーを対象に温泉モニタリ

ング装置のインストールに関するコンサルティング業務、メインテナンス業務を実

現する。 

実用化・事業化への取組 

【産業技術総合研究所】「地熱発電と温泉の共生」のため AIシステムのブラッシュアッ

プを行うとともに、本システムのアウトプットをベースにした発電事業者と源泉所

有者の合意形成法、温泉への影響判断のための枠組み、補償体制等を検討する。 

【横河電機㈱】「地熱資源適正利用のための AI-IoT温泉モニタリングシステム」の機能

向上を図るとともに海外マーケットの開拓を行う。 

【地熱エンジニアリング㈱、西日本技術開発㈱】システムとモニタリングデータの価値

を高めるためのインストール法、メインテナンス法を開発する。 
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(2) 地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

 

(2.7) IoT-AI適用による小規模地熱スマート発電＆熱供給の研究開発 

 委託先：一般財団法人エンジニアリング協会、 

一般財団法人電力中央研究所、 

国立大学法人東京海洋大学、 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.7.1)背景と目的 

2012 年の固定価格買取制度（FIT）の施行以降、温泉井を利用する 1,000kW 未満の小

規模地熱発電所は、バイナリー発電を中心に 50 か所以上（総設備容量約 6,000kW（2018

年 3 月末現在））が運転開始した。しかしながら、これらの暦日利用率は、当初国が想

定した 74.8%（経済産業省資料）に対して 54.7％（2017 年度の暦日利用率の実績(5.9

～100％、 N=33)の中央値、（一社）火力原子力発電技術協会資料）と低く、大幅な改

善が望まれていた。 

そこで本事業では、小規模地熱発電所および熱利用施設を対象に、IoT-AI 技術を適

用し出力増大、トラブル回避等の効率化を図り、発電所、熱利用施設のトラブル発生

率を 20%低減することなどによって、暦日利用率 1を 10%向上させることを目的に研究

開発を行った。 

 

(2.7.2)研究開発の概要と全体目標 

本事業では、他機関と共同で、以下 4 つの研究開発項目を実施した。 

①  既存井戸の評価・モニタリング（担当：東京海洋大学、エンジニアリング協会） 

②  事業性評価・運営（担当：電力中央研究所、エンジニアリング協会） 

③  運転管理（担当：電力中央研究所、エンジニアリング協会） 

④  IoT-AI システム化（担当：伊藤忠テクノソリューションズ、エンジニアリング協

会） 

なお、報告書の構成上、本文では②と③の章立てを逆に記載した（②が 5 章、③が 4

章）。 

 

【全体目標】 

研究開発項目①～④の定量的目標数値を維持し、対象とするトラブル事例の 20%以上

において異常予兆検知が可能であることを確認することにより、『トラブル発生率 20％

低減』が達成できることを実証試験により確認する。トラブル回避および発電関連設備・

 
1 本事業では、暦日利用率を【売電電力量÷（認可出力×暦日時間数）】と定義する。  
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熱利用施設の運用改善による各施設の利用率を試算し、本ツール適用前より『利用率 10％

向上』することを実証試験により確認する。 

 

『トラブル発生率 20％低減』と『利用率 10％向上』の確認 

後述の「研究開発項目③「運転管理」」に確認結果を示す。 

 

(2.7.3) 事業スケジュール 

 

 

 

Ⅲ. 研究開発成果について 

 

1．アンケート・ヒアリング調査・発電停止分析（担当：エンジニアリング協会） 

 

1) アンケート・ヒアリング調査 

発電機メーカー、発電事業者、熱利用事業者へアンケートおよびヒアリング調査を

行った。ここでは、冷却系統におけるトラブルが多いこと、暦日利用率には 50～80%

とバラツキがあるものの、概して低い値であること、またメンテナンスに関して機能

強化と遠隔管理へのニーズが高いことなどを確認した。 

一方、熱利用事業者への調査より、総じて熱利用事業は単体事業としての事業規模

は大きくないが、熱水または蒸気を複数の用途で「複合利用」することで、地熱発電

事業に副次的な価値を付加する事業としての役割を担っていることを確認した。熱利

用事業はいずれも小規模であり、地熱発電事業を含めた全体の事業性向上に寄与して

いることが明確に示されている事例は存在しないが、経済面だけでなく熱利用を通じ
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た地域貢献や地熱発電事業の理解促進などの副次的な価値を付加できる事業として今

後も導入を進めていくべきであると言える。 

しかし、熱利用施設本体ではなく、熱（温水、蒸気）の供給源側に起因するトラブ

ルが多いこと、熱水の温度や流量を自動計測している施設は少なく日常点検として目

視による温度・湿度の記録だけを行っている施設も多いことが示された。したがって、

熱利用施設に対して IoT あるいは AI を適用することにより、本調査研究の目的（トラ

ブル発生率の低減、暦日利用率の向上）達成に結び付けることはできないと判断し､試

行的なものを除いては、熱利用事業への IoT および AI 適用は検討対象外とした。 

 

2) 発電停止分析 

9 つの発電所で計 13 機の発電機における運転データを受領して発電停止の実態を確

認した。発電停止時間の比率は 6.8～27.8%と発電機により様々である。複数の発電機

を持つ同一発電所では概して同様な値を示しており、また同一発電機でも発電所によ

り値が異なることから、発電停止要因は発電システム全体に依存している傾向がある。

なお、受領したデータの発電停止時間の合計は 1,483 日であり、データ分析時間の合

計 9,329 日で割ると平均的な発電停止割合は 15.9%となる。 

次に 5 つの発電所の保守点検記録に基づき、発電停止のトラブル原因ならびに定期

点検などメンテナンス状況に関する分析を行った。この際、発電停止原因を、①（設

備の）不調、②検査、③工事、④停電、⑤清掃、⑥その他、および原因不明の 7 種類

に分類し、発電停止時間と件数を集計した結果は図Ⅲ-1 のようになる。 

 

      
図Ⅲ-1 発電停止のトラブル原因ならびにメンテナンス状況の分析結果 

 

上記より、発電停止トラブルの最たる原因は「設備（主に発電機）の不調」であり、

復旧時間も 1 件あたり約 3.1 日と長いため、最重点項目として対策を講じることが肝要

である。一方、②検査、③工事、④停電、⑤清掃は、停電を除き自ら計画・管理できる

事項である。これら４つの原因による発電停止時間の合計比率は、設備不調の 63%に対

して 22%に過ぎず、予防保全として検査・工事・清掃の頻度や時間を増やし、それに勝る

だけ設備不調の時間が抑えられる可能性があれば、積極的に検討すべきである。ここに、

経験則に基づく検討に加えて、IoT-AI の活用が期待できる。 
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2．研究開発項目①「既存井戸の評価・モニタリング」 

【事業概要】 

全国の小規模地熱発電に適した地熱資源を産出する井戸を選択し、その井戸から地

熱資源データ並びにモニタリングデータ、配管のスケールデータを収集する。これよ

り、トラブル発生率の低減と暦日利用率向上に寄与する項目を分析し、AI に取り込め

る項目と取り込めない項目を整理し、効果のあるものについては研究開発項目④にて

システムを検討して評価する。 

 

【事業目標】 

既存井戸および配管のスケールの評価・モニタリングに関する EMP（ Energy 

Management Platform）のプロトタイプを改良した基本ツール（研究開発項目④にて作

成）を用いて実証試験を実施し、井戸の健全性と配管のスケール特性を評価し、運転

中の井戸と配管スケールのモニタリング状況を実証する。 

 

1) 既存井戸の評価 

土湯 16 号源泉バイナリー発電所および奥江温泉地熱バイナリーサイクル発電所を

対象として地熱資源データならびにモニタリングデータを収集した。また、収集した

データと坑井の地域性や地質条件を加味して貯留層特性を分析するとともに、井戸に

関するトラブル発生率の低減や利用率向上に寄与する項目を分析した。 

 

a.土湯 16 号源泉バイナリー発電所の既存熱源データの整理と分析結果 

2015 年 11 月 1 日から 2020 年 5 月 31 日までの発電実績データを整理、分析し、 暦

日利用率の評価を行った。既存井戸に起因する主たる発電停止は、井戸内の付着スケ

ールを取り除く浚渫作業であり、それによる累計停止時間は停止時間全体の 11%であ

った。 

長期にわたる源泉の温度、圧力および流量のモニタリングから坑口圧力の安定性が

確認され、また定期的な浚渫作業により暦日利用率は 90%前後を維持していることか

ら、源泉状態は健全であると評価した。浚渫工事のタイミングを決定する項目として

は、発電量、蒸気・熱水の圧力、温度、流量が挙げられ、これらのデータを AI に取り

込むことで最適な浚渫工事のタイミングを見出すことが期待できる。取得、整理した

発電機システムおよび源泉状態に関するデータを研究開発項目④にて EMP プロトタイ

プのデータベースに反映し、同システムの実証試験に供した。 

 

b.奥江温泉地熱バイナリーサイクル発電所の熱源データの取得と分析結果 

源泉配管システムに IoT 機器を新たに設置し、源泉状態（蒸気圧力・温度、蒸気流

量、熱水電気伝導度）および発電量に関するデータを取得した。取得、整理した源泉

状態に関するモニタリングデータを研究開発項目④にて EMP プロトタイプのデータベ

ースに反映した。モニタリング期間（2019 年 10 月～2020 年 8 月）において、温熱源

としての井戸の問題による発電の停止は確認されず、冷却などの冷熱源に起因するト
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ラブルが顕著であった。したがって、生産よりは還元または冷却に重点をおいたモニ

タリングシステムの検討が必要であったと考察される。今後、同様な検討がなされる

とすれば、生産に重点を置くモニタリングなのか、冷却や気象などに重点を置くモニ

タリングが必要なのかを吟味をして、IoT 化を行う必要がある。 

 

 

2) スケールモニタリング 

小浜温泉バイナリー発電所および奥尻地熱発電所の源泉配管設備を対象として、地

熱資源データと配管内のスケール付着状態の時間履歴データを収集、分析した。スケ

ール付着に関するデータの収集には、（国）東京海洋大学が開発した温度測定式スケー

ル付着モニタリング技術（図Ⅲ-2）を用いた。 

 

a.小浜温泉バイナリー発電所源泉配管のスケールモニタリング 

坑口出口、源泉熱交換器入口および出口の 3 カ所の源泉配管（配管サイズ：150A）

を対象として、2019 年 6 月 15 日から 2021 年 4 月 30 日までスケール付着状態のモニ

タリングを実施した。本モニタリング技術は、源泉配管内のスケール厚さ分布や成長

速度等の状態を把握することができ、スケールに起因した熱源状態の変化と発電電力

の関係を評価する上で有効であることを実証した。 

小浜温泉バイナリー発電所のスケールの問題は、主として源泉配管系における剥離

スケールの源泉熱交換器入口への集積（図Ⅲ-3）に起因した源泉圧力の上昇（閉塞に

よる源泉供給流量低下）とそれに伴う発電出力（源泉供給流量）の低下であることが、

現地調査とモニタリングにより明らかとなった。一方、スケール剥離量と熱交換器の

閉塞による源泉圧力上昇に強い相関があるものの、発電異常の発生時期に規則性は見

られず、したがって、モニタリングによって得られる剥離スケール量の情報から異常

発生を将来予測することは困難であるという結論に至った。 

 

 

図Ⅲ-2 温度計測式スケール付着モニタリング技術 
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図Ⅲ-3  熱交換器に堆積した剥離スケール 
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スケール付着状態のモニタリング結果から、スケールの剥離が顕著となる厚さ条件

と場所を示すとともに、取得されたスケール厚さのデータに基づいて、スケール成長

の将来予測が可能であることを示した。また、スケールのモニタリング結果と過去の

源泉配管のメンテナンス履歴から、スケールの剥離量が少ない時期における配管メン

テナンスの実施が異常発生頻度の低減において有効となる可能性があることを示した。

取得したデータを研究開発項目④にて EMP プロトタイプのデータベースに反映し、同

システムの実証試験に供した。 

 

b.奥尻地熱発電所源泉配管のスケールモニタリング 

源泉配管においてスケール成長の有無を確認するため、坑口出口の源泉配管（配管

サイズ：200A）を対象として、2020 年 9 月 25 日から 2021 年 4 月 30 日までスケール

付着状態のモニタリングを実施した。その結果、モニタリング期間においてスケール

成長は認められなかった。それにより、同発電所において薬液注入によるスケール付

着抑制が健全に実施されていることを明らかにした。取得した源泉配管表面温度と熱

流束の計測値よびスケール厚さの予測値を、研究開発項目④にて EMP プロトタイプの

データベースに反映した。 

 

3．研究開発項目②「事業性評価・運営」 

【事業概要】 

発電所、熱利用施設、発電＆熱供給統合システム、および地域共生を対象に、事業化判

断、事業性評価や運営について、AI に取り込める項目と取り込めない項目を整理し、効果

のあるものについてはシステムを検討して評価する。 

 

【事業目標】 

既設事業の事業コストやリードタイムを対象にして地域経済効果と事業プロセスを可視

化し、研究開発項目①～③に係る設備投資を抑えつつ、社会コスト低減の最適化を図る。 

 

1) 事業性評価・運営（担当：電力中央研究所、エンジニアリング協会） 

a.発電所、熱利用施設、発電&熱供給統合システムの事業性 

発電所、熱利用施設、発電&熱供給統合システムの事業性を評価するため、文献調査、

および調査協力が得られた事業者アンケート・ヒアリング調査を実施した。その結果、

熱利用施設単独の事業は全国で様々な規模の事業実績が確認された。一方、発電所に関

しては、小規模の場合、特に運転中の運転維持費（修繕費・保守点検費）の低減策を講

じ、収益改善することが喫緊の課題と考えられた。ヒアリング調査より、事業者にとっ

ては暦日利用率よりも対策コスト（費用対効果）が重要な評価指標であったため（図）、

日常の出力低下による FIT 収益の損失、トラブルによる損失額やその対策費などを金額

として可視化すれば、より理解しやすくトラブル対応や行動支援に繋がる可能性が想定

された。 
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図Ⅲ-4 小規模地熱発電所のトラブルによる損失の程度と対策コストとの関係 

 

発電&熱供給統合システムに関しては実施例が少なく、小規模発電への熱利用施設の付

随は国等補助金利用がないと事業化が難しいこと、生産物の本格的商用化に至るまで期

間を要し運営にノウハウが必要である等、事業性が大きな課題であることが明らかとな

った。 

以上について、AI システムに取り込める項目の有無を検討した。その結果、今回収集

したコスト情報に基づく事業性評価は困難であったが、IoT-AI により得られた運転デー

タと事業収支を連携すれば将来の事業性評価もある程度可能であることが示唆された。

そこで新たに事業性評価支援ツールを開発した（図Ⅲ-5）。主な特徴は、メーカー・発電

規模・発電方式によらず汎用的・簡便に事業性評価が可能であること（無償での提供）、

運転中の事業性改善を支援するためコストを可視化したこと、後述する運転管理支援ツ

ールの分析結果の一部として季節変動を考慮した発電電力量予測式を組み込んでおり実

際の運転データがなくても出力を近似できる点が挙げられる。さらに、FIT 収益に直接

影響する出力の実績値を取り込み可能とした他、点検・修理費等の日常の収支をキャッ

シュフローとして可視化する機能、および点検情報・トラブル事例等のデータベース管

理機能などを搭載した。これにより時間軸を考慮した事業性評価、および情報の一元管

理が可能となり、事業者自らが簡便に操作できるという新規性・独自性を有している。 
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図Ⅲ-5 事業性評価支援ツールのホーム画面（左）およびシステム試算機能（右） 

 

b. 地域共生に係る情報 

発電所運営に伴い、地域社会への貢献、配慮事例や周辺環境との調和に関連した法令

順守の現状について調査し、関連する条例制定地域、近隣住民等とのトラブル対応事例、

FIT 収益の一部を地域振興や地域社会貢献に還元している事例等の最新情報をとりまと

めた。 

以上について、AI システムに取り込める項目の有無を検討した。その結果、地域共生

の検討・改善・向上に役立つ情報（ガイドラインや事例集、法規制・条例、観光・見学・

学習会、地域共生方策等）に関し、AI コンシェルジュやチャットボットのような IoT-AI

化を検討した。しかしながら本事業終了後の継続的な情報更新作業の発生およびシステ

ム維持管理費等の継続的責務の点から不適と判断された。また、ヒアリング調査からは

IoT-AI 化に関するニーズが確認されなかったため、現状では既存情報の整理で十分と判

断された。 

地域経済効果や地域付加価値の可視化、社会コスト低減に繋がる最適化、IoT や AI 導

入による省人化・省力化と事業性向上に関しては、分析に必要な情報および数値化可能

な情報の不足等の理由から IoT-AI 化は不適と判断され、今後の課題と考えられた。 

 

4．研究開発項目③「運転管理」 

【事業概要】 

電力中央研究所が保有する発電プラントの熱効率解析ソフトを活用し、井戸下から一次

熱交換器、バイナリー発電設備、熱利用施設に至る地熱エネルギー利用設備を一元的に状

態監視し、機器等の異常予兆を検知するとともに、最適な発電・熱利用ができるツールを

構築する。 

 

【事業目標】 

発電関連設備・熱利用施設の計測データの見える化および、各設備の性能解析・評価を
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可能とする実証試験設備にカスタマイズした運転管理支援ツールを作成する。 

過去に生じたトラブル事例(母数は調査結果に依る)を対象にして、トラブル発生前の運

転データを基本ツール（研究開発項目④にて作成）に読込み、対象とするトラブル事例の

20%以上において異常予兆検知が可能であることを確認する。 

 

1) 運転管理支援ツールの開発（担当：電力中央研究所） 

発電関連設備の各機器性能や各配管部の状態量を遠隔監視（見える化）するため、運

転データに基づく設備全体の性能解析・評価をリアルタイムに実施可能な「運転管理支

援ツール（以下、管理ツール）」を開発し、小規模地熱発電所 2 地点を対象に実証試験を

実施した。なお、熱利用施設については、「事業全体」に記したように、本研究開発項目

の対象外とした。 

管理ツールは、対象設備全体の熱効率解析を実施することにより、要素機器から各配

管に至る設備状態を容易に把握し、遠隔監視（見える化）することができる。管理ツー

ルを活用することで、設備状態の解析にかかる労力を大幅に削減することができるだけ

でなく、井戸や大気条件の影響を加味した上で、対象設備の健全性を要素機器や各配管

単位で診断することが可能となる。図Ⅲ-6 に、管理ツールの概略図を示す。管理ツール

は、 「計測」から「前処理」、「熱効率解析」そして「見える化」までの一連のプロセ

スを自動かつリアルタイムに実行することができる。 

 

図Ⅲ-6 運転管理支援ツール（管理ツール）の概略図 

 

本事業では、運転管理支援ツールの開発および実証試験の対象設備として、発電機メ

ーカーや出力が異なり、また、近年の設備の暦日利用率が比較的低いという理由から、

シン・エナジー株式会社が保有する「小浜温泉バイナリー発電所」および協和地建コン

サルタント株式会社が保有する「協和地建コンサルタント湯梨浜地熱発電所」を選定し

た。 
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小浜温泉バイナリー発電所を対象に、電力中央研究所が開発した熱効率解析ソフト

EnergyWin®を用いて、要素機器の性能および配管内作動流体の状態量を見える化する管

理ツールを開発し、2019 年 10 月より実証試験を開始した。本ツールを用いてバイナリ

ー発電機の設備性能を正常時の性能値と比較したところ、2019 年 11 月以降の発電機出

力の低下が異常値であることを検知した。さらに、2020 年 1 月にバイナリー発電機を構

成する蒸発器の性能低下を検知し、発電機出力の低下の一因であることを明らかにした。

また、本事例では、管理ツールの適用によって暦日利用率が絶対値で 10%以上（62.4%→

73.8%）向上した。本事例は、向上効果が特に大きいトラブルであったと考えられるが、

本事業の最終目標である「相対値で 10%以上」を大きく上回る結果であり、管理ツール

が発電関連設備の異常診断に有用であることが分かった。 

湯梨浜地熱発電所を対象に、現地設備のモニタ画面でしか確認できない運転データに

ついても見える化するため、モニタ画面および現場計器より運転データを数値情報とし

て読み取り収集する IoT 機器を作製するとともに、IoT 機器と連携した同発電所専用の

管理ツールを開発した。そして、2020 年 4 月より実証試験を開始し、各種運転データを

通年で安定的に収集し、リアルタイムに設備全体の熱効率解析が実行できることを確認

した。 

以上のように、開発した運転管理支援ツールを実際の発電所に適用し、発電所の設備

運転状態の監視と設備性能の異常診断の両面において、高い実用性、有用性を実証した。 

現在、第一実業株式会社のバイナリー発電機は小規模の地熱・温泉での発電やバイオ

マス発電、焼却設備での排熱発電向けに 65 台の納入実績があり、さらに受注済み、製作

中の発電機が 21 台ある。また、株式会社 IHI 製のバイナリー発電機は、2013 年に販売

開始以来、温泉熱・バイオガスコジェネ・ゴミ焼却炉向けに約 70 基の納入実績がある。

これらバイナリー発電機の維持管理に、本事業にて開発した管理ツールが導入されるこ

とを期待する。 

管理ツールを導入すると、これまで不足していた、年間の季節変動に応じた正常状態

における各要素機器性能値（≒機械学習における教師データ）を蓄積できるようになる。

今後は、主要な補機（温水ポンプ、冷却水ポンプ、冷却塔ファンなど）の最適な制御値

（周波数）の組合せを提案する AI 技術の開発などにも、管理ツールによって得られるこ

れら解析結果が活用されることを強く期待する。 

 

2) 異常予兆検知（担当：エンジニアリング協会） 

本事業では、地熱発電所におけるトラブル発生率の低減を目的としており、その手段

として AI を適用した異常予兆検知の適用性を検討した。異常予兆検知では、正常な運転

状態におけるデータを使って学習させた予測モデルにより運転データの期待値を計算し、

実測値との乖離量で異常を判定する。そのためには、学習データとして設定する正常運

転期間をどこに設定するかが重要となる。 

本検討では、複数の発電所における運転データの時系列データの分析を行い、その結

果から、学習期間の選定方法と異常を検知することが可能な期間について、表Ⅲ-1 に示

す 3 つの解析ケースを想定した。ただし、ケース A に該当するデータは結果的に存在し

なかった。  
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表Ⅲ-1 学習期間の選定方法と異常を検知することが可能な期間 

解析 

ケース 
学習期間 異常を検知することが可能な期間 備 考 

A 
正 常 な 運 転 状 態

を 1 年間設定可能 

季節変動が考慮できているため、年

間を通してどの期間でも異常を検

知することが可能である。 

発電所の運転条件が変更に

なった際には、学習期間を再

選定する必要がある。 

B 

正 常 な 運 転 状 態

を 年 間 の 一 時 期

のみ設定可能 

季節変動を考慮した学習ができな

いことから、異なる年の同時期のみ

が異常検知の対象となる。 

学習期間が短いため、異常を

検知することが可能な期間

が限定的となる。 

C 

正 常 な 運 転 状 態

を 1 か月程度設定

可能 

季節変動を考慮せず、学習期間の少

し先までが異常検知の対象となる。 

季節変動を考慮できていな

いため、学習期間の再学習が

短い頻度で必要となる。 

 

ケース B とケース C の学習期間の選定方法に基づき、5 か所の小規模地熱発電所におけ

る解析を実施した。図Ⅲ-7 にケース B の解析結果の一例を示す。 

 

図Ⅲ-7 異常予兆検知の解析事例 

 

複数の小規模地熱発電所における各種データに機械学習を利用した異常予兆検知ソフ

トを用いた解析を適用した結果、①計測データの不備、②発電機の手動操作や自動制御

への対処、③発電機停止の要因や期間等の記録不備、④客観性のある学習期間の設定と

異常値除去、⑤AI を適用することにより検知できる異常は限定的、等の課題を抽出した。 

計測データについては、計測間隔の粗さ等に関する課題があり、発電事業者による手

動操作の記録が残っていないことや発電機内部の自動制御の内容がブラックボックスで

あることに起因するデータ解析上の課題もあった。トラブル要因等の情報が得られない

場合には、学習期間を機械的に設定することは困難であり、主観的な判断が入らざるを

得ない。また、設定した学習期間内に存在する異常データを客観的な判断基準に基づい
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て除去することも難しい。 

図に示すように、異常値を除去した学習期間内の最大と最小の範囲を超えることによ

り異常と判定される計測データも多い。AI を適用することによって検出可能な異常値は、

最大と最小の範囲内で実測値と期待値が乖離したデータであり、異常と判定されたデー

タの一部であることを認識しておく必要がある。 

今後、AI を利用した異常予兆検知ソフトが保有する機能を有効に活用するには、例え

ば EnergyWin®などの物理モデルによる性能解析を事前に行い、発電機の基本性能に基づ

く正常な運転状態における計測値の変動を把握した上で、物理的に意味のある変動指標

を導き出し、その指標に対して AI による異常予兆検知機能を適用するようなシステム

が必要になると考えられる。 

 

3) 異常予兆検知によるトラブル発生率の低減（担当：エンジニアリング協会） 

本事業の目的であるトラブル発生の低減率を算出するための指標について検討した結

果、「事前に予兆検知可能なトラブルは、何らかの措置を行うことによりトラブル発生を

予防可能」という前提条件を置くこととした。この場合、トラブル発生の低減率は、「予

兆検知可能なトラブルの件数」/「トラブルの総件数」となる。本事業では、異常予兆検

知のために使用した Predict-It™を用いた複数の試行解析から、事前に予兆検知できたト

ラブル事象を抽出し、その事象の件数を実際に発生したトラブル事象の総件数で割った値

を「トラブル発生の低減率」と定義した。 

実証試験サイトとして選定した小浜温泉バイナリー発電所と協和地建コンサルタント

湯梨浜地熱発電所におけるトラブル事象の分析結果から、それぞれの発電所における「①

予兆検知できる可能性のあるすべてのトラブル事象」と「②Predict-It™による試行解析

から異常予兆検知できる可能性が示されたトラブル事象」の件数を抽出した結果は以下の

ようになる。 

・小浜温泉バイナリー発電所：①の事象 7 件、②の事象 2 件 

・湯梨浜地熱発電所：①の事象 6 件、②の事象 1 件 

以上より、2 発電所における平均的なトラブル発生の低減率は、(2+1)／(7+6)＝0.23＝

23[%]となる。 

 

5．研究開発項目④「IoT-AI システム化」 

【事業概要】 

研究開発項目①～③の IoT-AI での研究成果とのインターフェース開発を行う。2019 年

度までにプロトタイプを製作し、2020 年度の実証試験を通して、本事業終了後のエネルギ

ーマネジメントプラットフォームの実用化を目指す。 

 

【事業目標】 

エネルギーマネージメントプラットフォーム（EMP）のプロトタイプとして、EnergyWin®、

Predict-It™あるいは ReNom®を効果的に活用したツール（基本ツール）と E-PLSM との相互

インターフェースを作成し、システム化による効率低下が発生していないことを確認する。 
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1) EMP プロトタイプ構築およびデータ登録（担当：伊藤忠テクノソリューションズ） 

  近年の発電設備においては、EMP を活用した IoT-AI 化が促進されている。しかし、小

規模地熱発電においては、必ずしも EMP の活用が進んでいるわけではない。 

  本研究開発では、アマゾンウェブサービス社のクラウドサービス（AWS）および、伊藤

忠テクノソリューションズ株式会社のエネルギー統合型クラウドサービス（E-PLSM）を

ベースに EMP プロトタイプを構築した。本 EMP プロトタイプのデータ処理解析支援環境

として、電力中央研究所が開発した熱効率解析ソフト(EnergyWin®)、米国ベンチャーECG

社が開発した異常予兆検知ソフト(Predict-It™)、国内 AI ベンチャー株式会社グリッド

が開発した AI ツール(ReNom®)の相互インターフェースを作成し用いた（図Ⅲ-8）。 

  構築した EMP プロトタイプには、検証を行うため 10 事業者から受領した 500 項目に

及ぶデータおよび気象庁が観測している気象データを登録した。 

 

 

図Ⅲ-8 EMP プロトタイプで用いた解析支援ツール概要 

 

2) EMP プロトタイプの AI ツールの検証（担当：伊藤忠テクノソリューションズ） 

構築したプロトタイプを用いて上述の異常予兆検知の検証に加えて AI ツール（ReNom®

等）を用いた検証を実施した。実施したいくつかの解析結果の内でスケールモニタリン

グに用いられる配管外表面熱流束値を高価な熱流束センサを用いることなく配管表面温

度、周囲温度および風速から AI モデルを構築して予測することが出来た。今後、高価な

熱流束センサを用いることなくスケールモニタリングを実施する可能性を示せたと考え

る。 

3) EMP プロトタイプの課題（担当：伊藤忠テクノソリューションズ） 

検証を通して効果的なデータ収集による円滑な可視化、解析の効率改善の有効性を確
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認した一方、今まで EMP が活用されてないこともあり、既存データや有効な知見が少な

く、データ項目が整理されていないなど EMP を効果的に活用する上での課題点が数多く

あった。 

特に小規模地熱スマート発電＆熱供給施設においては収入が限られるため、EMP を低 

価格で利用する必要があり、そのためには図Ⅲ-9 で示されるような共同利用の環境を整

備する必要があると考えられる。 

 

 

図Ⅲ-9 EMP 利用イメージ図 

 

 

6．最終目標に対する成果と達成度  

研究開発項目  最終目標（2021 年 5 月） 成果 達成度 

①既存井戸の評価・  

モニタリング  

 

研究開発項目④にて開発し

た基本ツールを用いて井戸の

健全性と配管のスケール特性

を評価・実証する。  

➢ 2 か所の小規模地熱発電

所において、生産井の健

全性を評価し、生産井の

状態に起因した発電異常

がないことを明らかにし

た。 

➢ 2 か所の小規模地熱発電

所の地熱流体輸送配管に

IoT 機器を設置し、配管内

におけるスケール成長の

将来予測が可能であるこ

とを実証した。  

○ 
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②事業性評価・運営  既設事業の事業コストやリ

ードタイムを対象にして地域

経済効果と事業プロセスを可

視化し、研究開発項目①～③に

係る設備投資を抑えつつ、社会

コスト低減の最適化を図る。  

 

➢ 収益改善に関して、事業     

利益を最大化する為に、

点検・修理に係る運営計

画について、事業者自ら

が簡便にシミュレーショ

ンできる「事業性評価支

援ツール」を開発した。  

○ 

③運転管理  発電関連設備・熱利用施設の

計測データの見える化及び、各

設備の性能解析・評価を可能と

する運転管理支援ツールを作

成するとともに、過去に生じた

トラブル事例を対象にして、

20%以上において異常予兆検知

が可能であることを確認する。 

➢ 発電関連設備の各機器性

能や各配管部の状態量を

見える化し、運転データ

に基づく設備全体の熱効

率解析をリアルタイムに

実施可能な「運転管理支

援ツール」を開発。小規模

地熱発電所 2 地点に対し

高い実用性、有用性を実

証した。 

➢ 異 常 予 兆 検 知 ソ フ ト

（Predict-ItTM）による学

習期間の設定方法と異常

予兆検知の適用性を検討

するための複数の事例解

析を実施した。実証試験

を実施した 2 発電所のデ

ータに対して異常予兆検

知 ソ フ ト を 適 用 し た 結

果、予兆検知可能なトラ

ブル事象の件数は実際に

発生したトラブル事象の

総件数の 20%以上と試算

された｡ 

○ 

④IoT-AI システム化 EMP のプロトタイプとして、

EnergyWin🄬、Predict-ITTM ある

いは ReNom を効果的に活用した

ツール（基本ツール）と E-PLSM

との相互インターフェースを

作成し、システム化による効率

低下が発生していないことを

確認する。  

➢ 研究開発項目①～③を包

含したエネルギーマネジ

メントプラットフォーム

（EMP）プロトタイプを構

築した。 

➢ データに整理・登録・検証

を通じて、小規模地熱発

電所における EMP の課題

点やあるべき姿に関して

整理した。  

➢ AI を適用した地熱発電に

関わる計測データ等の予

測解析を実施し、発電量、

スケール厚さ、異常予兆

等の予測において適用可

能な事例を示した。  

○ 
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⑤全体の目標  研究開発項目①～④の定量的

目標数値を維持し、対象とする

トラブル事例の 20%以上におい

て異常予兆検知が可能である

ことを確認することにより、

『トラブル発生率 20％低減』が

達成できることを実証試験に

より確認する。トラブル回避及

び発電関連設備・熱利用施設の

運用改善による各施設の利用

率を試算し、本ツール適用前よ

り『利用率 10％向上』すること

を実証試験により確認する。  

➢ 実証試験を実施した 2 発

電所のデータに対して異

常予兆検知ソフトを適用

した結果、予兆検知可能

なトラブル事象の件数は

実際に発生したトラブル

事象の総件数の 20%以上

と試算された｡ 

➢ 開発した運転管理支援ツ

ールを小規模地熱発電所

に適用した結果、蒸発器

の異常診断を受けて修繕

を 早 期 に 実 施 す る こ と

で、暦日利用率の 10%以上

の向上が見込まれること

を明らかとした。  

○ 

 

 

 

 

Ⅳ．事業化へ向けての見通しと取組みについて 

1) IoT-AI システム（EMP）（担当：伊藤忠テクノソリューションズ） 

小規模発電事業者にとっては、運用コストが限られていることから EMP の単独運用で

はコストメリットが得られず、導入は難しいことが認識された。また、小規模地熱発電

所を複数集めたとしても、十分なスケールメリットを得ることは難しいため、様々な再

エネ事業者のシステムと統合した大きな枠の仕組みづくりが必要であり、事業化には

様々な課題が見えた。 

今後、様々な再エネ事業者のデータを収集して一元管理し、データの利活用を推進す

る仕組み作りを行うことができれば、発電事業者の実質的な EMP 利用コストの低減およ

び EMP 利用促進につながることが期待できる。多数の発電事業者、メーカーの計測デー

タや処理・解析知見を知識データベース化することにより、国内の小規模地熱全体の効

率・利用率の改善に繋がっていくと考える。 

 

2) スケールモニタリング（担当：東京海洋大学） 

導入方法：源泉輸送配管へのセンサ施工、遠隔監視 IoT 機器・解析装置の設置。 

試験提供：当面は個別の要望に対し、受託研究の一環あるいは受託業務として本モニ

タリング技術と分析サービスを提供する。 

事業化の課題：事業化による本技術の導入促進には、より安価で汎用性の高いセンシ

ング技術とユーザーインターフェースの開発、製品化が必須となる。大学

独自でこれらを達成することは難しく、メーカー等の協力が必要になるが、

事業対象を地熱発電のみとした場合、需要が少ないことから事業化に賛同

する企業を募ることは困難と考える。 
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今後の方向性：配管詰まり検出技術のニーズとビジネスの潜在性が高い例えば石油・

ガスパイプラインフローアシュアランス分野等の他分野も対象として、関

連するコンサル企業や計測機器メーカーとの共同研究開発等を幅広く展開

することで本技術の製品化、事業化を推進し、ひいては地熱分野への導入

促進に結び付けていきたい。 

 

3) 運転管理支援ツール【GeoShinkTM】（担当：電力中央研究所） 

導入方法：発電所の現場計器付近に、遠隔監視 IoT 機器を設置 

提供方法・費用：調整中（月額費用を抑えたサブスクリプション契約とする予定） 

試験提供：GeoShinkTM は今後、さらなる高機能化などの改良を進める予定であり、本

改良にご協力いただける事業者様にはモニタ価格での提供を検討中 

 

4) 事業性評価支援ツール（担当：電力中央研究所・エンジニアリング協会） 

公開方法：完成版をエンジニアリング協会のホームページで無料公開予定 

普及活動：エンジニアリング協会が定期開催している「地熱発電・熱水活用研究会」

などの機会を活用してセミナーを開催予定 
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個別テーマ（2.8) 

 

(2)地熱発電所の利用率向上に関する研究 

 

(2.8)地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

助成先：東芝エネルギーシステムズ株式会社 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて（事業の計画内容） 

(2.8.1)事業の概要 

再生可能エネルギーに位置付けられる地熱発電は今後大きな新設需要が見込まれる。一

方で風力発電や太陽光発電といった他の再生可能エネルギー電源のコストが下がり、競

争環境が激化している。従って地熱発電事業者はより効率的な発電所運営が求められる。

また弊社の独自調査によれば、地熱発電事業者のニーズは特に予兆診断(Predictive 

Maintenance)にあることがわかった。燃料代がかからず、発電量が井戸から供給される蒸

気に依存する地熱発電においては、如何に止めずに運転するか、稼働率を如何に高く保つ

かということに特に関心が高いことがわかった。 

そこで本研究では、発電所の稼働率向上に寄与する IoT/AI を含んだシステムの技術開

発を行うために、次の開発目標を設定した。 

i. 対象発電所の稼働率のベースラインを検証し、稼働率に影響するトラブル因子に

ついて整理する。 

ii. i.で評価されたトラブルの発生率を 20％低減することを、目標とする。目標に対

するアプローチは 2 つあり、1 つはトラブルについて IoT/AI 技術の適用により

予知・予見できるシステムの構築を目指す。もう１つは対象発電所のエンジニア

リングデータを利用したプラントモデル（デジタルツイン）を構築し、IoT/AI技

術の適用により、オンラインデータによる実プラントの性能値とプラントモデル

の性能値をリアルタイムで比較し、スケール堆積等の地熱発電所特有のファクタ

ーも含めた経年劣化による性能への影響を監視ならびに分析するシステム開発

を目指す。そのうえで、実証期間中に可能な範囲でトラブル予兆を行い、またプ

ラント性能の状態をリアルタイムで監視し、設備毎の経年劣化まで分析すること

で、i.のベースラインに対する稼働率向上の検証を行う。 

発電所の稼働率向上に寄与する技術開発として、稼働率に影響するトラブル因子の一つ

であるタービンへのスケール付着を抑制する薬剤を、ラボベースで検証する。この結果か

ら、薬剤によりタービンスケールの付着を 20％抑制することを目標とする。具体的には

実地熱蒸気を使用し、経年的なタービンスケールの付着を薬剤注入とタービンスプレー

を組み合わせたシステムで抑制するシステムの構築を目指す。 



個別テーマ(2.8) 2 

 

図Ⅱ-1に研究開発の概略図を示す。 

 
図Ⅱ-1 研究開発概略図 

 

 

(2.8.2)研究開発の計画 

(1) 予兆診断による稼働率向上 

地熱発電所の運用中に発生するさまざまな問題は、その事象が起こってから対処してい

るのが実態であり、事象を確認している時や対策検討の期間中はプラントが稼働しない

ため、地熱エネルギーの有効活用ができない。そこで地熱エネルギーを最大限活用するた

めには、問題が発生する前に予見する必要がある。 

そこで、問題が発生する前に予見可能なビックデータ解析ツールを開発する。具体的に

は、過去のプロセスデータ（地下から供給される蒸気の条件、大気温度などの発電所の境

界条件とプラント熱収支など）の評価を通じて、現在のプロセスデータのあるべき範囲を

予測できるようにし、実際の運転値がこれと乖離した場合は、異常の可能性のある値と捉

え抽出する。また、抽出されたプロセスデータと関連性が高い別のプロセスデータも抽出

する。弊社はこれらのデータから実機で起こっている物理現象を推測し、稼働率を低下し

うるトラブルに繋がる要素を導き出すことができるシステムを開発する。その後、実証試

験先の A 発電所と B 発電所に実装し、運転データの分析と評価を行う。当該システムを

開発するため、以下の研究開発を実施する。 

 

Step1. 過去の運転データ
Step2. リアルタイムの運転データ

過去起きたトラブルを検知できるか
未来起こるトラブルを検知できるか

プラント
運転データ

異常の兆候
を発見

トラブルを
事前に検知

物理現象と
関連付け

予兆診断に
よる稼働率
の向上

タービンウォッシングスプレー 薬液注入

Step1. ラボベースでの効果検証
Step2. 実際の蒸気を用いた実証試験

スケール形成抑制効果の確認
実際の蒸気での検証

スケール
対策による
利用率向上



個別テーマ(2.8) 3 

 

【2018年度】 

対象発電所において、過去に起こったトラブル及びトラブルに係るプロセスデータを

取得し、過去に起こったトラブルに対してそれ以前のデータからトラブルの予兆を検

知できるか評価を試みる。また、分析ツールを発電所現場に実装し、実機の運転モニタ

リングための準備を行う。 

 

【2019年度】 

2018年度の評価結果に基づき、将来の故障の予兆診断システムを構築する。構築した

システムの実証を行うため、実機に適用し運用を行う。実証試験の結果を踏まえ、必要

に応じてシステムの拡充・改善を行う。 

また対象発電所のエンジニアリングデータを利用したプラントモデル（デジタルツイ

ン）を構築し、システムのオフライン検証を行う。その後、システムを実機に適用し、

オンラインによる運用を行う。実証試験の結果を踏まえ、必要に応じてシステムの拡

充・改善を行う。 

 

【2020年度】 

2019年度に引き続き、予兆診断システムの実機を用いた実証試験を行う。予兆診断シ

ステムを適用した場合と適用しない場合を比較し、システム導入による効果を評価す

る。 

(2) スケール抑制対策による利用率向上 

地熱発電においてタービンスケールは、タービン機器の稼働率や寿命に影響するものと

して、発電事業者を悩ませる大きな問題となっており、弊社の調査からも発電事業者の関

心が高いことがわかっている。これに対し、タービン内部のスケールに対しては、タービ

ンウォッシングスプレーという解決策が存在する。これは、主蒸気の中にミストを散布し、

湿り度を上げた状態でタービンへ導くというものである。しかし水を用いたタービンウ

ォッシングスプレーは、効果のある場合もあれば効果の無い場合もあり、それのみで根本

的な解決に足るものにはなっていない。タービンウォッシングスプレーの効果が機場ご

とにばらつきがある要因としては、蒸気の性状が井戸ごとに異なり、各井戸に含まれるス

ケール原因物質の種類と濃度に差異があるため、スケールの化学組成が機場により異な

ることが挙げられる。 

この対策として、本テーマではタービン内のスケール付着を抑制することを目的に、ス

プレーを行う媒体に薬剤を加えることでスケールが付着しにくくなるシステムを開発す

る。その後、実証試験先の A発電所に設置し、実証試験を行い、スケール抑制の効果を検

証する。また、 

(1) 予兆診断による稼働率向上」にて開発するプラント運転状態の変化を逐次モニタリ
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ング可能なシステムを利用し、既設発電所の各種センサーからスケール付着量を予測す

るスケール可視化ツールを開発する。 

 

【2018年度】 

実地熱蒸気の性状と実際に付着したスケールの性状を分析し、化学計算等を用いてス

ケール生成のメカニズムを探ることで、蒸気の性状から生成されるスケール組成の予

測を行う。またウォッシングスプレーの効果のばらつきについて考察する。また、薬剤

の効果を検証するため、実試験の事前段階として、簡易的な模擬試験装置を作製し、ラ

ボレベルで薬剤の効果検証と選定を行う。スケール可視化ツールについては、対象発電

所のプロセスデータとプラント運転データを分析し、傾向や運転状況を評価し、タービ

ン入口における蒸気通過体積流量からタービンスケール付着量の算出アルゴリズムを

検討・構築する。 

 

【2019年度】 

2018 年度に引き続き実試験の事前段階としての薬剤の効果検証をラボの簡易試験装

置を用いて行う。入口条件に応じて必要な薬剤量が異なることが予想されるため、入口

条件を振ったスケール付着試験と付着抑制メカニズムについての検討を行う。実機場

での試験実施のための準備として現地調査および具体的な設置場所の検討を行う。試

験と実機の環境を近づける設備検討、試験で使用できる蒸気量など現地の制限に応じ

た設備検討を行う。その上で、試験要領策定、試験装置仕様決定、設計・製作を行う。

スケール可視化ツールについては 2018年度に引き続き、タービンスケール付着量を算

出するアルゴリズムについて検討・構築を行う。またタービンスケールによる発電量低

下とタービン開放点検費用等を評価し、スケール除去の時期を提示するタービンスケ

ールの将来予測アルゴリズムを検討・構築する。 

 

【2020年度】 

2019年度に引き続き試験装置の設計・製作を行い、製作した実証試験装置を実機場に

設置し、実証試験を行い効果検証する。具体的には、主蒸気配管から分岐した実地熱蒸

気に試験片を曝露し、薬剤を噴霧し、スケール付着抑制の効果を評価する試験を実施す

る。実証終了後試験装置は実機場で継続使用しない場合は、現状復帰する必要があるた

め撤去する。またスケール可視化ツールについては 2018 年度、2019 年度に検討した、

タービンスケール付着量の算出アルゴリズムとタービンスケールの将来予測アルゴリ

ズムを組合わせたスケール可視化ツールの妥当性について、タービン開放定期点検開

始日の実績日と計算結果を比較し、評価を行う。 
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(2.8.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、2018年 8月 1日より 2021年 2月 28日であり、主な事業スケジュ

ールを下表に示す。 

 

 

日        程        表 

  

      

2018年度 2019年度 2020年度 

      

第 2 第 3 第 4 第 1 第 2 第 3 第 4 第 1 第 2 第 3 第 4 

四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 四半期 

１．トラブル発生

率を低減させる予

兆診断の研究 

        

  

      

  

    

ビックデータ分析

ツールの実装運営 
        

  
      

  
    

過去のトラブルの

分析 
        

  
      

 

    

プラント性能監視

システムの実装運

営 

    

 

   

 

  

運転データの分

析・評価 
        

  
      

  
    

                        

２．地熱タービン

スケール対策技術

の開発 

        

  

      

  

    

薬剤効果の事前検

証 
    

 
   

 
  

実証試験     
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(2.8.4）研究開発の実施体制 

 

 

 

Ⅲ. 研究開発成果／事業化へ向けての見通しと取組みについて 

(3.1) 予兆診断による稼働率向上 

予兆診断によるトラブルの発生率を 20%低減することを目標とし、過去トラブルの分析、

予兆診断システムによる検証、予兆診断システム導入によるトラブル抑制効果分析、性能

評価システムによる検証を実施し、下記結論を得た。 

(1)過去トラブルの分析 

社内管理システムの全世界の地熱トラブル事例 48 件の予兆診断可否について評価を行

い、条件付き（既設発電所へのセンサー追加など）を含め 20件は予兆診断可能であると

判断し、予兆診断を可能とするプロセスデータの選定に資した。また A発電所より入手し

たトラブル事例のうち、タービントリップといった重大事故につながる事例 9 件を抽出

し予兆診断可否を検討したところ、条件付きを含め 9 件全てで予兆検知可能であると判

断し、タービン付帯設備のトラブルに起因する設備診断アセットの構築の詳細検討に繋

ぐことができた。また B発電所についても入手したトラブル事例 9件のうち、3件は予兆

診断可能であると判断し、A発電所と同様に設備診断アセットの構築の詳細検討に繋げる

ことができた。 

 

(2)予兆診断システムによる検証 

A/B発電所向けに設備診断アセットをそれぞれ 7アセット、23アセット開発した。設備

診断アセットの教師データの登録期間は過去 1 年間とし、加えて季節による変動を考慮

したチューニングを行った。その後、設備診断アセットを A/B発電所に設置した予兆診断

システムに実装し、それぞれ実証試験を行った。実証試験中はリモート接続による予兆診

断システムの遠隔監視を可能とし、また予兆を検知した場合に関係者にメールが送付さ

れる機能を実装した。実証試験の結果、地熱向けに設備診断アセットの監視幅のしきい値

算出方法を検討する必要があることが分かった。火力との条件の違いから地熱では正常

データを 10分割にクラスタ化し、クラスタ毎にしきい値を算出して、各クラスタのしき
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い値の平均値を採用することとした。これにより、地熱のような正常運転時においても蒸

気状態などの変動が大きい監視点に対し、適切な監視幅を設定することができ、地熱向け

の手法を確立した。これを設備診断アセットに適用し予兆診断システムに実装すること

で、従来の火力の手法では予兆検知および異常検知できなかった事象を検知することに

成功した。 

 

(3)予兆診断システム導入によるトラブル抑制効果分析 

地熱発電所向けに構築した設備診断アセットを過去のトラブル事例に適用し、トラブル

の抑制効果を評価した。表に示すとおり、9件中 4件は予兆検知可能であることが分かり、

20%以上のトラブル発生率を抑制できることが確認できた。表中の異常検知可は、トラブ

ル発生日とほぼ同時刻に検知できたことを示し、予兆検知可はトラブル発生前に、過去の

正常運転時とは異なる傾向を検知できたことを示す。以下に対象の件名と予兆検知可能

と判断した理由を示す。 

地熱向け設備診断アセットを過去のトラブル事例に適用した結果、9 件中 4 件は予兆検

知可能であることが分かり、20%以上のトラブル発生率を抑制できることを確認し目標値

を達成した。 

 

表Ⅲ-1 A発電所における過去トラブル事例の評価一覧 

 
 

 

(4)性能評価システムによる検証 

A/B 発電所向けにエンジニアリングデータをベースとしたプラントモデル（デジタルツ

イン）と監視画面を作成し、性能の経年劣化をリアルタイムに評価可能なシステムを開発

No. 発生日 件名 評価結果 * 予兆検知時間

1 2014/5/24 蒸気井 圧力低下 △ 約10時間前

2 2014/6/27 タービン振動異常 ○ 約8日前

3 2014/4/30 蒸気井 蒸気温度低下 ○ 約23日前

4 2015/7/29 タービン振動異常 ○ 約12日前

5 2016/8/1 発電機界磁地絡によるトリップ × －

6 2016/12/1 蒸気溜圧力低下 × －

7 2018/4/4 GCPガス調節弁・出口ガス流
量ハンチング発生

△ （評価継続中）

8 2018/5/1 復水器水位調節弁開度指示
不具合

△ 約5時間前

9 2018/7/2 沈砂池水位計不具合 ○ 約1日前

* 評価結果 ○：予兆検知可、 △：異常検知可、 ×：検知不可
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し、実証試 験を行った。その結果、実証試験期間中に A発電所では 2020年 7月に定

期点検、B発電所では 2020年 12月に生産井設備改良工事がそれぞれ行われたため、経年

劣化の影響を評価することができなかった。 

 

(3.2) スケール対策による利用率向上 

 実蒸気に薬液添加することにより、タービンへのスケール付着抑制 20%を目標とし、

薬液検討、実証試験、スケール分析を実施し、下記結論を得た。 

(1)薬液検討 

実蒸気の薬液を噴霧するアプローチを選択するにあたり、タービンへの影響及び環境

影響を考慮し、分散剤として使用される高分子化合物 PVPに着目した。PVPはいくつか

重合度の異なる薬剤があり特性が異なるため、模擬蒸気と薬液からなる混合液の滴下

試験とスプレーノズルの噴霧試験から、スケール付着抑制効果の最も高く実証試験に

適用可能な PVP(K-25)を選定した。 

 

(2)実証試験 

模擬蒸気の凝縮水を用いたラボ試験にて選定した PVP(K-25)の実蒸気への薬液効果を

確認するため、A発電所にて検証試験を実施した。実施にあたり、タービン翼 2-3段目

の湿り蒸気条件(31kPa、70℃)を模擬する試験装置を試作した。試験は薬液無し、0.001%、

0.01%、1%濃度の薬液注入条件でそれぞれ約 1週間の試験片への曝露を実施し、試験片

へのスケール付着物重量測定より薬液効果の有無を確認した。 

下表に各試験の試験条件を示す。試験では、薬液効果の確認として薬 液無しの

試験も実施しすることとした。 

 

表Ⅲ-2 A発電所にて実施した試験リスト 

 

 

分析結果より、薬液濃度 0.001%と 0.01%では付着物重量は測定限界以下となり、20%

以上の薬液効果を確認し目標値を達成した。今回、薬液濃度が最小の 0.001%でも効果

が認められたが、さらに濃度を下げても薬液効果が期待できると考えられる。したがっ
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て、経済的及び環境的な観点から 0.001%以下の濃度での最適化が今後の課題である。 

 

図Ⅲ-1 試験片重量増加分の結果 

 

 

(3)スケール分析 

試験片先端から 5mm、50mm、105mm の領域に付着したスケールの成分分析を実施した。

スケールの元素成分 A,B が検出されており、薬液濃度と比例し元素成分 A,B の付着抑制

率は向上する傾向にあった。また、注入した薬液成分も同定しており薬液による効果であ

ることを確認した。これらの元素は実蒸気分析にて観測されていたものの、試験期間が短

いため事前予想していた Si 等の成分の付着が観測されなかった。1 週間以上の長期試験

を実施し、他の元素や化合物の付着の有無を検証するのが今後の課題となる。 

 

表Ⅲ-3 元素成分抑制率 

 

 

(4)スケール可視化 

地熱発電所の利用率向上に向けて、地熱特有のタービンスケールの付着に着目し、スケ

ール量算出アルゴリズムと将来予測アルゴリズムから構成されるスケール可視化システ

ムを検討した。既設発電所の計測点からスケール付着量を定性的に算出するアルゴリズ

ムを検討し、発電機出力の低下の傾向と一致することを確認した。定検終了後からある一

定期間のスケール付着量より将来予測を行い、定検費用と比較することで定検推奨日を
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提示するアルゴリズムを開発した。既設発電所の実データを利用し、将来予測を行った結

果、定検推奨日は実際の定検日と 3%※の誤差範囲で提示することができたため、アルゴリ

ズムの有用性を確認できた。今後は他サイトへの適用を行い、アルゴリズムの妥当性を評

価し、製品化を行う。 

 

※3%は実際の定検日と 11日の差であることを示し、365日/年のうちどれだけずれている

かを割合換算した。 
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Ｐ１３００９ 

「地熱発電技術研究開発」基本計画 

 

新エネルギー部 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

① 政策的な重要性 

2018年7月に「第５次エネルギー基本計画」が閣議決定され、同計画において地熱発電

は、発電コストも低く、安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うエネ

ルギー源と位置付けられている。エネルギーミックスの議論において、地熱発電の2030

年度における導入見込量として最大で約155万kW（2016年度実績 54万kW）、発電電力量

113億kWh（2016年度実績 25億kWh）の導入拡大が掲げられている。 

また、2015年10月には、環境省自然環境局から出された「国立・国定公園における地

熱開発の取り扱い」の通知により、これまで開発が認められていない国立・国定公園第2

種及び第3種特別地域での開発が条件付きで承認され、今後、地熱資源ポテンシャルが高

い同エリアでの地熱開発が、積極的に推進されていくことが予想される。 

 

② 我が国の状況 

2011年の東日本大震災以降、再生可能エネルギー導入拡大が望まれる中、世界第 3位と

なる地熱資源ポテンシャルを有する我が国では、地熱発電に大きな期待が掛かっている。

また、地熱は、太陽光や風力と異なり、安定した出力が得られるため、ベースロード電源

としても注目を集めている。 

近年の地熱開発では、山葵沢・秋ノ宮地域（秋田県）や安比地域（岩手県）等で大型の

新規地熱開発が進捗している。またバイナリー発電においても、メディポリス指宿発電所、

菅原バイナリー発電所や滝上バイナリー発電所等が運転開始している。 

一方、「地熱発電の推進に関する研究会 2017年度報告書（経済産業省）」によると、2017

年度末時点において、初期調査から開発段階にある地熱開発案件すべてを含めても出力規

模が約 32 万 kW であり、2030 年度の導入目標を達成するためには、更なる案件（約 60万

kW）が必要と報告されている。 

また、前述のとおり、自然公園内での開発が推進されるために、環境に配慮した取り組

みが必要不可欠とされるところ、開発のための具体的なルール化や環境保全対策技術の向

上等、解決されるべき重要な課題は少なくない。 

さらに、温泉地の中には、既存の温泉井を利用して、小規模な地熱発電を行う事例も少

しずつ増えており、発電と合わせた熱利用により、地場産業（特に、農業等）の発展に貢

献している成功事例もある。こうした取り組みは、地域経済の発展とともに、地熱開発事

業者と温泉事業者との合意形成が困難なケースの解決策にも繋がり、温泉地で地熱開発を

促進していくために、上記の成功例の実績を数多く積み上げていくことは重要と考えられ
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る。 

加えて、既存の地熱発電所の発電量低下も大きな課題となっており、それらの発電能力

の回復・維持・向上に資する技術開発にも取組むことが必要である。 

こうした状況の中、エネルギーミックスにおける導入目標達成に向け、ＮＥＤＯでは、

2013年度以降「新規地熱発電所の立地促進」及び「既存地熱発電所の発電能力の回復・維

持・向上」に資する技術開発に取り組み、環境アセスメント手続きの迅速化に係る硫化水

素拡散予測数値モデルの開発に成功するなどの成果が上がっている。 

 

③ 世界の取組状況 

再生可能エネルギーの拡大が推進されている中、地熱発電については、火山国である地

熱資源を保有する米国、フィリピン、インドネシア、メキシコ、ニュージーランド、イタ

リア等で、国家レベルで導入拡大に向けた取組が実施され、発電設備容量や発電量は年々

上昇を続けている。 

例えば、アイスランドでは、電力構成比の中で地熱の占める割合は、25％と非常に高く、

発電のみならず熱利用も盛んに行われており、発電及び熱利用含むエネルギー比率では、

地熱の占める割合は 60％となり、世界一、地熱資源を有効活用している国といえる。近年、

深部高温領域をターゲットとする掘削のプロジェクト IDDP（Iceland Deep drilling 

Project）が実施され、成果が挙がっており、今後の動向についても注目されている。 

地熱に関する国際機関である IGA（International Geothermal Association、設立 1988

年）では、5年に一度国際会議 WGC（World Geothermal Congress）が開催されている（日

本では、2000年に、別府および盛岡で開催）。そこでの報告によると、2014年末時点での

世界の地熱発電設備容量は、26か国で 12,635MWe、年間発電量は約 74TWhであり、年々ほ

ぼ線形に増加している。この 5年間の増加量は、ケニア、米国、トルコ、及びニュージー

ランドが多い。一方、直接利用の設備容量は、70,329MWt、年間エネルギー利用量は、約

163TWhであり、指数関数的な増加を示す（この中には、地中熱利用も含まれる）。 

また、我が国は、JICAにより ODA活動が実施され、アフリカ（ケニア、エチオピア、ジ

ブチ等）、東南アジア（インドネシア等）、及び中南米（コスタリカ、ペルー、ボリビア、

エクアドル等）のそれぞれの諸国に対して、人材育成、探査技術の技術開発、円借款等の

資金提供、試掘支援等の活動を実施している。 

 

④ 本事業のねらい 

本事業では、自然公園内特別地域での地熱開発を含め、地熱発電の導入拡大を促進する

ことを目的とし、2030年のエネルギーミックス実現に向け、我が国の地熱発電容量 155万

kWの達成を図る。 

併せて、既存の発電所や温泉地等で未利用になっている地熱資源を、発電及び熱利用に

有効に使用することにより、分散型エネルギーを確保し、地域の防災対応や経済発展の貢

献に資する。 

 



3 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 ポテンシャルの高い地域への地熱発電の導入拡大を目的とし、既存の発電設備よりも、

小型化・高効率化の地熱発電システムの機器開発及び低温域の地熱資源を活用したバイ

ナリー発電システムを開発すると共に、環境保全対策や環境アセスメント円滑化に資す

る取り組みを行う。また、地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発を行う。なお、

公募により研究開発実施者を選定後、目標の具体化等を行うこととする。 

 

 （１）環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発 

地熱発電システムの高効率化に資する技術（熱効率を 20%以上に向上させる技術

等）を確立する。 

 

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発 

未利用の温泉熱を利用した低温域のバイナリー発電について、熱効率 7％以上に

資するシステムを確立するとともに、スケール対策、腐食対策、二次媒体の高性能

化に係る技術を確立する。 

 

（３）発電所の環境保全対策技術開発 

ガス漏洩防止技術や拡散シミュレーション技術、を確立する。 

また、環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術の開

発を実施するとともに、定量的な知見に乏しい分野（硫化水素や着氷による植生へ

の影響等）について、科学的知見を提示する（例えば、硫化水素濃度 1ppmに対する

植生への影響度合いを把握する）。 

加えて、自然公園内での地熱開発が円滑に進むように、必要とされる技術を確立す

る。  

 

（４）地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

地熱エネルギーの高度利用化に係る技術（発電能力や利用率の回復・維持・向上

のための技術、付加価値増大を実現する技術等）として、発電所の還元井延命化技

術や未利用地熱エネルギーを活用可能にする技術、発電所の運転管理高度化に係る

技術を確立する。具体的には、還元井の寿命を 2倍以上にする技術の確立や、これ

まで未利用であった酸性熱水が噴出する地熱井のうち、pH3 までの地熱井を利用可

能にする技術の確立、IoTや AI等のイノベーション技術を活用し、発電所のトラブ

ル発生率を 20％低減し、利用率を 10％向上させることを目指す。 

 

②アウトカム目標 

2030年頃に、環境規制の緩和が実施された場合に、最大で約 155 万 kWの発電容量、
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及び 110 億 kWh の発電量の達成が見込まれる。また、これまでのバイナリ発電システム

開発成果の適用等により、多くの温泉地等で小規模地熱発電や熱利用により、地域経済

の活性化も見込まれる。 

 

③アウトカム目標達成に向けた取組 

    JOGMEC が実施する「地熱資源開発調査事業費助成金事業」や技術開発事業と連携し、

地熱事業者に本技術開発成果の情報を提供し、成果普及に取り組む。 

  また、環境省、温泉事業者団体、農業関係団体等のステークホルダーとの情報交換も

円滑に実施する他、系統連系に関する情報収集を行い、当研究開発事業の各テーマの検

討に活用する。 

 

（３）研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発を公募により実施する。なお、実用化まで

長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官の複数事業者が互いのノウ

ハウ等を持ちより協調して実施する研究開発については、原則としてＮＥＤＯ負担率 1/1

の委託で実施することとする。 

 

①  環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発【2013年度～2014年度】 

［共同研究（ＮＥＤＯ負担率：2/3）］ 

（ⅰ）発電所の建設には、タービン、発電機、冷却塔等の各種工作物が必要であり、

大規模な造成を伴い、風致景観や生物多様性に与える影響が大きいことから、

環境に配慮した機器開発を行う。 

（ⅱ）地熱発電所においては、タービンで仕事を終えた排気は温度の高い状態で、

冷却水で冷やされ、還元井に還元されているケースがある。この未利用の熱エ

ネルギーを有効に活用するシステムを開発し、小型化・高効率化を図るための

技術開発を行う。 

（ⅲ）その他新材料の開発等による高性能化及び発電機器の高効率化に係る技術開

発を行う。 

 

②  低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発【2013 年

度～2017年度】 

媒体：炭化水素、代替フロン ：［共同研究（ＮＥＤＯ負担率：2/3）］ 

媒体：アンモニア      ：［委託、または共同研究（ＮＥＤＯ負担率：2/3）］ 

（ⅰ）未利用の温泉熱の有効活用の観点から、特に対策が必要となるスケール対策、

腐食対策等の技術の確立、二次媒体の開発、小型バイナリーサイクルの高効率

化、発電システムの低コスト化等を図る。 
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③ 発電所の環境保全対策技術開発 

［委託、または助成（ＮＥＤＯ負担率：1/2～2/3）］ 

（ⅰ）環境アセス時の風洞実験に代わる精度の良い硫化水素拡散予測シミュレーシ

ョンモデルを開発し、環境アセスの円滑化を図る。【平成 25年度～29年度】 

(ⅱ)環境アセスメントにおける各種調査を最適化し、期間短縮に資する技術の開

発を実施するとともに、定量的な知見に乏しい分野（硫化水素や着氷による植

生への影響等）について、科学的知見を提示する。 

(ⅲ)自然公園内での地熱開発が円滑に進むように、必要とされる技術を確立する。 

 

④地熱エネルギーの高度利用化に係る技術開発 

［委託、または助成（ＮＥＤＯ負担率：1/2～2/3） 

（ⅰ）発電所の還元井延命化に係る技術開発 

地熱発電所における還元井の還元能力の回復・維持または還元熱水の熱利用

（バイナリー発電）を可能にするため技術開発を行う。 

（ⅱ）未利用地熱エネルギーの活用に向けた技術開発 

掘削の結果、従来の方法では十分な発電量が期待できない坑井、地熱流体が酸

性のため現状技術では利用できない坑井、生産井として使用していたが減衰し使

用されなくなった坑井等、未利用の地熱エネルギーを活用可能にする技術開発を

行う。 

（ⅲ）地熱発電システムにおける運転等の管理高度化に係る技術開発 

IoTや AI技術等を活用することで、出力増大、トラブル回避、人員削減等の効

率化、安全衛生の向上、技術向上等に資する技術開発を行う。 

 

⑤上記①～④以外で地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発 

     ［委託、または助成（ＮＥＤＯ負担率：1/2～2/3）］ 

 

その他、地下の超高温・高圧の状態（超臨界状態）にある水を利用する地熱発電（超

臨界地熱発電）の熱抽出に関する実現可能性調査等を行う。【2017年度】 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

ＮＥＤＯは公募により研究開発実施者を選定する。 

研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下「団体」という。）のうち、原則と

して日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で研究開発に参加す

るものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設等の活用又は国際標

準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携して実施する

ことができるものとする。 



6 

 

プロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」という）に、ＮＥＤＯ新エネルギー部加藤久

遠主任研究員を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに

求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

 

（２）研究開発の運営管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理・執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環

境の変化等を適時に把握し、必要な対策を講じるものとする。運営管理にあたっては、効

率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

 

①研究開発の進捗把握・管理 

ＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を

把握する。また、外部有識者で構成する技術検討会を組織し、定期的に技術的評価を受

け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。加えて、プロジェクトの進捗状況

や当該分野における技術動向、政策動向等を踏まえ、経済産業省、JOGMEC、研究開発実

施者、外部有識者等と連携し、当該分野における技術開発ロードマップを策定する。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策

動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を

効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

③標準化施策等との連携 

地熱発電技術分野に関わりのある、国際標準化機関やフォーラムの活動概要、これら

の機関における規格、ガイドライン等の検討・策定状況及びその概要、主なプレーヤー

の参加状況及び日本のポジション等について調査等を行う。 

 

④研究開発テーマの評価 

研究開発を効率的に推進するため、研究開発項目④（ⅲ）を対象として、ステージゲ

ート方式を適用する。ステージゲート審査を実施するにあたり、ＰＭは、外部有識者に

よる審査を活用し、平成 31 年度以降の研究開発テーマの継続是非を平成 31 年 3 月まで

に決定する。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、2013年度から 2021年度までの 9年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を

2015年度及び 2018年度に、事後評価を 2021年度に実施する。また、中間評価結果を踏ま
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え必要に応じ研究開発の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期につ

いては、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、

前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果については、ＮＥＤＯ、委託先とも普及に努めるものと

する。 

 

②知的財産権の帰属 

委託研究開発及び共同研究の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規

定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

③知財マネジメントに係る運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを

実施する。（委託研究のみを対象とする。ただし調査事業を除く。） 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究

開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総

合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行う

ものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条

第１号イ及び第３号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

   （１）2013年 4月 1日、制定。 

   （２）2015年 9月 15日、改定。 

   （３）2017 年 2 月 22 日、改定。超臨界地熱発電の熱抽出に関する実現可能性調査等の

追加のため。 

（４）2018 年 2 月 13 日、改定。研究開発の実施期間の延長及び研究開発項目の拡充等

のため。 

（５）2018年 4月 13日、改定。ＰＭ変更のため。 
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（６）2019 年 2 月 21 日、改定。１．（１）①及び②の一部内容修正、２．（２）①にロ

ードマップ策定を追加等のため。 

      （７）2020年 12月 22日、改訂。研究開発期間を 1年間延長のため。  
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（別添）研究開発スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

研究開発項目①
環境配慮型高機能地熱
発電システムの機器開
発

研究開発項目②
小型バイナリー発電シス
テムの開発

研究開発項目③
発電所の環境保全対策
技術開発

研究開発項目④
地熱エネルギーの高度
利用化に係る技術開発

研究開発項目⑤
地熱発電の導入拡大に
資する革新的技術開発

要素技術開発

設計

実証

実証

中
間
評
価
①

硫化水素拡散予測数値モデルの開発

設計・試作

設計・試作
中
間
評
価
②

発電所の高度利用に向けた技
術開発（還元井延命化）

自然環境、風致景観へ
の配慮ツール等の開発

環境アセスメント期間短縮等に
資する技術開発

※研究開発項目④（ⅲ）の研究テーマについては平成30年度末にステージゲートを実施。

超臨界
調査

発電所の運転管理高度化技術開発

※ステージゲート

未利用地熱エネルギー活用技術開発


